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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第５号） 

令和８年（2026 年）３月 10 日（火曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 31 名 

    委 員 長  かん の  太  一       副 委 員 長  わたなべ  泰  行   

    委   員  勝  木  勇  人       委   員  高  橋  克  朋   

    委   員  こんどう  和  雄     欠 委   員  細  川  正  人   

    委   員  よこやま  峰  子       委   員  こじ ま  ゆ  み   

    委   員  伴     良  隆       委   員  松  井  隆  文   

    委   員  村  松  叶  啓     欠 委   員  三  神  英  彦   

    委   員  村  山  拓  司       委   員  山  田  一  郎   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  村  上  ゆう こ   

    委   員  中  村  たけ し       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  あお い  ひろ み   

    委   員  おんむら  健太 郎       委   員  森     基誉 則   

    委   員  福  田  浩太 郎       委   員  丸  山  秀  樹   

    委   員  前  川  隆  史       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  小  形  香  織       委   員  太  田  秀  子   

    委   員  長  屋  いず み       委   員  坂  元  みちたか   

    委   員  山  口  かず さ       委   員  成  田  祐  樹   

    委   員  丸  岡  守  幸 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

開 議 午前10時 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから、第一部予

算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でございますが、細川委員、三神英彦

委員からは欠席する旨、また、藤田委員からは村

山委員と交代する旨、それぞれ届出がございまし

た。 

 それでは議事に入ります。 

 最初に、第２款 総務費 第１項 総務管理費

中関係分及び第５款 経済費 第１項商工労働費

中関係分について、一括して質疑を行います。 

●森 基誉則委員  私からは、開学20周年を迎

える札幌市立大学の認知度、プレゼンスの向上と

地域貢献について、並びに大学連携強化推進事業

について伺います。 

 まずは市立大学です。 

 札幌市立大学は、今年、開学20周年の節目を迎

えます。これまでの20年間、デザインと看護の連

携という独自の理念の下、多くの人材を輩出し、

本市の発展に寄与してきたと認識しています。 

 一方で、ここ数年、市立大学の認知度やプレゼ

ンスについて、改めてより高めていく状況にある

と感じており、20周年という大きな契機を捉え、

大いに盛り上げていく必要があると考えています。 

 20周年記念事業について、様々な企画が進行中

であると聞いていますが、大学の魅力を効果的に

発信していくためには、市や企業との連携、そし

て何より学生や卒業生が積極的に参画・協働する

ことが重要です。 
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 そんな中、去年の決算特別委員会における答弁

において、開学20周年をＰＲする新たな広報を積

極的に展開することを検討するとの方向性が示さ

れました。 

 そこでまず、最初の質問です。本記念事業にお

ける大学の魅力を効果的に発信していくための具

体的な取組や、市や企業とどう連携していくのか

伺います。 

●砂田政策企画部長  札幌市立大学の開学20周

年記念事業における取組についてお答えいたしま

す。 

 開学20周年記念事業は、市民や関係者への感謝

の意を示すとともに、今後のさらなる発展を目指

し、大学の認知度やプレゼンスの向上を図ること

を目的としているところでございます。 

 20周年を記念するキャッチコピーは、学生から

の応募で、ＤｅｓｉｇｎとＮｕｒｓｉｎｇを掛け

合わせたＤとＮで、「Ｄ×Ｎの学びで20年」に決

定し、ロゴマークは卒業生の応募作品が選ばれる

など、在学生と卒業生が一体となって、この節目

を祝う取組となっております。 

 また、ＮｏＭａｐｓの開催期間に合わせたサテ

ライトキャンパスなどでの公開講座やパネル展の

ほか、円山動物園と連携した公開講座、大学がデ

ザイン監修に関与したモンキーハウスの施設を巡

るツアーなど、様々な企画を展開する予定であり、

関係機関と連携して、魅力発信に努めてまいりま

す。 

 さらに、札幌市との連携事業としましては、交

通局と連携し、学生からのアイデアを基にデザイ

ンしたラッピング路面電車を約１年間にわたって、

運行する予定でございます。 

●森 基誉則委員 20周年記念事業の取組につい

て、承知いたしました。 

 ＤとＮを掛けて、二重の学びということで、学

生や卒業生からの応募によって、ロゴとかキャッ

チコピーが決定したということ、あと学生がデザ

インしたラッピング市電が市内の中心部を走ると

いうことは、これ、努力の結実がリアルに目に見

えるということで、学習のモチベーションアップ

にもつながっていくと思います。そして、学生の

地元や大学への愛着を深める上でも、すばらしい

企画だと感じています。 

 ネクストステップ、次の段階として、市立大学

の学生には、本市のウェルビーイング施策やまち

づくりに、さらに積極的に参画してほしいと考え

ています。 

 そのためには、先ほどの答弁にもありましたが、

ＮｏＭａｐｓのような民間企業との連携窓口を広

げ、社会の様々な課題に深く関わっていくことが

求められます。 

 本市や民間企業との共同研究、そして、学生自

らの地域貢献活動が、どのように地域社会に還元

されているのかを確認したいと思います。 

 そこで２点目の質問です。学生の地域貢献活動

と市・民間企業との地域貢献につながる共同研究

について、前回の決算特別委員会における答弁で

は、様々な取組を行っているということでしたが、

具体的な民間企業との実績と、今後の方向性につ

いて伺います。 

●砂田政策企画部長  学生の地域貢献活動と

市・民間企業との地域貢献につながる共同研究に

ついてお答えいたします。 

 学生が主体となる地域貢献活動としましては、

札幌市総合防災訓練での防災グッズ手作り体験ブ

ースの出展や、学生が開発した防災すごろくを南

沢地区の学童保育で活用するなど、遊びを通じて、

防災知識を普及する活動を行っております。 

 次に、札幌市との共同研究においては、札幌丘

珠空港ターミナルビルの混雑緩和に向け、ＡＩを

活用して、１人当たりの手続時間を調査・分析す

る研究を札幌丘珠空港ビル株式会社、札幌市立大

学、札幌市の三者が連携しながら進めているとこ

ろでございます。 

 また、民間企業との連携につきましては、水素

アシスト型自転車タクシー、いわゆるベロタクシ
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ーの筐体デザインの開発に加え、ＦＣマイクロバ

スやＦＣタクシーの車両ラッピングデザインの作

成を実施しているほか、障がいの有無にかかわら

ず、誰もが遊べる木製インクルーシブ遊具の開発

など、地域社会への貢献に結びついているところ

でございます。 

 今後は、これらの取組をさらに推進させ、学生

が札幌市のまちづくりへ積極的に参画する機会を

確保するとともに、市及び民間企業などの様々な

組織との連携を強化し、大学による地域社会の課

題解決に向けた取組を後押ししてまいりたいと考

えております。 

●森 基誉則委員 共同研究や学生の地域貢献活

動の実績について、承知しました。 

 丘珠空港の混雑緩和に向けたＡＩを活用した取

組ですとか、あと水素アシスト型自転車タクシー

のデザインというのも聞いておりますし、あと学

生自ら開発した防災すごろく、これを学童保育で

も活用していると、多岐にわたる活躍、大変心強

いものと思っています。 

 一方で、答弁にあったとおり、共同研究は様々

な区で行われているものの、学生の地域貢献活動

はややもすると、芸術の森キャンパスがある南区

に偏ってしまうことが懸念されます。キャンパス

の立地を考えればやむを得ない面もありますが、

活動が特定の地区に限定されてしまうと、得られ

た貴重な知見や成果を、全市的な課題解決へ生か

す機会を逸するものと考えます。 

 その知見や成果を広く波及・発展・展開させて

いく取組とするため、まずは南区の芸術の森キャ

ンパスと、中央区の桑園キャンパスの二つの拠点

があるという立地を最大限に生かし、キャンパス

周辺の地域活動をさらに広げるとともに、学生間

の交流を促すことが重要と考えます。 

 そこで質問です。芸術の森と桑園の二つの拠点

があることを生かして、デザインと看護の互いの

学部が、どうコラボレーションして地域貢献をし

ていくのか、両キャンパスの連携について伺いま

す。 

●砂田政策企画部長  芸術の森キャンパスと桑

園キャンパスの連携についてお答えいたします。 

 札幌市立大学の最大の特色でありますデザイン

と看護の両学部が連携する、ＤｅｓｉｇｎとＮｕ

ｒｓｉｎｇのＤ×Ｎ連携は、多角的な視点から地

域の課題解決にアプローチする重要な取組である

と考えております。 

 具体的なＤ×Ｎ連携における地域貢献の取組と

しましては、看護学部が各地区の介護支援センタ

ーや町内会と連携しまして、かむ力や飲み込む力

など、口の機能の衰えであるオーラルフレイルを

予防する取組の中で、デザイン学部の学生が制作

したツールを活用し、フレイル知識の普及に貢献

している事例などがございます。 

 そのほかにも、人とのつながりを創出する介護

予防の提案や、災害時にも安心できる健康相談室

などの取組も、学部連携演習として行ってきたと

ころであります。 

 また、両キャンパスの連携については、これま

でも民間企業の経営者による講話のほか、札幌市

職員がまちづくり戦略ビジョンやＧＸといった多

岐にわたる施策をテーマに直接講義する、札幌を

学ぶといった１年次合同授業などを通じて、学生

同士が互いのキャンパスを行き来し、交流を図っ

てきたところでございます。 

 今後も引き続き、両学部の学生が互いのキャン

パス周辺を中心としながら、より活動範囲を広げ

られるよう、既存の両学部連携カリキュラムをさ

らに活用し、分野横断的に地域貢献を広げていく

取組を進めてまいりたいと考えております。 

●森 基誉則委員 両キャンパスの連携による地

域貢献の取組、承知しました。 

 市立大学で学んだ学生たちが、将来的に世界で

活躍し、最終的には、この札幌を拠点として力を

発揮してくれることが、私たちにとっての大きな

目的であり、願いです。 

 開学20周年を絶好の機会と捉え、Ｄ×Ｎ、これ
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はＤｅｓｉｇｎ×Ｎｕｒｓｉｎｇということで、

デザインと看護という市立大学のかなり特徴的な

部分だと思うんですけど、これ、今の答弁とかを

聞いていると、読み方をちょっと変えて、Ｄｉｇ

ｉｔａｌ×Ｎａｔｕｒｅ、デジタルと自然みたい

なことで、いろいろと掛け合わせることが可能だ

と思うんですよね。そういう意味では、かなり可

能性が高い、このＤ×Ｎというアルファベットだ

と思っています。 

 こういった連携をさらに、さらに深めていきな

がら、大学の魅力とプレゼンスを大いに高めてい

ただくことを強く期待し、次の質問に移ります。 

 続いては、大学連携強化推進事業です。 

 大学等の研究機関が集積する本市では、大学が

有する高度な知見や若者との接点を生かすために、

大学を起点とした多様な主体との連携を推進して

います。 

 2022年度には、大学応援プロジェクトを立ち上

げ、ふるさと納税を原資として、市内大学・短期

大学が実施する公益的な事業を支援し、若者の地

元定着や地域課題の解決等につながる事業を支援

しているところです。 

 とりわけ、2023年度から開始されたさっぽろま

ちキャンパス共創事業、通称まちキャンですけれ

ども、このまちキャンについては、先週末、３月

７日、成果発表会が開催されました。私も限られ

た時間ではありましたが、出席させていただきま

した。学生が地域に飛び込み、地元への愛着を深

めながら、コミュニティ活性化に寄与する姿を目

の当たりにし、大きな可能性を感じたところです。 

 そこで最初の質問です。まちキャンにおいて、

これまでに採択された事業の件数と、その主な内

容について伺います。 

●玉井公民・広域連携推進室長  大学連携強化

推進事業のうち、さっぽろまちキャンパス共創事

業の実績についてお答えいたします。 

 2023年度から2025年度までの３年間で採択した

事業につきましては20件ございます。そのうち、

2025年度に採択した事業は６件ということになっ

てございます。 

 これまで採択した事業につきましては、例えば、

学生が創成東エリアの魅力を発信するツアーを企

画・実施、そして新たな人の流れを生み出すとい

うようなものや、学生が商店街や地元企業と連携

したマルシェを開催し、幅広い年代の地域コミュ

ニティの形成を目指すものなどがございました。 

 いずれの事業につきましても、学生の活動や学

びが大学の枠にとどまらず、地域を舞台に展開い

たしまして、まちをまるでキャンパスのような場

所として活動を行ったものと認識してございます。 

●森 基誉則委員  まちキャンでの実際のコメ

ントもすばらしいものがありましたけども、答弁

どうもありがとうございました。 

 私も発表会で、札幌の観光資源を子どもたちに

伝える絵本制作、あと心理学の知見を生かした高

齢者生活支援、そして飲食店の思いをつなぐキッ

チンカー事業など、多岐にわたる活動報告を見せ

てもらいました。これらは一般的な学生ボランテ

ィアの枠を超え、専門性を生かして地域課題に深

く切り込む、まさに共に創るという共創のモデル

ケースであったと感じたところです。 

 こうした取組は、学生の地域への愛着を育むと

ともに、受け入れる地域側にとっても大きな刺激

となるものであり、学生の力を生かした地域課題

の解決に向けて、継続・発展させていくべきだと

考えます。 

 一方で、学生への伴走支援や地域との調整など、

この取組を進める中では、様々な難しさもあった

のではないかと推察します。 

 そこで質問です。これまでの取組を通じて得ら

れた成果と浮かび上がってきた課題をどのように

認識しているのか伺います。 

●玉井公民・広域連携推進室長  さっぽろまち

キャンパス共創事業の成果と課題についてお答え

いたします。 

 この事業では、若く柔軟な発想と行動力を持つ
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学生が、地域コミュニティの中で活動いたしまし

て、それを通じて地域団体や地元企業との新たな

関係の構築でつながっているというふうに認識し

てございます。 

 これによりまして、地域コミュニティの活性化

に大きく寄与するとともに、学生が地元に愛着を

持つきっかけを創出したほか、自ら課題を発見し、

解決する能力の向上につながったことが成果とい

うように考えてございます。 

 一方で、本事業への応募が一部の大学、学生団

体に偏っている傾向がございまして、札幌市の大

学生に浸透し切れていない点が課題だと、我々と

しては認識しているところでございます。 

●森 基誉則委員  私も学生たちのプレゼンを

聞いて、柔軟な発想力と行動力の高さというのは

痛感しました。 

 札幌市は2022年度以降、若年層の転出が増加傾

向にあります。その中で、まちづくり、若者の地

元定着、人材育成、いずれの観点においても、成

果は非常に重要なものだと考えます。 

 一方で、せっかくよい取組をしているのに、ま

ちキャンが市内の学生に浸透し切れていないとい

うこの現状は、もったいないと感じます。周知の

在り方はもちろん、学生が自ら参加したいと思え

るような入口の広げ方など、さらなる進化の余地

があるはずです。 

 そこで質問です。先ほどの答弁で示していただ

いたまちキャンの成果と課題を踏まえて、今後ど

のように取り組んでいくのか伺います。 

●玉井公民・広域連携推進室長  さっぽろまち

キャンパス共創事業の今後の展開についてお答え

いたします。 

 本事業が市内の大学生に浸透し切れていない現

状を踏まえまして、まずは周知活動の強化に取り

組んでまいりたいというように考えてございます。 

 具体的には、市内大学生が参加するイベント等

でのフライヤーの配布、それから札幌市の公式Ｓ

ＮＳなどの活用により、学生団体による活動や成

果報告会の様子を発信しまして、広く学生に事業

の内容や魅力を伝えまして、応募団体の増加につ

なげたいというふうに考えてございます。 

 また、採択された学生団体に対しましては、地

域や地元企業との連携に関する助言を引き続き行

うなど、学生の力が十分に発揮できるように支援

してまいりたいというふうに考えてございます。 

 これらによりまして、学生の地元への愛着及び

関心を高めるとともに、学生の力を生かした地域

コミュニティの活性化というところも図ってまい

りたいというように考えてございます。 

●森 基誉則委員  やはり周知は大切ですよね。

今後は、学生がまちキャン事業に触れる機会をい

かに多く設けていくか、これが肝になってくるの

ではないかと考えます。 

 また、まちキャンで行われた学生団体の取組に

ついて、今後、本市の補助がなくても自走化でき

る仕組みがあれば、まちキャンを経験した学生た

ちが、自分たちのまちづくり活動を継続できるよ

うになります。 

 実際学生の中でも、ＮＰＯ化したいという考え

を述べた学生たちもいましたから、市内の学生に

も、まちキャンが広く浸透していくのではないか

と考えております。検討してください。まちキャ

ンが市内の多くの学生にさらに浸透し、本市の

様々なコミュニティが、若い力でさらに活性化し

ていくことを期待します。 

 今日は、大学生に向けた本市の事業について、

質問をさせていただきました。あれこれ要望した

上で、最後にお伝えしたいのは、肝となるのはバ

ランスだということです。 

 学生はロボットではありません。行政の思うよ

うに動いてくれるとは限りません。それを理解し

た上で、時にサポートし、時にリードする。この

さじ加減を見誤らないようにしていただきたいと、

注意喚起をさせていただいた上で、私からの全て

の質問を終わります。 

●熊谷誠一委員  私からは、水素の利活用に関
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する普及啓発の成果と今後の取組についてお伺い

いたします。 

 本市が進める水素エネルギーの利活用の取組は、

新たな水素ステーションの運用開始やＦＣ車両の

導入に加え、様々な水素関連企業や自治体ととも

に、札幌市水素・再生可能エネルギー推進協議会

を設立するなど、一歩一歩着実に進められている

ものと認識しているところでございます。 

 特に水素利用に関する新技術については、さき

に述べた協議会の場を活用し、民間事業者との連

携の下、最新の情報を把握し、それを基に本市で

の導入に向けた具体的な検討を進めていると理解

しているところです。 

 このような技術的視点、取組の進捗などについ

て、積極的かつ丁寧に市民へ発信する普及啓発の

取組を両輪で進めることが、今後の本市における

水素利活用の拡大のため、重要と考えます。 

 我が会派は、これまでも本市における水素エネ

ルギー利活用拡大に向けた市民に対する普及啓発

の在り方について、市議会の場で質問や提言を重

ねてまいりました。 

 そこで最初の質問ですけども、今年度はどのよ

うな普及啓発事業を行ったのかをお伺いいたしま

す。 

●松本水素事業担当部長  今年度行いました普

及啓発事業についてお答えをいたします。 

 昨年７月に開催された環境広場さっぽろなど、

多くの市民や企業が集まるイベントにおきまして、

水素に関する情報の発信を行いました。 

 また、今年１月に開催されましたジャパンモビ

リティショー札幌や、先月開催されましたさっぽ

ろ雪まつりにおいて、約400人の市民に中型燃料

電池バスに試乗いただいたほか、市内の小中学校

におきまして、水素ステーションや燃料電池車の

見学を含む出前授業を実施いたしました。 

 さらには、主に若年層の市民の参加による水素

の効果的な発信手法を検討するワークショップを

開催したほか、札幌市立大学の学生が主体となり

まして、水素を表現するデザインを作成し、燃料

電池車のラッピングを行うなど、市民に主体的に

参加していただく事業も実施したところでござい

ます。 

●熊谷誠一委員  今年度の普及啓発事業では、

今ご答弁いただいたように、雪まつりなど様々な

イベントの機会を捉えた情報発信にとどまらず、

市民が参加する機会、特に若年層が水素エネルギ

ーについて学ぶ機会を積極的に生み出してきたと

のことでございました。 

 普及啓発は広く理解を促し、行動を変容させる

ことを目的としていると思います。水素エネルギ

ーを使うということにとどまらず、開発する側、

要は作り手側としての人材育成の面もあると思い

ます。脱炭素社会に資する水素エネルギーの新技

術や活用方法に触れることで、特に若年層は知的

好奇心が刺激され、将来理系で活躍してみたいと

思うきっかけになることが期待されると思います。 

 そこで質問ですけども、このような市民が参加

し、直接学ぶ機会が数多く作られることは、水素

エネルギーに対する一層の市民理解につながるも

のと考えますけれども、市民が水素エネルギーに

ついて学ぶ取組の成果はどのようなものであった

のか、お伺いいたします。 

●松本水素事業担当部長  市民が水素エネルギ

ーについて学ぶ取組の成果についてお答えをいた

します。 

 中型燃料電池バスの試乗に参加した市民に対す

るアンケート調査におきましては、環境性能が優

れていることや、走行時の音と振動の少なさへの

好意的な意見が大多数であったほか、今後もこの

ような機会を設けてほしいという意見もいただい

たところです。 

 また、出前授業を受けた小中学校の生徒やワー

クショップの参加者を対象としたアンケート調査

におきましては、水素ステーションの見学や、燃

料電池車に直接触れる機会を通じて、水素に関す

る理解が深まったという回答が９割以上でありま
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した。 

 これらの結果を踏まえますと、市民が水素の技

術に直接触れ、学ぶことができる取組は、水素エ

ネルギーへのさらなる市民理解につながるもので

あり、非常に効果的だったと考えているところで

ございます。 

●熊谷誠一委員  今ご答弁があったように、普

及啓発事業の成果が、市民の水素エネルギーへの

理解につながっているということだったと思いま

す。 

 今後、ますます普及啓発の取組に力を入れてい

ただきたいと思いますが、一方で、さきに述べた

とおり、水素に関する新技術等の情報発信も含め

た、効果的な普及啓発事業を継続的に実施するに

は、行政だけでは限界があると思われます。 

 水素関連技術は、様々な企業の技術開発による

ものであり、企業の力なくして、最先端の技術情

報の発信は難しいと考えるところでございます。 

 この点について、さきの代表質問では、今後、

民間事業者との連携を強化するとの市長の答弁が

ございました。 

 そこで最後の質問ですけども、今後、官民連携

による普及啓発をどのように進めていくのか、お

伺いいたします。 

●松本水素事業担当部長  官民連携による普及

啓発についてお答えをいたします。 

 札幌市は昨年６月に、民間事業者や自治体など

が参画いたします札幌市水素・再生可能エネルギ

ー推進協議会を設立しまして、水素を「つくる」

「ためる・はこぶ」「つかう」をテーマとして、

検討を進めてまいりました。 

 このうち、水素を「つかう」テーマに関して、

協議会に参画している複数の事業者により、水素

の燃焼機器の開発、製造、販売を目的とする株式

会社Ｈ２ほっかいどうが先週３月５日に設立され

たところであり、札幌市は同日付で、水素エネル

ギーの利活用推進に関する連携協定を同社と締結

いたしました。 

 この協定は、相互の連携を強化し、双方の資源

を生かした事業に共同で取り組むことにより、札

幌・北海道における水素エネルギーの利活用推進

を図ることを目的としておりまして、水素エネル

ギーの普及啓発につきましても、連携事項の一つ

に位置づけているところでございます。 

 このように専門性を備えた民間事業者との連携

を強化することを通じて、水素に関する知見や、

最新の技術動向などを踏まえた効果的な普及啓発

を引き続き進めてまいります。 

●熊谷誠一委員  最後に、要望でございます。 

 このたび新たに設立された水素関連会社である

Ｈ２ほっかいどうとの連携協定により、技術的な

知見も踏まえた効果的な普及啓発を行うというこ

とでございました。 

 私どもの会派では、昨年11月、Ｈ２ほっかいど

うを設立した会社の一つである化学メーカー、ト

クヤマへ視察を行ってまいりました。 

 その化学メーカーは、70年以上前から水酸化ナ

トリウム、いわゆる苛性ソーダを製造しておりま

す。 

 工場内には、融雪剤で知られる塩化ナトリウム

の白い塩の山が堆積しており、その塩を水で溶か

して、巨大な電解槽に入れて、無数の電極で電気

分解を行っております。その結果、製品である苛

性ソーダとの副産物の水素ガス、塩素ガスが得ら

れます。全て有価物でございますので、工業製品

として有効に活用しております。 

 また、水素ガスについては、このたびの水素を

運ぶために有効な水素化マグネシウムの原材料と

して使用しております。 

 今回は、「つかう」というテーマで設立したＨ

２ほっかいどうでございますけども、設立会社の

一つが水素を「つくる」という知見を持っており

ますので、現在課題となっている水の電気分解の

効率化や、電極腐食の対策についても協力いただ

けるのではないかと考えております。 

 水素サプライチェーンを構築するためにも、作
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ることに経験のある化学メーカーと札幌市が縁し

ていることは大変ありがたく、よい関係を続けて

いっていただきたいと、まずは思います。 

 今後とも、官民連携による継続的な水素エネル

ギー利活用の推進普及啓発を進めるとともに、行

政として、市民と企業の橋渡し役を担い、将来的

に水素が市民に身近なエネルギーとして活用され

るよう要望いたしまして、私からの質問を終わり

ます。 

●山田一郎委員 私からは札幌市の除排雪の効率

化、また、省力化に向けた取組について伺います。 

 現在、本市では、市内を23地区エリアに分けた

マルチゾーン除雪により除排雪を実施していると

ころでありますが、将来的に除雪従事者が減少し

ていくことを考えますと、これまでと同じ体制で

の対応が難しくなり、市民の安全・安心な生活を

確保することが困難になるのではないかと懸念し

ております。 

 こうした状況を踏まえますと、降雪量や道路状

況に応じて、各事業者が地域を越えて、柔軟に除

排雪作業を行えるような仕組みがあれば、市全体

として、より効率的な除雪が実施できるのではな

いかと思慮しております。 

 そのためには、市内の道路状況や除雪車がどこ

で作業を行っているのかをリアルタイムで把握で

きる仕組みが必要であり、そうした仕組みがあれ

ば、作業路線の優先度判断や、地区を超えた除雪

機械の効率的な活用などが可能となり、限られた

体制の中でも、安全・安心な道路環境を確保する

ことができるのではないかと考えております。 

 また、現在、国ではＧＰＳを補強し、高精度な

位置情報を取得することができる準天頂衛星みち

びきの整備及びさらなる機能強化が進められてお

り、こういった技術を活用し、将来的に除雪のリ

アルタイム稼働システムを構築するためには、今

から活用に向けた準備を進めていく必要があるの

ではないかと考えております。 

 さらにこの取組は、単に除排雪体制の確保にと

どまるものではなく、運送業やタクシーの効率化

など、社会全体のデジタル化にもつながり、人口

減少に伴う社会全体の担い手不足への対応にも寄

与するものと考えております。 

 そこで質問ですが、札幌市雪対策審議会や未来

創生プランを所管するまちづくり政策局として、

持続可能な除排雪体制の構築や、社会全体のデジ

タル化に向けた衛星みちびきの活用、除排雪作業

のリアルタイム稼働システム導入の環境整備につ

いて、どのように考えているのか、認識を伺いま

す。 

●砂田政策企画部長  準天頂衛星みちびきの活

用や環境整備についてお答えいたします。 

 衛星みちびきの活用は、建物が多い都市部にお

いても、安定して高精度な位置情報が得られるこ

とから、様々なサービスや都市機能の効率化に加

え、除排雪作業の効率化や省力化にもつながる可

能性があるものと認識しております。 

 除排雪作業の効率化・省力化については、除排

雪の生産性向上等に関するプラットフォームであ

りますｉ－Ｓｎｏｗにおいて、衛星みちびきから、

より高精度な測位情報が得られる端末を活用した

除雪機械の自動投雪システムを開発しているほか、

札幌市では、みちびきにも対応するＧＰＳ端末約

870台を導入し、除雪機械の走行軌跡の確認など

に活用しているところでございます。 

 このほか、札幌における衛星データを活用した

取組としましては、みちびきの利用ではないもの

の、バスの接近情報などを提供するさっぽろえき

ばすＮａｖｉが利用されており、今後も、市民生

活の利便性向上や、社会機能の効率化に向けた取

組とその環境整備について、関係部局と連携して、

検討していく考えでございます。 

●山田一郎委員 今の答弁では、みちびきを活用

した除排雪作業の効率化に向けて、除雪機械の自

動投雪システムの開発、これが進められていると

いうことでありました。 

 しかしながら、さきの答弁で出てきました除雪
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作業の生産性向上に関するプラットフォームであ

るｉ－Ｓｎｏｗ、この資料を見ますと、この取組

は、建物や住宅が少ない地方部での取組となって

おり、札幌市のように、建物や住宅が密集する都

市部では、都市部特有の課題が出てくるのではな

いかと感じております。 

 そのため、札幌市としても、みちびきを活用し

た実証実験などを行い、都市部における除排雪の

効率化、省力化に向けたシステムの開発を進めて

いくべきと考えます。 

 そこで質問ですが、札幌市が主体となり、都市

部における除排雪の効率化・省力化に向けたシス

テムの開発を進める考えはないのか、伺います。 

●砂田政策企画部長  都市部における除排雪の

効率化・省力化に向けたシステムの開発について

お答えいたします。 

 みちびきを活用した除排雪作業の効率化につい

ては、岩見沢市において、除雪作業のナビゲーシ

ョンに関する実証実験が行われておりますが、雪

に埋まった障害物の可視化など、作業の一部で効

率化が図れる一方で、システムの運用や除雪車に

設置するタブレットの購入や更新、通信費等に関

する課題も明らかになったと聞いているところで

ございます。 

 このため、委員ご提案の都市部における除排雪

の効率化・省力化に向けたシステムの開発に当た

っては、現状における課題や実装に当たっての費

用規模などをしっかりと把握し、持続可能なもの

となるよう検討することが必要と考えております。 

 また、持続可能な除排雪体制の構築については、

雪対策審議会において、まさに議論が行われてい

るところであり、こうしたシステムの開発も含め、

今後の議論も踏まえながら、優先的に解決すべき

課題を設定した上で、除排雪の効率化・省力化に

向けた取組を進めていく考えでございます。 

●山田一郎委員  審議会、今やっているところ

であると思いますので、これを踏まえながら検討

を進めていくというようなところでありました。 

 ただ、最初も出ましたが、除雪事業者の高齢化

と担い手不足、これは年々深刻化しており、持続

可能な除排雪体制の構築に向けた取組、これは既

に待ったなしの状況であると考えておりますので、

除排雪作業の効率化に向けて、システム開発につ

いては、これはもうスピード感を持って取組を進

めていただきたいと思います。 

 また、先の総選挙の際に来札された片山さつき

財務大臣からは、現状以上の財政的支援や規制緩

和などを行う除雪スーパー特区なる考え方も示さ

れております。 

 この除雪スーパー特区が何をするかというのは、

まだ表には出てきていない状況ではございますが、

やはり今のこの除雪というのは、使えるものは何

でも使う。せっかく言ってもらった言葉ではあり

ますので、こういったものを積極的に活用しなが

ら、本市における持続可能な除排雪体制の構築に

向けた取組を進めていただくことを要望して、私

からの質問を終わります。 

●おんむら健太郎委員  私からは、ＧＸ産業の

集積と金融機能の強化・集積について、幾つか質

問してまいります。 

 札幌市が、北海道の国内随一の再生可能エネル

ギーのポテンシャルを背景に、環境と経済の両立

を目指すＧＸを施策の柱として取り組み始めてか

ら、約３年が経過いたします。この間、産学官金

コンソーシアム、Ｔｅａｍ Ｓａｐｐｏｒｏ－Ｈ

ｏｋｋａｉｄｏを設立し、国家戦略特区及び金

融・資産運用特区の指定を受け、そして特区を活

用した規制緩和のほか、ＧＸ事業や資産運用業等

を対象とする地方税の課税の特例制度、いわゆる

ＧＸ推進税制を構築するなど、道内で展開される

ＧＸ・金融関連の事業に、国内外からの投資を呼

び込むための環境整備を進めてきたと認識してお

ります。 

 道内では、洋上風力発電やデータセンター、次

世代半導体など、様々なＧＸ関連事業が現在進め

られているところです。 
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 我が会派としては、こうした事業が着実に展開

されていくためにも、円滑な資金供給を支える金

融機能が必要不可欠という考えに基づいて、札幌

市がＧＸに取り組み始めたときから一貫して、そ

の重要性について、代表質問などで継続的に取り

上げて、議論を重ねてきたところでございます。 

 札幌市は、ＧＸ産業の集積と金融機能の強化・

集積を取組の柱として位置づけ、この好循環を創

出することによって、北海道・札幌の持続的な経

済成長の実現を目指されていると理解していると

ころです。 

 この点を踏まえ、さきの代表質問においては、

金融機能の強化・集積に向けた、これまでの取組

成果と、ＧＸ事業の中で札幌市が注力して取り組

んでいる水素を使う取組について、質問をさせて

いただきました。本市からは、金融については、

様々な機会を通じて理解促進やネットワーク構築

に努めてきたことや、また水素については、運輸

分野や建物分野での水素の利活用拡大に取り組む

旨の答弁があったところでございます。 

 この３年の間、ＧＸという新たな産業の創出に

向けて、スピード感を持って取り組まれてきた点

については、一定の評価をさせていただいており

ますが、取組の成果が、市民や市内事業者の皆さ

んに十分に浸透しているかという点については、

まだまだ課題が残っているものと考えております。 

 そこで最初の質問に移らせていただきますが、

ＧＸ産業の集積と金融機能の強化・集積、このそ

れぞれへの取組について、これまでの具体的な実

績について伺わせていただきます。 

●小室グリーントランスフォーメーション推進室

長  これまでの取組の実績についてのご質問で

ございます。 

 まず、ＧＸ産業の集積についてでございますが、

今年度から運用を開始したＧＸ推進税制では、積

極的に制度の周知を図った結果、３件の蓄電池事

業の認定を行ったところでございます。 

 また、水素の関係では、昨年４月に、道内初と

なる大型車両に対応した水素ステーションが運用

を開始したほか、昨年６月に設立されました札幌

市水素・再生可能エネルギー推進協議会の参画企

業によりまして、水素利活用機器の開発などを目

的とする事業会社、Ｈ２ほっかいどうが今月５日

に設立されたところでございます。 

 次に、金融機能の強化・集積についてですが、

本州の資産運用会社などは、北海道の再エネポテ

ンシャルは認識しているものの、実際に現場を見

る機会がないことが分かったことから、資産運用

会社向けに、道内の洋上風力の発電施設やデータ

センターなどを視察するツアーを今年度に３回実

施いたしました。 

 参加者のアンケートによりますと、９割以上に

非常に満足とお答えいただいたほか、ＧＸを実業

としてイメージができるようになったであるとか、

地元企業等との交流会が有益だったといったご意

見も頂戴しているところでございます。北海道の

ＧＸの動きへの理解を深めていただく効果的な機

会となったものと評価しているところでございま

す。 

 このような北海道のＧＸ・金融の動きを市内事

業者や市民に伝える機会といたしまして、昨年11

月にはグローバルＧＸ・金融会議札幌を開催いた

しまして、オンラインを含めて延べ約1,000名の

参加をいただいたほか、主に若者を対象に、昨年

10月、本年１月と普及啓発セミナーを実施いたし

まして、オンラインを含めて延べ約950名の参加

をいただいております。 

 なお、報道等で把握している限りでは、この２

年間で、少なくともＧＸ関連企業は10社、資産運

用会社やフィンテック企業は５社、合わせて15社

の札幌市への進出や増員があったと承知している

ところでございます。 

●おんむら健太郎委員  これまでの取組の実績

をるる述べていただきました。 

 本当にこのＧＸ事業、先行きはどうなるのかな

と、すごく不安に思う時期もありましたけども、



 

117 

ぜひともこの札幌市の要になる事業になっていく

ように育ててほしいなと思っております。 

 その一方で、市民にとっては、このＧＸや金融

の取組というものは、なかなか分かりにくかった

り、伝わりにくい部分というものもございますの

で、引き続き分かりやすく、市民や市内事業者に

伝えていただくことに、ぜひ力を使っていただき

たいなと思います。 

 札幌市が目標として掲げておりますアジア世界

の金融センターの実現は、我が会派は、これまで

も指摘させていただきましたけれども、産学官金

が一丸となって取り組まなければならないもので

ありまして、一朝一夕で実現できるものではござ

いません。 

 昨年、一昨年と東京におきまして、秋元市長自

らのトップセールスによって、ＧＸ・金融企業を

対象にした企業誘致セミナーを開催したと承知し

ておりますが、金融センターの実現に向けては、

国内のみならず、中長期視点で、やはり海外への

プロモーションというものも、継続的に取り組ん

でいく必要があると考えております。 

 そこで次の質問ですが、特区指定後、北海道・

札幌のＧＸ・金融の取組を海外に発信するため、

どのように取り組まれてきたのか、伺います。 

●小室グリーントランスフォーメーション推進室

長  海外への情報発信の取組についてお答えを

いたします。 

 国際的な認知度の向上のために、世界的な金融

都市において、国をはじめ、様々な関係機関と連

携したプロモーションに取り組んでまいりました。 

 昨年１月には、アメリカのニューヨークにおい

て、北海道と共同で、セミナー及び企業訪問を通

じまして、天野副市長によるトップセールスを実

施いたしました。 

 また、昨年６月にはイギリスのロンドンで、金

融庁やほかの特区地域と連携いたしまして、現地

の資産運用会社を対象としたセミナーに、グリー

ントランスフォーメーション推進担当局長が登壇

いたしまして、札幌・北海道へのＧＸ投資や、金

融企業の進出を呼びかけたところでございます。 

 そのほかにも、昨年11月に、世界最大規模のフ

ィンテックイベント「Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ Ｆｉ

ｎｔｅｃｈ Ｆｅｓｔｉｖａｌ」に２年連続で出

展したほか、フィンランド、オーストラリア等で

開催されたビジネスイベントにも参加いたしまし

て、情報発信やネットワーキングを重ねておりま

す。 

 加えまして、こうした活動の中で、海外報道機

関等の活用にも取り組んでおります。これまでに

もシンガポール、韓国、オーストラリア等の現地

メディアや、英語圏を対象といたしましたニュー

スサイトにおいて記事が公開され、効果的かつ継

続的な情報発信につなげているところでございま

す。 

●おんむら健太郎委員  海外においても、精力

的に北海道のＧＸのポテンシャルをプロモーショ

ンされてきたということは理解をいたしました。 

 海外の投資の呼び込みや、金融系企業の誘致と

いうのは、なかなか簡単に実現できるものではな

いと思いますが、やはり継続的かつ戦略的に取組

を進められることを期待しておりますし、やはり

現地に足を運ぶこと、これは非常に重要なんだな

というのは、私も昨年、海外視察に行かせていた

だいたときに感じましたので、ぜひとも現地のほ

うへ行ってのコミュニケーションを取っていただ

きたいなと思っております。 

 ここまでＧＸ産業の集積と、その金融機能の強

化・集積に向けた取組の成果や実績について伺っ

てまいりました。 

 本市が、これまでは特区指定や様々な制度構築、

普及啓発など、ＧＸ及び金融の取組を進める環境

整備に注力してきたものと理解しております。こ

の環境をしっかりと活用していくとともに、これ

までの取組の成果や課題を今後に生かして、戦略

的にさらに取組を進めていくということが重要だ

と考えております。 
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 そのために、先ほど答弁いただいた実績を踏ま

えつつ、やはり最終的な目標に向かって、2026年

度は、どのような取組を進めるのか。これがすご

く大事になってくるのではないかと思います。 

 そこで、次の質問に移らせていただきます。 

 先ほど来答弁のありましたこれまでの実績、こ

ちらを踏まえて、2026年度はどのような考え方に

基づいて取組を進められているのか伺います。 

●小室グリーントランスフォーメーション推進室

長  2026年度の取組の方向性について、ご質問

いただきました。 

 これまでは、ＧＸ推進税制の構築など、国内外

からの投資を呼び込むための環境整備を進めてき

たところでございますが、令和８年度以降は、Ｇ

Ｘをはじめとした投資を呼び込む実行フェーズと

捉えまして、中長期的な視点を持ちながら、取組

を進めていくことが重要であると考えております。 

 そのため、より効果的な手法を探りながらも、

ＧＸ視察ツアーや、国内外におけるプロモーショ

ン活動のほか、札幌市への誘致に向けた金融関連

企業等との面談といった取組を継続してまいる所

存でございます。 

 次年度より、グリーントランスフォーメーショ

ン推進室を産業振興や企業誘致を所管する経済観

光局に移管いたしまして、連携を強化するととも

に、北海道や経済団体、金融機関とも引き続き連

携を図りながら、ＧＸ産業の集積と金融機能の強

化・集積を目指して取り組んでまいりたいと考え

ております。 

●おんむら健太郎委員  今、次年度の取組のこ

ともいろいろとお話をいただきましたが、代表質

問でもお伝えさせていただいているんですけれど

も、札幌市は、現状では主要な国際金融センター

ランキングにはまだ入れておりませんし、国際的

な認知度というのも、日本国内でいくと、先進的

に取り組んでいる東京、大阪、福岡より、やはり

遅れている部分がございますので、追いつけ追い

越せではないですが、ぜひとも力を入れて取り組

まれていただきたいなと思います。 

 次年度は、経済観光局に移管されるということ

でございますので、これまで以上に企業誘致です

とかプロモーションに、ぜひとも力を入れていた

だきたいなということと、願わくば、ぜひ国内外

の大手企業、有名な企業が札幌に進出してくるよ

うな、そして、やはり札幌の学生さんたちがこの

地元で働きたい、この企業に就職したいんだと、

そういうような思いを持ってくれる。そんな夢の

ある取組に、ぜひともつなげていっていただきた

いなと思っております。 

 引き続き注視させていただきますし、ぜひとも

議論を重ねさせていただいて、この札幌の発展に

つなげていく取組に一緒に育っていきたいなと思

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

●丸山秀樹委員  私からは、札幌市立大学にお

けるユニバーサル（共生）要素を取り入れた取組

について、２点質問をさせていただきます。 

 我が会派は、誰一人取り残さない社会の構築を

目指し、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンに

おける重要概念でありますユニバーサル（共生）

の推進を一丁目一番地の政策として、力強く後押

しをしてまいりました。 

 同時に、公立大学には、地域社会が抱える多様

な課題を学術的な視点から捉え、その解決に資す

る人材を育成していくという重要な使命があると

考えております。 

 とりわけ、少子高齢化の進行や地域コミュニテ

ィの変化が進む今日、共生社会の実現は、教育・

研究の両面からも取り組むべき重要なテーマであ

り、大学の果たすべき役割は、ますます大きくな

っているものと認識しているところであります。 

 これまで、一昨年、そして昨年の予算特別委員

会におきましても、我が会派が視察に赴いた相模

女子大学での障がい者当事者と学生が共に学び、

交流し、互いに触発し合うインクルーシブな取組

を紹介し、地域に根ざす公立大学の共生社会に向

けて、果たすべき大きな使命と役割について申し
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上げてまいりました。 

 その際の答弁として、デザイン・看護両学部の

学生が、高齢者のフレイル予防に資する地域プロ

ジェクトを共同で行ったことや、今後も講義や実

習等への積極的な関わりを通じ、共生社会の実現

に向けた人材育成につなげていくとの大変力強い

ご答弁をいただいたところであります。 

 本市の地域課題や社会課題に真摯に向き合い、

学生が主体的に多様な方々と関わりながら、実践

的な学びを深めている市立大学の姿勢を、我が会

派としても大いに応援していきたいと思っている

ところでもございます。 

 相模女子大学の視察を起点として、本市に求め

てきたこうした取組が単発で終わることなく、持

続し、さらなる展開へとつながっていくことに強

く期待をするものであります。 

 そこでまず最初の質問ですが、今年度、市立大

学では、ユニバーサルな視点を取り入れた具体的

な取組としてどのようなことを行ったのか、お伺

いしたいと思います。 

●砂田政策企画部長  今年度の札幌市立大学に

おけるユニバーサルな視点を取り入れた具体的な

取組についてお答えいたします。 

 今年度から、デザイン研究科の博士前期課程の

授業にユニバーサルデザイン特論を新たに設置し、

実践を通した課題解決やアイデア展開を行ってい

るほか、市民向けのユニバーサルデザインについ

ての公開講座を全４回実施し、中高生も参加する

など、幅広い年代へのユニバーサルデザインの普

及に努めております。 

 また、看護学部においては、身体障がいのある

方をゲストスピーカーとして招く演習や、精神疾

患や身体障がいのある患者と向き合う臨地実習な

ど、障がいのある方と実際に触れ合う体験実践を

行っているところでございます。 

 さらにデザイン・看護学部の連携演習の成果と

しまして、高齢者のデジタル活用を促す「ＬＩＮ

Ｅを楽しく学び繋がる交流会」など、ユニバーサ

ルデザインの観点と地域課題解決を両立させた実

践的なプロジェクトが進められております。 

 また、両学部がＡＩを活用し、高齢者の移動負

荷軽減などに向けて、もみじ台地区において、多

様な移動手段を統合し、最適化を図るサービス、

いわゆるＭａａＳの研究や、誰もが質の高い歯科

医療を受けられるよう、口内Ｘ線画像の分析によ

る診断の質の向上に資する研究など、ユニバーサ

ルな視点に基づく多様な研究活動を行ってきたと

ころでございます。 

●丸山秀樹委員  市立大学におけます今年度の

具体的な取組や学生の主体的な活動によって、す

ばらしい成果に結びついているということも伺っ

たところであります。 

 特に、両学部がＡＩを活用して、厚別区のもみ

じ台地区において、ＡＩによる多様な移動手段の

最適化を図る研究を進められ、高齢者の負荷軽減

や、ユニバーサルな視点に基づく多様な研究活動

をしていることに感謝を申し上げたいと思います。 

 このように、ＡＩを活用したＭａａＳの研究が、

高齢者の外出支援の次なる後押しとなるなど、ユ

ニバーサルな視点に基づく多様な研究・分析が、

将来の地域課題の解決に向けて、確かな基盤とし

て蓄積されている点は、私たちが相模女子大学の

視察を原点として本市に求めてまいりました、大

学が共生社会をリードする姿であると評価をする

ものでもございます。 

 さらに、今年度の学部連携の演習において、学

生たちが地域の中に飛び込み、高齢者のデジタル

活用を促すＬＩＮＥ交流会を開いているという点

にも、大変注目しているところでもあります。 

 こうした活動を通じて、高齢者の方々がデジタ

ル活用で得た知識を地域で分かち合うなど、支え

られる側から地域に貢献する、支える側へと役割

を広げ、多世代との交流によって、心身の活力を

取り戻している姿は、まさに地域全体で支え合う

共生社会の理想モデルの一つと言えましょう。 

 また、学生にとっても、地域の方々との関わり



 

120 

を通じて、社会課題を自らの課題として捉え、学

びと実践を往復しながら理解を深めていることは、

将来の専門職としての視野を広げる大変貴重な経

験になるものと考えます。 

 こうした取組をさらに力強いものとし、次なる

展開へとつなげていくためには、地域住民や様々

な団体とのネットワークが不可欠でもあります。

学生たちが地域の多様な主体と深く関わることは、

大学の取組を一層パワーアップさせるものと確信

します。 

 そこで２点目の質問ですが、市立大学の取組が、

市民や地域社会を巻き込んださらなる広がりを見

せ、学生の将来の活躍や、誰一人取り残さない共

生社会の実現につながるよう、今後市として、大

学とどのように関わっていくお考えなのかをお伺

いいたします。 

●砂田政策企画部長  今後、市として大学とど

のように関わっていくかについてお答えいたしま

す。 

 地域課題や社会課題に真摯に向き合う市立大学

のユニバーサルな取組は、札幌市が目指す共生社

会の実現において、非常に有意義なものと認識し

ております。 

 札幌市としましては、大学における学生の主体

的な実践活動や、ユニバーサルな視点に基づく多

様な研究活動が今後の社会実装や課題解決につな

がるよう、大学との意見交換を通じて、後押しに

努めてまいりたいと考えております。 

 また、学生のユニバーサルな視点をさらに深め

るため、今年度の学際教育「札幌を学ぶ」におい

ては、札幌市のユニバーサルプロジェクトを重要

なテーマとして、初めて取り上げたところでござ

います。 

 この講義では、単なる知識の提供にとどまらず、

市の担当職員が大学で、札幌市が目指す共生社会

の実現に向けたまちづくりの理念を直接語りかけ

るとともに、次代を担う学生たちと意見交換を行

い、学生たちの共生社会に対する当事者意識を高

めてきたところでございます。 

 今後もこうした取組を通じて、学生が札幌市の

地域特性や直面する課題への理解を深め、将来、

様々な分野で共生社会の実現を牽引する人材とし

て幅広く活躍できるよう、札幌市としても、大学

における人材育成を支援してまいりたいと考えて

おります。 

●丸山秀樹委員  今後の市としての大学との関

わり方について、具体的な方向性については、承

知をさせていただきました。 

 とりわけ、ユニバーサルな視点に基づく多様な

研究成果の社会実装や、学生の主体的な実践活動

を市が後押しをしていくとのご答弁は、大学の知

見と行政の課題等を結びつける重要な取組であり、

今後の展開には大きな期待を寄せるものでありま

す。 

 また、市のユニバーサルプロジェクトを事業に

取り入れ、市職員と学生が直接意見を交わす機会

を設けている点は、学生の当事者意識を高めると

ともに、現実の政策形成に触れる貴重な学びの場

であり、将来を担う人材育成の観点からも、極め

て意義深いものと評価をするところであります。 

 大学は教育の場であると同時に、地域社会の課

題を研究し、その成果を社会へと還元していく知

の拠点であります。大学の教育研究と地域社会の

実践が相互に結びつくことで、新たな価値や解決

策が生まれる、知の循環が生まれていくものと考

えます。 

 今後においては、こうした取組をさらに発展さ

せ、札幌市立大学の研究や教育の成果が、地域の

課題解決に結びつく仕組みづくりや、地域や他の

教育機関、さらには企業、民間との連携など、札

幌市の積極的な関与に期待したいと思います。 

 併せて、学生たちが地域と関わる中で培ったユ

ニバーサルな視点が卒業後も各分野で生かされ、

本市全体に広がっていく好循環を生み出していく

ことに期待を寄せ、私の質問を終わります。 

●伴 良隆委員  私は、先日の麻婆焼きそばの



 

121 

質問に続きまして、雪対策審議会、そして今後の

人口減少対策について質疑をさせていただきます。 

 今日は私、市長にも久方ぶりに出席要請をさせ

ていただきました。少し議論をさせていただけれ

ばなというふうに思っております。今日はご出席、

誠にありがとうございます。 

 さて、まず雪対策審議会についてでございます。 

 皆さんご承知のとおり、雪対策審議会、これま

での議論がいろいろございました。私、昨年の第

３回定例市議会の総務委員会におきまして、第１

回審議会及び第１回除排雪手法小委員会、第１回

予算規模小委員会における審議状況の報告を受け

まして、生活道路の試験施工や除排雪体制の維持、

町内会が抱える課題と雪対策の関係性など、幅広

いところから関連して質問をさせていただいたと

ころでございます。特に地域の町内会と連携、そ

して共存、共生、自助、公助、共助といったとこ

ろを強調させていただきました。 

 なぜこの雪対策審議会が開いていっているのか。

あるいは札幌市長自らが、これに問いかけをして

いるというのは何なのかということを、私もいろ

いろなことに思いをはせているところでもござい

ます。 

 そこでまず確認でありますが、第１回審議会以

降に新たに整理した情報や、それらを踏まえた審

議会での審議状況について、どのようなご意見が

あったか伺います。 

●砂田政策企画部長  第１回札幌市雪対策審議

会以降の議論の進捗についてお答えいたします。 

 まず、予算規模小委員会では、除排雪決算額の

他の自治体との比較において、人口１人当たりの

金額に差がないことを示したほか、社会情勢の変

化を踏まえた税収の将来推計として、今後30年で

10.7％減少することや、除排雪経費が現状のまま

推移した場合には、財源を占める割合が高まるこ

となどを報告いたしました。 

 また、除排雪手法小委員会では、生活道路除排

雪の試験施工の詳細な内容のほか、先進技術の活

用事例や、今後の活用の見込みについて報告した

ところでございます。 

 今年の１月に開催しました第２回雪対策審議会

では、除排雪の交通速度への影響に関する分析結

果として、分析区間においては、冬期には交通速

度が毎時3.5キロメートル低下しており、除排雪

により、１日当たり590時間の交通ロスを防いで

いることのほか、令和６年度の雪対策予算278億

円に対する経済波及効果が504億円である試算結

果などを報告いたしました。 

 これらの報告について、委員からは、除排雪全

体の工夫やその効果なども整理した上で、除排雪

手法と適正な予算規模のバランスについて、議論

を深めるべきとの意見があったところでございま

す。 

●伴 良隆委員  私、当選が平成23年でござい

ました。この頃が補正を抜けばおよそ200億ぐら

いだと思いますが、今回73億の補正を積みまして、

今は補正を含めて全体が359億、360億弱というと

ころまでできております。 

 札幌市も、これまで様々な雪対策を一生懸命頑

張っていただいてきて、燃料、それから人件費、

機材、様々な高騰、そして道路の延長も含めてや

ってきたものですから、それが積み上がってきた

数字ということはございますけれども、今回の大

雪ということで、様々な対策も緊急に練っていた

だいたということで、当然かというふうに思いま

す。 

 しかしながら、市民には、必要経費とは言いな

がらも、心配の声が財政の関係で出ております。

本当は今日、白石財政部長と茂木雪対策室長のご

答弁を両側からいただこうかというふうに思って

おりましたが、雪対策審議会、まちづくり政策局

としてもしっかりとらえているということが事前

に確認できましたので、そこで白石部長と茂木室

長の両者の答弁、多分違えていくだろうというふ

うに私は予想していたんですけれども、しかし、

同じ方向性を見いだしていかなければならないと。
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この議論をいかにやっていくかというところの中

で、まちづくり政策局がいらっしゃいますので、

そこで質問をさせていただきます。 

 雪対策審議会を所管するまちづくり政策局とし

て、今冬の大雪対応に伴う予算増について、どの

ように受け止めているのか伺います。 

●砂田政策企画部長  今冬の大雪対応における

予算増に対する受け止めについてお答えいたしま

す。 

 まず、今冬の大雪対応としましては、市内全域

で交通障害や市民生活に大きな影響が生じたこと

から、交通障害の早期解消に向けた幹線道路の除

排雪や、生活道路の緊急排雪を実施し、そのため

に必要な予算を増額したものと認識しており、今

後も大雪に備えて、必要な応援体制や予算を準備

しておくことが必要と考えております。 

 一方で、持続可能な雪対策を考えていく上では、

今冬のような大雪時の対応を除排雪作業の基準と

することは難しいことから、通常時の除排雪につ

いては、除雪従事者の減少や財政状況を踏まえて、

できる限り効率的な手法や、雪との共生といった

観点を検討していくことが必要と考えているとこ

ろでございます。 

●伴 良隆委員  概念的には、雪対策というも

のがあって、我々の生活に支障を来すことがない

ような、そういった雪対策、雪対応をしなきゃい

けないと。そのために必要な経費があると。しか

し、どこまでそれが様々に効率的・効果的にされ

ているかということがまず１点。札幌市として、

大きな財政として見たときに、この360億円、補

正を抜きにすれば約300億円、こういった規模感

をどう見るかといったことを、今後どうしていく

かという議論をしっかりとしていかなければいけ

ないという方向性なんだというふうに思います。 

 私も実は、他区で市民集会に呼ばれまして、そ

して答えを求められたので、この350～360億のお

金、すごい金額ですけどと。そして、ＭＩＣＥも

含めていろいろな大規模なことがあって、この金

額をどう見ますかというふうに、大丈夫ですかと

言われたので、大丈夫ですとはなかなか言えませ

んでしたけども、翻ってみれば、雪対策としては

やむを得ない部分がある。そして、その中で様々

な技術やＡＩも含めて、いろいろな技術革新も必

要である。 

 札幌市全体で見れば、大規模な更新を控えなが

ら、民設民営といったことも、ＭＩＣＥにおいて

は私も提言をさせていただいておるということ、

そして、公共施設マネジメント、学校施設の関係

もどうしていくかといったことも提言をさせてい

ただいているということ。 

 しかし、この360億というお金が決して無駄だ

というふうに私は思いませんというふうに言いま

した。このお金は、もちろん企業やオペレーター

の方々、そして家族の生活、そして、そこで買物

をしたところから来るいろいろな収益というもの

が、また企業に循環していくということで、持続

可能な地域経済という視点もありますということ

の中で、税収というものをどう得ていくかという

こともありますので、必ずしも一元的に360億円

が高いとは言い難いと。ただ、非常に大きな問題

だというふうに思っていると、私も答弁をさせて

いただいたところでございまして、これは非常に

難しい質問だったなというふうに思っております。 

 そういうようなことで、市民にはいろいろな声

がありますし、いろいろな見方もありますし、雪

が溶ければ、その声が止むというふうな声もある。 

 そこで伺ってまいりますが、これまでの審議会

での議論や、今冬の大雪を踏まえて、今後の議論

をどのように行うお考えか、また、基本方針の策

定に向けた今後のスケジュールをどのように考え

ているのか伺います。 

●砂田政策企画部長  今冬の大雪を踏まえた今

後の審議会議論、それから基本方針の策定スケジ

ュールについてお答えいたします。 

 まず、基本方針については、当初の予定と変わ

らず令和８年度中の策定を目指しておりますが、
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今冬の大雪対応に関する検証や分析についても、

審議会の議論に反映することが必要と考えており、

その対応には一定の時間を要する可能性がござい

ます。 

 また、市民や地域の関心が高い生活道路除排雪

や、雪との共生に関しては、市民の意見をしっか

りと取り入れながら、検討を進めることが必要と

考えているところでございます。 

 現時点における審議会の状況は、予算規模小委

員会からは一定の方向性が示された一方で、除排

雪手法小委員会については、今後も検討や議論が

必要な状況となっており、審議会委員からは、作

業全般の効率化に向けた検討を促す声が出ている

など、さらに議論を掘り下げることが必要と考え

ております。 

 このため、除排雪シーズンの終了を待たずに、

大雪対応についての検証や分析に取りかかるとと

もに、市民アンケートやミニパブリックスなどに

より、市民の声を聞き取り、それらの結果も踏ま

えまして、庁内における検討や議論を行っていく

ほか、適宜審議会や小委員会を開催し、市民にそ

の状況を伝えるなど、市民の理解と関心を高め、

問題意識を共有しながら、持続可能な雪対策に向

けた議論を深めていく考えでございます。 

●伴 良隆委員  ご答弁ありがとうございます。 

 庁内をはじめ、そして市民と共に、審議会と共

にといった内容だったというふうに思います。 

 まず、先ほど雪対策室と財政局の話をしました。

そこだけじゃないんですけれども、ぜひ議論を徹

底的に戦わせていただきたいというふうに思いま

す。同じ方向に進みたいわけですから。しかし、

そこの中で立場というのはありますので、その立

場を超えていなくて、まず縦でしっかりと議論し

ていただきたい。そこから立場を超えて、どうし

ていくかというふうなことになりますので、いい

意味でお互い牽制し合っていただくような形、そ

して、まちづくり政策局として、その行司役とま

で言いませんけれども、そういったことを執り行

ってほしいというふうに考えております。 

 また、一方で審議会でも、様々な情報交換をし

ながら審議していただくし、そして先ほどのミニ

パブリックスや市民集会等とも、これからいろい

ろな形があろうかと思いますが、いろいろと白熱

した議論をしていただきたいと。そして、市民に

この重要な問題をぜひ投げかけて呼び起こしてい

ただいて、議論していただきたいというふうなこ

とを、ぜひお願いしたいなと思っております。 

 さて、秋元市長、今日ご出席ありがとうござい

ました。 

 先ほど申し上げましたように、市長がなぜこの

雪というものについて取り上げてこられたか。私、

敬老パスの議論も見させていただいた。平成 25

年ぐらいから僕も危惧していましたが、本当に札

幌市長として、秋元市長はこの敬老パスというも

のをよく取り上げていただいたなというふうに思

っております。 

 また、この雪というものも、先ほどのようにい

ろいろな見方があって、とにかく目の前の壁を削

ってくれればいいんだと、僕も怒られたりもしま

すし、いやいや、何センチ削ればいいんだとかと

いうふうな議論をすることもございます。大変な

問題が地域であろうかというふうに思います。僕

はこれをよく取り上げたものだなと、秋元市長に

は思いました。 

 そこでまず１点目でございますが、なぜこの雪

問題を大きく取り上げようとされたのか、伺いま

す。 

●秋元市長 なぜ雪をテーマにしたのかというご

質問であります。 

 札幌市は、200万人の人口を抱える大きな都市

でありながら、年間５メートルを超える降雪のあ

る世界に例のない都市であります。そういう意味

では、雪というものに対して、もちろんこれは観

光だとかいろいろな形で、雪まつりを含めて雪を

活用するということもありますが、一般の市民の

生活の中にとっては、ややもするとやはり厄介な
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ものという形であります。 

 いろいろな運送を含めた経済損失ということも

ありますし、最近であれば、在宅介護、宅配、こ

ういったようなことで、生活道路の排雪というよ

うなことも、市民要望としては非常に多いわけで

あります。 

 200億を超える金額、私が就任してこの10年間、

約100億の予算を増やしてまいりました。それは

市民の要望にできるだけ応えていきたい。もちろ

ん人件費、あるいはいろいろな物件費が上がって

いるということはありますけれども、やはりその

生活レベルを維持していこうという思いで進めて

きましたけれども、これがやはり300億を超える

金額ということになってくる。また、加えて、10

年、20年たっていったときに、除排雪を担ってく

れている人たちの確保がやはり難しくなってくる。 

 こういった状況の中で、市民の生活している中

においては、排雪ということ、札幌の場合は、寒

冷地で寒いところでありますので、降った雪がす

ぐ溶ければいいんですけれども溶けない。これを

運び出さなければならない。これに大変なお金と

労力が掛かると。こういう実態の中で、まさに持

続可能なレベル感を市民と共有していかなければ、

お金もどんどん増えていく。人もどんどん少なく

なっていく。20年後たったときに、じゃあ、それ

をどうしますかという議論を、やはり今からして

いかなければいけない。 

 もちろん、今年のような災害級の大雪があった

ときの対応と、日常的な対応というのは違ってく

るとは思いますけれども、まさに雪を一つの災害

的なものと考えたときに、自助、共助、公助とい

うものを、どうバランスを持って考えていく必要

があるのか。まさに市民にもいろいろなご意見が

あります。 

 これをやはり同じ目線で共有していかなければ、

方向修正というのはあると思います。トライ・ア

ンド・エラーということもしていかなければいけ

ないと思いますが、その方向性ということを今か

ら議論をしていかなければ、やはり10年後、20年

後、もたなくなるという思いの中で、この雪とい

うものについての議論を、市民も含めて、企業の

皆さんも含めてしていきたいという思いの中で、

テーマを挙げさせて、審議会に諮問をさせていた

だいたところであります。 

●伴 良隆委員  本当に市長のそのお声のおか

げさまで、いろいろと私も、地域でもサンドバッ

ク状態になっておりまして、喜んでなっています。 

 市長がそういうふうに市民の皆さん方に、トラ

イ・アンド・エラーがあるけれども、今から議論

をしていかなければいけないんだという強い思い

でされたおかげで、地域の方々からの問合せもあ

るし、もちろん先ほどのようなご名答というのは

できないんですけれども、やはり私も担い手の確

保、委員会のほうでも、除雪業者の方から、あと

５年は何とかもつかな、どうかなという声も出て

いるぐらいで、非常に先行きというのが見通しが

つかないといったこともございます。 

 それからご承知のとおり、町内会の加入率です

ね。各地域で違うと思いますけども、６割を切る

ようなところもある。こういったところが、パー

トナーシップをやっていても、非常に不公平感と

いうものが漂っていますね。 

 こういった雪に関しても、いろいろな地域にい

ろいろな問題があって、先ほど200億から300億と

いうことで、金額が上がっただけではなくて、市

民の方々の要望のレベルも上がったと思うんです

よね。前だったら、雪踏みというのがあったかも

しれないけど、今は本当にすぐにでも削るかどう

かというようなレベル感で見られているところも

正直あります。それが悪いわけではないんですが、

改めて、市長がこういう場を通じて、今後のため

にもということ、未来志向でなかなか苦しい議論

だと思いますけれども、投げかけていただいたと

いうことは大変ありがたいなというふうに思って

おります。 

 市長もまだまだ今後に向けてということで、当
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然砂田部長からお話のありました市民との対話、

審議会もありますし、いろいろなステップを踏ん

でいきながら、まさに議論をするための議論じゃ

なくて、やはり大きな方向性を出していくための

プロセスを今踏んでいるんだというふうには思い

ます。 

 しかし、やはり市長としてのリーダーシップと

して、ビジョンを示していく。そういったことも

必要だというふうに思います。課題を整理してい

く段階にありますが、理想としては、持続可能な

雪対策とか、財政とかというのは分かるんですけ

ども、市長としては、この雪というものについて、

あるいは付随して、今言った市民自治とか自助、

共助、公助とありますけども、この雪というもの

を通じて、理想としては、この雪をどういうふう

なことにしていきたいのか、財政も含めてどうい

うふうな雪体制にしていきたいのか。そのお考え

があれば、お伺いいたしたいと思います。 

●秋元市長  やはり札幌市の財政的な観点から

言いますと、300億を超えるような金額というの

は、一般財源を使っていかなければいけないとい

う意味では、非常に大きなウエートを占めていま

す。 

 これは、例えばそれを少しでも抑制していくこ

とができれば、ほかの事業に振り分けていくこと

ができるわけでありますので、これは今の除排雪

の仕組み全体を効率化していく。経費をできるだ

け掛けないで済むように、サービスレベルを落と

すということだけではなくて、効率を上げていか

なければいけないということは、これはまず取り

組まなければいけないことだというふうに思って

います。 

 一方で、先ほど申し上げましたように、札幌の

場合は、全国的にも、排雪をしなければいけない

ということは非常に大きな経費がかかっておりま

すし、このレベル感が、市民との共有が一番難し

いところだと思います。 

 ある意味では、今年もそうですけど、一定程度

の時間がたてば溶けるという状況になると、本当

にゼロの状態にしなければならないのか。若干で

も生活、あるいは経済活動に支障がないレベルで

あれば、溶けるまで待ってもいいのではないかと

いうような、このレベル感というのは非常に感覚

的なところがありますので、非常に難しいとは思

います。 

 やはり排雪経費を、費用も抑える、あるいは効

率を上げていくためには、運び出す雪の量、処理

する雪の量をどの程度にするかということが、非

常に全体の影響が出ることだと思います。 

 これは今年、期せずして、緊急排雪という形の

中で、スピード重視ということでスタートしまし

たけれども、やはり地域ごと、あるいは事業者の

皆さん、地域の皆さんも初めてのことなので、や

はり随分地域によって作業の仕方が変わったり、

例えば、その排雪のレベル感も違ったということ

があります。これをいかに標準化していくことが

できるのかというようなことなどについては、や

はり住民との合意ということが極めて重要だとい

うふうに思っておりまして、この点について、や

はりどういうレベル感で、皆さんに納得いただけ

るのか、あるいは財政的にも持続可能なものなの

かということを、やはり一つのテーマとして、議

論していければというふうに思っています。 

●伴 良隆委員  ご所見ありがとうございます。 

 一旦の今のフェーズでのお話とは言いながらも、

運び出す雪、それだけではないですけど、市民の

雪に対するレベル感というものを測っていくと、

これを具現化していくというお話だったというふ

うに思います。 

 これからも引き続き発信すべきときに、ぜひ一

声を市民に発信していただいて、また、白熱して

いくような議論を、ぜひきっかけをいただければ

というふうに存じます。 

 それでは次、今後の人口減少対策についてでご

ざいます。 

 私、これまで人に注目して、人のキャリア形成
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というものを、子どもから大人、ひいては高齢者

まで、この人生の生きがい、やりがい、働きがい

ということで、るる質問してまいりました。 

 これはなぜかといいますと、人口減少、人口減

少とちまたでも議会でもいっぱい言われているの

で、私ももちろんそれは対策としては大事なんで

すけれども、やはり国も言っているこの緩和と適

応というところ、この二つの言葉というのは重要

だと思いますが、緩和というのは、それは当然必

要だと思うんですけど、アジャストしていく、そ

してコミットしていくということが非常に重要だ

と私は思っていまして。現に、そこに札幌市民、

目の前に人がいるわけですから、その市民を、人

を大切に、人に注目して、そして人に寄り添って、

人に投資する。そしてまた教育をということを念

頭に置きながら、質疑をさせていただいてまいり

ました。 

 言ってみれば、人口が10分の９になれば、生産

性とは言いませんけれども、協力したり、工夫し

たり、熱意や生産性を９分の10にすれば、掛け算

をすれば１になる。これが僕の勝手な方程式でご

ざいます。 

 そこで、今話題となっている未来創生プラン、

人口減少対策のほうの中では、果たして今のこの

ままでいいのかどうかというのは疑問に思ってき

ましたし、正直、議会議論も、答弁も含めて、本

当に人口減少をどうするかという対策に終始して

いるように思って見ておりました。 

 そこで、後ほど市長にもお伺いしますが、私は

教育というところで、ボーダーレスということで、

教育長にも質問させていただきました。また、都

市計画担当局長の稲垣さんにも、都市計画マスタ

ープランで、地域を超えるとボーダレスというこ

とも質問させていただきました。これは１点、人

に注目して、人口減少をどう迎えていくかと言い

ましょうか、そこにどう対応していくか、適応し

ていくかということだったというふうに思います。 

 申し上げれば、定住人口というものが、人口減

少社会で常に言われているところでございます。

そこに少し交流人口と言われて、今は関係人口と

いうふうに言われるところもございます。よって、

人口の数に執着をするというフェーズは、私は必

ずしももうトレンドではないというふうに思って

おります。人口減少が果たして悪いかのような、

そういうような考え方ではなくて、人口減少にい

かに適用していくかと。そこをもっとうまく利用

していくというふうなことがあってもいいという

ふうに思っております。 

 そういった意味では、暮らしやすさや満足感や

幸福感といったことをどう図っていくかというこ

とも大事でございまして、これを一つ、エビデン

スを取っていくのが、交流人口や関係人口という

ことであろうかというふうに思います。 

 そこで質問でありますが、本市は、これまで交

流人口や関係人口の状況について、具体的にどの

ような調査を行ってきたのか、また、その重要性

が高まっている現状を踏まえて、今後どう調査・

分析していく考えか伺います。 

●砂田政策企画部長  交流人口及び関係人口の

調査・分析についてお答えいたします。 

 交流人口に関しましては、統計調査やパーソン

トリップ調査などを通じまして、その規模や滞在

傾向の把握に努めてきたところでございますが、

関係人口に関しましては、具体の調査を実施した

ことはなく、その全体像や具体的なニーズなどを

十分に把握し切れていないのが現状でございます。 

 この関係人口につきましては、道内の地域間の

人の流れや地域経済の活性化という側面と、首都

圏をはじめとする、道外から高度な人材や資本を、

札幌を入口として北海道へ呼び込むという側面が

あり、両面から進めていく必要があると考えてお

ります。 

 このため、今後はさっぽろ連携中枢都市圏11市

町村をはじめとした道内市町村との意見交換や、

首都圏を中心とした道外居住者への関係人口の需

要調査などを行いながら、今後の施策の在り方に
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ついて検討してまいりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  しっかり調査をしていただき

たいというふうに思います。 

 そして、重ねて質問でありますけど、国のほう

でも、地方創生2.0、また、地方創生に関する総

合戦略においても、関係人口の創出、多様な形で

地域に関わる、あるいは居住の枠を超えた多層的

なつながりに力を入れるということで、議論をす

り替えているわけではなくて、やはり交流から関

係といったところにシフトしています。 

 そこで質問でありますけれども、札幌市として、

定住人口の確保のみならず、交流人口、関係人口

を含めた道内・道外に対する施策の在り方をどの

ように考えているか確認します。 

●砂田政策企画部長  道内・道外に対する施策

の在り方についてお答えいたします。 

 道内向けの施策としましては、地域を多方面か

ら支え、まちのにぎわいの創出や、課題解決に協

力してくれる人の流れを活発にすることが、札幌

のみならず、北海道全体の持続可能性を高める上

で重要と認識しております。 

 また、首都圏などの道外に対する施策としまし

ては、若い世代を中心とした定住人口の確保に向

け、魅力的な雇用の創出や、ＵＩＪターンなどの

支援などに引き続き取り組むとともに、単なる観

光客ではなく、地域と継続的なつながりを持つ層

を拡大することで、地域経済の活性化につなげて

いく考えでございます。 

 いずれの取組におきましても、交通・経済にお

ける重要なハブ機能を有する札幌が重要な役割を

担っており、札幌市単独の施策にとどまらず、道

内各市町村との連携を通じて、北海道全体の魅力

と活力を引き上げられるよう尽力してまいりたい

と考えております。 

●伴 良隆委員  連携中枢都市圏の出だしの頃、

私も勉強させていただきましたけれども、もちろ

ん、その広域圏の声は大事でありますが、今まで

は北海道が旗を振って、そして道内の179市町村、

これをまとめていきながらの連携中枢都市圏12市

町村、こういったことの連携だということだと思

います。 

 今の砂田部長のご答弁というのは、より積極的

に札幌が連携していくというふうに聞こえたとこ

ろでございます。 

 そこで、まちづくり政策局長、浅村さんに質問

でありますが、この市域に縛られない広域的な視

野を持って、新たなまちづくりや人づくりを再考

すべきときだというふうに考えております。よっ

て、たがとなるこの第３期札幌未来創生プラン、

今現状は、やはりまだまだ限定的な考え方、つま

り定住人口に偏っているというふうに私は思って

おります。 

 そこで、もう一歩踏み込んだ内容に発展させて

いくべきであるというふうに思いますので、これ

までの人口減少対策だけでなく、広域的な視点を

より深めた新たなまちづくり、人づくりへとシフ

トしていくために、交流人口や関係人口の拡大、

創出に関する取組を含めて、今後どのように検討

を進めていくお考えか伺います。 

●浅村まちづくり政策局長  広域的な視点によ

ります新たなまちづくり・人づくり、この今後の

取組の検討についてお答えいたしたいと思います。 

 市域を超えました人とのつながりを拡大してい

くということは、非常に重要であるというふうに

考えておりまして、これは地域のにぎわいの創出

ということだけではなくて、その都市の持続可能

性、もしくはブランド力の維持・向上というもの

にとっても意義があるというふうに認識してござ

います。 

 交流人口・関係人口の拡大・創出に向けまして

は、国が現在検討を進めて、新たに構築を進めて

おります、ふるさと住民登録制度、この有効活用

を軸にいたしまして、北海道、それから道内の自

治体と連携して協議しながら、広域的な取組とし

て進められるよう検討しているところでございま

す。 
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 まずは国、そして道の総合戦略の動向ですとか、

今年度札幌市で実施しております人口減少に関す

るモニタリング調査、この結果を見定めるととも

に、有識者の意見も伺いながら、今後の札幌市の

具体の取組の検討を進めていきたいというふうに

考えてございます。 

●伴 良隆委員  私も何度も申し上げている定

住人口、つまりこの緩和策というもの、定住増で

もいいと思いますけど、それを否定しているわけ

ではございません。議論をすり替えているつもり

もなくて、今おっしゃったような形で、いわゆる

関係人口でありますが、人に注目して、そして交

流し、関係し、そしてそこに定住していようとい

なくても、札幌というものに興味を持っていただ

いたり、背負っていただいたりする。これがまさ

に魅力づくりであるというふうに思っておりまし

て、津軽海峡を越えるだけではなく、東京ばかり

見ないで、道内でいろいろと様々な羨望の眼差し

もありますので、やはり札幌から、しっかりとア

ウトリーチをしていただきたいというふうに思っ

ております。 

 私、先だって、僭越ながら総務委員会、そして

今年度の決算特別委員会で質問させていただいて、

総務委員会においては稲垣都市計画担当局長、本

日いらしていただいていますが、私の質問に対し

て、このように答弁いただいています。 

 人口が減少していくという局面だということも

認識しますと、なおのこと、札幌市域だけで物事

を考えるのではいけません。北海道が中心となっ

て、その連携の下で、必要に応じた会議体をつく

りながらという都市計画も行ってまいりましたけ

れども、今後はそれだけではなくて、やはり私ど

も札幌市としても、近接する市町の関係をしっか

りと認識し、個別の課題に具体的に応じた、例え

ば協議体ですとか連携体を設置して、しっかりと

自治体同士で課題を掘り下げる。さらには施策を

導き出すと、こういったことも必要だと認識して

おりますので、その前提で、個別の課題に取り組

んでまいりたい。以上、都市計画マスタープラン

ほか、審議のときのご答弁であります。 

 同じく教育委員会でございます。 

 教育委員会におきましては、私が子どもたち、

特に中３から高校に上がるときのことであります

が、道央圏だけではなくて、道内には様々な特色

がある学校があります。これを積極的に行き来し

ていただきたい。あるいは、逆にポテンシャルが

あるのに、札幌で埋もれているような子どもたち

がいたら、ぜひその子たちに希望のまなざしを持

って、地方の高校でリスタートしてほしいといっ

た思いもございまして、質問しました。 

 学校を超えてという質問でありますが、佐藤学

校教育部長は、石狩学区にとどまらず、道内の高

等学校の特色ある教育について情報を得ることは、

生徒の可能性を広げる上で、教育的意義があるも

のと、今後中学生に対して、道内の高等学校の情

報を幅広く提供していくことで、生徒が自身の現

状を踏まえ、多様な選択肢の中から、自らの進路

を見いだすことができるよう、指導の充実に努め

てまいると。そして、続いて山根教育長が、札幌

市で学び育った子どもが、札幌はもとより、北海

道にも視野を広げて、そして次世代の担い手にな

っていくことは、札幌市の教育を目指す自立した

札幌人の育成にもつながるもの。今後とも、子ど

もたちの学びや成長の機会を充実させて、その可

能性を広げる取組に注力してまいりたいというご

答弁でありました。 

 私も道議の方ともよく会話をしますし、政令市

ですから、いろいろなお仕事、基本的には札幌市

の中でもいっぱいできます。 

 しかし、会話をしていますと、本当に市域を超

えたお話がございます。先ほど関係人口、交流人

口ありましたけれども、食・住という言葉もござ

いますし、それから学・住と、学ぶということも

ございます。 

 そしてほかにも、例えば治・住という言葉はあ

りませんけれど、いろいろな形で住まいというも
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のと、それからそこで生活をするということ、学

んだり、食べたり、働いたりということは、もう

既に境界線を越えて行われているのであります。 

 行政区は札幌市です。札幌市の職員においても、

必ずしも札幌市に住んでいるわけでもない方も一

部いらっしゃるし、そういう意味では、あまりこ

の境界線にこだわらず、ボーダーレスにしていく

というものが一つ。 

 そして、札幌が札幌の中だけで定住人口を測る

ということではなくて、そこからいろいろな学び

や、そして送り出しをこの仕事という意味でもし

ながら、そこを越えていくといったことの中で、

今までのような連携ではなくて、僕はさらにもっ

とアウトリーチをしていくということが必要なの

ではないかなというふうに思っております。 

 原局の方と会話をしていきますと、東京から人

をという話もあったんですけど、それはもともと

ＵＩＪターンで、これまでもいっぱい質問もして

きたので、これはもう頑張ってほしい。僕は札幌

の様々な年代の方々がより一層活躍する意味でも、

道内の地方もいろいろな苦しみもありますけれど

も、そこを救うとか、上目線ではなくて、我々が

そこと一緒になって、この人というものに注目し

て、境界を超えながら、いろいろな交流を図って

育っていく、幸せになっていくというふうなこと

が、ひいては、結果的には札幌のためにもなるし、

結果的には札幌の定住が増えるかもしれないとい

うふうに、僕は思っております。 

 実は、秋元市長にこの質問をするために、今ま

で稲垣局長にも質問し、教育長にも質問してきま

した。ある程度積み上げないといけませんと思っ

て、ここまでやってきました。自己満足するつも

りはございませんけれども、何とかご答弁をいた

だいてきたところでもございます。 

 札幌のリーダーであられて、経営者でもあられ

る札幌市長、北海道に対してもいろいろな活躍を

されてきているところでもございますけれども、

北海道の中でのリーダーの１人として、僕は見て

きたつもりでもございます。少しおとなしめだと

か、目立たないんじゃないかという声も一部ある

ようでありますが、実務家として、僕は評価して

きたつもりでもございます。 

 こういった人口減少社会の中でありますけれど

も、より強く、より積極的に、そして道内と連携

しボーダーレスにということで、行政区を超える

責任というものはもちろんありますけれども、こ

の辺のところを、ぜひ道内の連携という部分が、

北海道のリードした連携だけでなくて、札幌がリ

ードしていくぐらいの連携というものを、ぜひ今

後考えていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 もしよろしければ、市長としてのご所見を伺い

たいというふうに思います。北海道・札幌のリー

ダーとして、どのように北海道の地方と付き合っ

ていくかと、東京も含めてでありますが、その辺

のご所見をいただければと存じます。お願いしま

す。 

●秋元市長  人口減少の問題で、人口減少とい

うことがなぜ問題なのかということを考えたとき

に、やはり生産年齢人口が落ちることによって、

そもそも市場性が小さくなっていく。 

 一方で、先ほど雪のときにもお話ししましたけ

れども、いろいろな場面で担い手の確保が難しく

なって、従来のサービス供給側のほうも縮小して

いく。やはり全体として、地域の経済が縮小して

いくことで、いろいろなサービスの水準を、これ

は行政だけではなくて民間の動きも含めてですけ

ど、そういった社会全体としてのサービスが低下

していって、社会を維持していけなくなる。この

ことがやはり重要なわけですね。そこを何とか歯

止めをかけていかなければいけないという意味で

は、定住人口ということにこだわることではなく

という、ご質問の中にもお話がありましたが、そ

のとおりでありまして、一方で、やはり北海道全

体の中で、いかに北海道全体がいろいろな産業も

含めて、１次産業も含めて維持をして発展してい
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くのか。 

 札幌は、物を生産できるというよりは、サービ

スを提供したり、いろいろな機能を提供している

機能がありますので、ないものねだりをするので

はなくて、あるところをより結びつけて高めてい

く。そのためには道内、あるいは道外、そして海

外であっても、人材をいかに北海道のため、札幌

のために働いていく人たちを獲得できるか、こう

いったところが、やはり非常に重要だというふう

に思います。 

 そういう意味では、北海道内で言えば、それぞ

れの地方が持っているよさ、これを札幌としてし

っかりと結びつけながら、北海道全体を発展させ

ていく。国全体を発展させていく。こういう視点

で考えていったときに、行政区域というのはあま

り関係ないのではないかと、このようには考えて

おります。 

●伴 良隆委員  時間もありますので、この辺

にさせていただきますけれども、本当にスマート

シュリンクという言葉が、賢く、どのように縮小

していくかという言葉で、やや語弊もありますが、

公共施設マネジメント、これもいち早く私は取り

上げさせていただきましたけども、苦しい部分も

あります。 

 しかし、どうやってこの公共施設を隣接の境界

の自治体とうまく共有していくか。消防のほうな

んかは今、無線関係はそのようにしていますけど

も、デジタル化していますけども、こういったこ

となんかは、やはり今後も必要というふうに思い

ます。 

 雪の話も先ほどさせていただきましたけれども、

市長がおっしゃったように、行政としての責任と

いうものはあろうかと、札幌市としての責任はあ

ろうかと思いますけど、ぜひ市域を超えた形で、

ビジョンと共にリーダーシップを引き続き継続し

て頑張っていただきたいなというふうに思ってお

ります。 

●うるしはら直子委員  私からは、雪対策審議

会について、特に市民意識の反映について、３点

ほど伺いたいと思います。 

 我が会派では、これまでの代表質問などを通じ

まして、持続可能な雪対策を実現していく上では、

まずは正確な情報を市民にしっかりと伝えた上で、

市民の声を的確に把握し、審議会の議論に反映さ

せていくことが大変重要である、このことを主張

してまいりました。 

 本市では、この考えを具現化する取組としまし

て、昨年10月に雪対策の未来を考える市民ワーク

ショップ、これを開催しております。そこでは、

丁寧な情報提供の下、将来の人口減少ですとか、

また、財政制約を見据えた雪対策について、活発

な議論が展開されたと伺っております。 

 今回この参加者につきましては、住民基本台帳

から無作為抽出された3,000名の中から、属性バ

ランスを考慮して選出され、そのうちの約半数が、

市政に意見を全く伝えたことがないと言った層で

あったこと、これは幅広い声を吸い上げる観点で、

極めて意義深いものであったと考えます。 

 また、このワークショップ内では、計３回のア

ンケートを実施したということで、市民の意識変

化を定点観測したその結果では、議論前は快適性

を優先するというものを求めるといった声が多か

ったのに対して、情報提供や対話を経た後は、行

動・意識変容を最優先するという考えが最多とな

ったということです。 

 このように大変興味深い結果が得られるなど、

従来の意見聴取とは異なる独自の工夫が今回随所

に見られ、市民の意識変化を促す先進的な取組で

あると評価しているところです。 

 そこで質問ですが、改めまして、この市民ワー

クショップを開催した意図と、議論を深めるため

に凝らした工夫について伺います。 

●砂田政策企画部長  雪対策の未来を考える市

民ワークショップ開催の意図と工夫についてお答

えいたします。 

 10月に開催しましたこのワークショップは、多
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様な市民意見を引き出すための議論のフレーム構

築と雪対策審議会や市民会議の基礎資料の作成を

目的としており、年齢、性別、居住地域などを考

慮して選定した参加者に、20年から30年先の雪対

策のあるべき姿をご議論いただいたところでござ

います。 

 実施に当たりましては、丁寧な情報提供を重視

するとともに、まず同世代で生活実態やニーズを

深掘りした後に、今度は多世代で価値観をすり合

わせていただく流れとすることで、多角的な視点

から課題を捉え直しながら、将来の雪対策の在り

方の議論を深めていただくよう工夫したところで

ございます。 

 この結果、参加者満足度が７段階で平均6.3と

高い評価であったことは、これまで市政に関心の

低かった層も含めて、前向きに議論をしていただ

けた結果と捉えており、こうした取組が市民の納

得感の高い雪対策の構築につながるものと考えて

おります。 

●うるしはら直子委員  このワークショップの

中では、まず同世代では、例えばニーズを深掘り

したりですとか、そしてまた、多世代では価値観

をすり合わせるといったようなことをしてきたと

いうことで、その満足度、これも７段階中の6.3

と、非常に高い評価があったということが分かり

ました。 

 このワークショップの結果については、適切な

情報提供を通じた議論、これが課題を自分事とし

て捉え、そして自発的な協力を引き出す鍵である、

このことを裏づけるものであると考えます。 

 市民が現状を正しく理解することで、この不便

さについても一定程度許容し、納得感を持って、

雪と共生する新たなライフスタイルへと転換する

機運が醸成されるという傾向、このことが示され

たと思います。 

 この取組の成果をより多くの市民に広げながら、

適時市民の声を把握して、審議会の議論に反映さ

せていただきたいと思います。 

 一方で、この成果は、先般の大雪対応にも生か

せる余地があったのではないかと考えます。生活

道路の緊急排雪においては、市民がいつ自分の地

域に作業が入るのか、これが把握できず、さらに

完了時期が当初の２月末から、３月上旬にずれ込

むなど、結果として、市民の信頼を損なうことに

つながりました。 

 このワークショップの結果で、正確な情報があ

れば、市民は不便さを共に分かち合い、行動を変

えていけるという前向きな姿勢が示唆されていた

にもかかわらず、実際の有事において適切な情報

発信を欠いてしまっている現状は、市民の理解と

協力を得る機会を自ら放棄していると言わざるを

得ません。 

 そこで質問ですが、持続可能な雪対策の実現に

向けた雪との共生の在り方や、大雪時の社会ルー

ルの定着に向け、市民の意識・行動変容に働きか

けるような情報発信をどのように行っていく考え

か伺います。 

●砂田政策企画部長  市民の意識・行動変容に

働きかける情報発信についてお答えいたします。 

 従来の冬のくらしガイドの配布などに加えまし

て、今年度は、将来を見据えた雪対策の取組につ

いて関心を持っていただくため、分かりやすく、

目に触れやすいコンテンツの提供に重点を置き、

公共交通機関の中づり広告やＷＥＢ広告など、多

角的な広報を実施したところでございます。 

 今後はワークショップや審議会の検討内容につ

いても広く発信するなど、雪対策の未来をより多

くの方々に自分事として考えていただきながら、

意識・行動変容としっかりひもづけて、雪との共

生の在り方を浸透させてまいりたいと考えており

ます。 

 また、大雪時の社会ルールの定着に向けまして

は、市民に必要な情報を必要なタイミングで届け

ることに加え、民間企業と連携した外出自粛等の

注意喚起が必要と考えており、今冬の対応をしっ

かり検証した上、今後の情報発信の在り方を精査
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してまいります。 

●うるしはら直子委員  市民の意識や行動変容

につながる情報発信の強化、工夫をしていくとい

うことで、理解をいたしました。 

 冬の暮らし方や大雪時の行動について、市民の

理解や協力を得ることが、除排雪作業の効率化に

もつながると思いますし、今後もしっかりとこの

点については取り組んでいただきたいと思います。 

 こうした情報発信の重要性を踏まえ、最後の質

問ですが、本市の雪対策の未来を決める上で極め

て重要となる、今後の生活道路の除排雪の検討並

びに今後の議論の進め方について伺いたいと思い

ます。 

 今冬の除排雪については、先の設問にもありま

したとおり、１月25日に発生した大雪により、市

内全般で生活道路の環境が著しく悪化したことか

ら、速やかな市民生活の回復に向けては、緊急排

雪を実施することとなりました。 

 しかし、この大雪から１か月を経過した２月末

の時点においても、一部の地域では、車がスタッ

クするような場所があったりですとか、また、介

護サービスの送迎や運送車両が通れない地域もあ

ったことから、市民からは道路状況に対する不満

の声がたくさん出ていまして、我が会派のほうに

も多くの声が届いているところです。 

 また、先日３月２日の第二部予算特別委員会に

おきまして、我が会派の水上委員から、この緊急

排雪の課題について質問したところ、建設局から

は、緊急排雪はスピードを重視し、一律の水準を

設けずに作業を実施したため、道路幅ですとか交

通量によって、作業後に道路脇に残る雪の量に違

いが生じ、市民が不公平を感じることがあったと

の答弁がありました。 

 一方で、この緊急排雪は今冬、厚別区と清田区

で予定していた生活道路除排雪の試験施工と共通

する部分も多いため、この緊急排雪の作業方法や

結果が、今後の生活道路除排雪の形であると受け

止められてしまうのではないかということを危惧

しております。今後の審議会における生活道路除

排雪の検討を進める中でおいても、市民の誤解が

生じると、理解というものも得られなくなってま

いります。 

 今冬についてはイレギュラーな対応であったと

認識しておりますけれども、だからこそ、この経

験を冷静に分析し、市民へ丁寧な説明、こういっ

たことを発信していく、このことが不可欠と考え

ます。 

 そこで質問ですが、今冬の大雪を踏まえて、今

後の審議会における生活道路の除排雪の検討や議

論をどのように進めていくのか、また、市民の意

見をどのように取り入れていくのか伺います。 

●砂田政策企画部長  審議会における生活道路

の除排雪の検討・議論の進め方についてお答えい

たします。 

 このたびの生活道路の緊急排雪は、厚別区及び

清田区で実施予定でありました試験施工の作業方

法と類似する部分もあり、今後の在り方の検討と

いう視点でも、作業結果などを整理・分析する考

えではありますが、予算措置も含めて、通常の気

象とは異なる特殊な状況であることには留意が必

要であると考えております。 

 このため、今冬の大雪対応や緊急排雪に関する

作業結果の検証をしっかり行うとともに、市民や

地域に対して、通常の除排雪との違いについて、

分かりやすい形で伝えた上で意見を聞き取り、そ

の結果を踏まえながら、審議会の議論を進めてい

く考えでございます。 

●うるしはら直子委員  しっかり進めていただ

くということで、今冬の大雪、このことを踏まえ

ますと、この冬の札幌において、雪対策がどれほ

ど重要な事業であるかということを改めて感じま

した。 

 最後に要望となりますが、今後この札幌市では

人口減少が大きく進み、社会全体の担い手不足や

税収の減少、これは避けられない状況となってい

ます。 
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 この雪対策審議会では、除排雪の方法にとどま

らず、札幌市の財政や市民との協働など、幅広い

観点から、様々な議論がされているところではあ

りますけれども、さらに今冬のこの状況をしっか

り検証して、持続可能な雪対策の在り方を検証す

る必要があると考えます。 

 この検証に当たってのことも含めて、今回私、

例えば先日の危機管理局のほうでも、情報提供の

在り方について質問させていただいております。 

 また、先日の環境局、これは収集所の作業員の

ことではありましたけれども、こちらに対しても、

市の職員であったり、関係者の声をしっかり聞く

ことをしっかりお願いさせていただきました。 

 また、ここに加えまして、市民や除排雪作業を

実際に行う事業者の方の声、これもしっかりと聞

いて反映しながら、実効性ある取組を検討するこ

と、これが肝要です。特に適切な情報共有、そし

て発信があれば、市民の意識、行動もしっかりと

変わってまいります。 

 昨今、フェイクニュースなんかも多くて、今冬

のことに対しても、もう根拠のない批判ですとか、

そういったことも多くありました。こうしたこと

に振り回されないためにも、まずは行政が確かな

情報をしっかりと発信し、大雪時の外出抑制など、

市民の行動変容を促す実効性ある取組、これを雪

対策審議会の中でもしっかり議論をして構築し、

進めていただきますよう要望しまして、私の質問

を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第１項 総務管

理費中関係分等の質疑を終了いたします。 

―――――――――――――― 
●かんの太一委員長  次に、第６款 土木費 

第４項 都市計画費及び第５項 都市開発費中関

係分について、一括して質疑を行います。 

●熊谷誠一委員  私からは、中島公園駅周辺の

まちづくりについて質問させていただきます。 

 中島公園駅周辺については、先日パブリックコ

メントが実施され、間もなく策定となる第３次都

心まちづくり計画において、新たに展開拠点とし

て位置づけられ、地域に培われた歴史・文化と新

たな集客・交流機能が調和した都心南部の拠点を

目指す姿に掲げ、重点的にまちづくりを進めるこ

ととしております。 

 我が会派では、かねてより中島公園駅周辺のま

ちづくりに着目し、札幌市にとって貴重な資源で

ある中島公園のみどりや鴨々川の水辺環境、豊平

館やＫｉｔａｒａといった文化施設などの特徴を

生かすことや、ＭＩＣＥ施設整備の効果を最大限

に波及させることの重要性の観点から質問を重ね、

中心部とは異なる唯一無二のまちづくりが展開さ

れるよう要望してきたところでございます。 

 昨年12月10日に行われた新たな都心空間調査特

別委員会においては、私のほうから、札幌市が現

在検討を進めている中島公園駅周辺におけるガイ

ドラインの検討状況についてお伺いし、新ＭＩＣ

Ｅ施設の整備時期や整備内容が見えない中では議

論が深まらないとの地域からの懸念の声を受け、

今年度開催予定の意見交換において、新ＭＩＣＥ

施設に関する意見を伺うとともに、今年度予定し

ていたガイドラインの策定を遅らせるとの答弁が

あったところでございます。 

 ガイドライン策定後の地域の自主的なまちづく

りを進めていく上では、地域の声を丁寧に受け止

めながら進めていくことが必要であることは理解

するところでもございます。 

 一方で、せっかく動き始めたまちづくりの歩み

を止めないためにも、ガイドラインの策定時期を

遅らせたことで生じたこの期間を利用して、今で

きる調査や研究を行うなど、検討を進めていくべ

きだと考えるところでございます。 

 そこで質問ですけれども、中島公園駅周辺にお

けるガイドラインの策定に向けて、今年度どのよ

うな検討を行ってきたのか、お伺いいたします。 

●二宮都心まちづくり推進室長  中島公園駅周

辺におけるガイドラインの策定に向けた検討状況

についてお答えいたします。 
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 本年度の検討内容としましては、今後の地域に

おける自主的なまちづくりの展開に向けた参考と

して、他都市事例を調査するとともに、ガイドラ

イン検討の基礎資料となるアンケート調査を実施

したところでございます。 

 他都市事例調査につきましては、公園や水辺空

間、歴史的建造物などの特徴的な地域資源を生か

して、地域主体のまちづくりを展開している事例

として、松本市、前橋市、岡崎市を選定し、まち

づくりを始めるきっかけや、検討初動期の取組な

どについてヒアリングを実施しました。 

 ヒアリングでは、まちづくりのきっかけは各都

市異なるものの、検討初動期については、地域住

民等との密な意見交換により、まちの将来像を描

きながら、まちづくりを実践する人材の発掘につ

なげていることが把握できました。 

 アンケート調査につきましては、中島公園駅周

辺に訪れる人の多様な意見を把握するため、過去

１年間にこのエリアを訪れた市民と市外の来訪者

を対象に実施しました。 

 調査項目としましては、中島公園駅周辺への来

訪目的や札幌駅前通、鴨々川など、場所ごとの魅

力や課題について把握するものであり、市民589

人、市外598人の合計1,187人から回答が得られま

した。 

●熊谷誠一委員  ガイドラインの策定時期を遅

らせた状況の中でも、自主的なまちづくりの参考

としての他都市事例調査と今後の検討の基礎資料

となるアンケート調査を進めているという答弁だ

ったかと思います。 

 ご答弁の中で、他都市事例として、松本市など

行ったと。また、アンケート調査では、過去１年

間、来訪者を対象にアンケート調査を実施してい

るとのことでございまして、地域関係者だけでは

なくて、中島公園駅周辺を訪れる来訪者の意見を

把握することは非常に重要と、私も考えるところ

でございます。 

 中島公園駅周辺は、冒頭申し上げたとおり、中

島公園のほか、多様な歴史・文化を感じられる貴

重な資源が多数存在していることに加え、宿泊施

設も多く立地することから、市民をはじめ、国内

外からの観光客も多く集まるエリアでございます。 

 また、今後の新ＭＩＣＥ施設の整備により、こ

のエリアを訪れる来訪者がますます増加すること

が予想されるため、中島公園駅周辺が都心の新た

なにぎわいの拠点、世界的に見ても、より魅力あ

る場所となっていくためには、地域関係者のみな

らず、来訪者の意向を的確に把握しながら、まち

づくりを進めていく必要があると考えます。 

 そこで質問ですけども、今年度実施したアンケ

ート調査において、どのような来訪者の意向が把

握できたのか、お伺いいたします。 

●二宮都心まちづくり推進室長  アンケート調

査の結果についてお答えいたします。 

 アンケート調査の結果では、エリアの魅力とし

て、札幌駅前通や鴨々川沿い、豊平川周辺におけ

る自然と調和したまち並み・景観や、Ｋｉｔａｒ

ａや豊平館をはじめとする歴史・文化・芸術に触

れられる環境を評価する意見が多くありました。 

 一方で、課題としましては、鴨々川沿いや中島

公園駅周辺での冬季や夜間の安心・安全な歩行環

境、さらにエリア全体として、休憩場所や飲食店

が少ないことを挙げる声が多く見られました。 

 今後は、本アンケート結果を詳細に分析した上

で、ガイドライン策定に向けた検討に役立ててい

きたいと考えております。 

●熊谷誠一委員  最後に、ちょっと要望を述べ

させていただきたいと思います。 

 アンケート結果では、今ご答弁ありましたよう

に、来訪者の声として、自然と調和したまち並

み・景観や歴史・文化・芸術に触れられる環境を

魅力として感じていると。その一方で、冬季や夜

間の安心・安全な歩行環境、また、エリア全体と

して休憩場所、飲食店の少なさを課題と感じてい

るという声が多かったということでございました。 

 現在、まちづくりガイドライン検討の座組であ
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る意見交換会は、地域の連合町内会や団体が主体

となっており、今後の自主的なまちづくりを進め

ていくために、地域の意見を尊重する必要がある

ことはもちろん理解いたしますものの、中島公園

駅周辺のまちづくりをよりダイナミックに進めて

いくためには、地域外の意見を幅広く取り入れる

工夫が必要だとも考えるところでございます。 

 中島公園駅周辺に熱い思いや期待を持っている

人は、地域関係者のみならず、札幌市民や観光客

を含めた来訪者にも多いはずであり、そういった

方の意見やニーズを拾い上げる仕組みについて、

ぜひ検討を深めていただくよう要望いたしまして、

質問を終わります。 

●かんの太一委員長  ここで、およそ60分間、

委員会を休憩いたします。 

―――――――――――――― 
休 憩 午後０時１分 

再 開 午後１時５分 

―――――――――――――― 
●わたなべ泰行副委員長  委員会を再開いたし

ます。 

 休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●小形香織委員  公共交通対策推進費として、

来年度の予算に46億4,200万円が示されておりま

すので、それに関連して、大きな項目で二つ質問

したいと思っています。バス路線の維持・代替の

考え方についてと、それから、新たな公共交通シ

ステムにおける連節バスの導入の検討についてと

いう２項目について質問したいと思います。 

 まず、バス路線の維持という点での代替交通な

どの考え方について、質疑をしたいと思います。 

 ２月19日の私ども日本共産党の代表質問で、路

線バスについて取り上げました。このときに、代

替交通を出す要綱の中身について、実際は後継事

業者を確保することは難しく、代替交通が導入さ

れる要件も厳しいということをお示しし、代替交

通の在り方として、要綱の変更なども含めて考え

るべきだと思いますがいかがかということをお聞

きしました。ご答弁は、その代替交通の要否は、

基準だとか、特殊事情も勘案して検討していると、

今後もこれらの考え方の下、バスネットワークを

維持してまいりたいんだというご答弁だったと思

います。 

 それで、今度は公共交通ネットワーク確保対策

費ということで、36億4,200万円のうちに、そう

いう対策費確保のためのお金というのが入ってい

て、これでバス路線を維持したいんだということ

だと思いますけれども、来年度は新たに代替交通

を導入する予定があるのかどうか、伺いたいと思

います。 

●飯田公共交通担当部長  来年度の代替交通の

導入予定についてお答えいたします。 

 各バス事業者における減便や廃止につきまして

は、令和８年４月１日における実施内容まで把握

はしているところでございます。バス路線が廃止

になりまして、交通空白地域の発生が見込まれる

場合に、代替交通の導入を検討することとしてお

りますけれども、本年４月に予定されている路線

廃止に伴いまして、代替交通を導入する路線はな

い状況でございます。 

●小形香織委員  昨年の11月13日の、これは地

元の新聞でありますけれども、既に中央バスが、

札幌市内で言うと７路線97便が廃止の予定だと。

それから、ジェイ・アール北海道バスも廃止届を

出していて、西区辺りなどで計16便が廃止となる

ということで、昨年の秋の段階で、バス路線の廃

止がまた新たに報道されるという中なんですけれ

ども、このたびは代替交通の導入予定がないとい

うことでありました。 

 代表質問でも申し上げましたけれども、結局バ

ス事業者が、ダイヤ改正の６か月前に廃止の届出

をするということであれば、地元の自治体の同意

がなくても届出ができるわけですね。そして、例

えば白石の川下線のバスの廃止に対して、住民の

皆さんが、それは困るんだという意見を上げたと

ころ、もう既に届出を出したんだというふうに言
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われて、もうあたかも廃止が確定したかのような

対応しかなされない。実際は、運輸局がその後に

意見聴取をするわけですけれども、もう既に事業

者が廃止しますよという届出をした後に、地元の

意見聴取をするという仕組みなわけなんですよね。

ですから、住民が声を上げても、なかなか実現さ

れないということにもなるのではないかと思って

います。 

 来年度も、こうした中央バスやジェイ・アール

のバスが廃止されるという報道がありながらも、

実際には、その代替交通を導入する予定は、今の

ご答弁ではなかったということなんだと思うんで

すけれども。 

 それで、これまでのどんな路線が廃止になって

きたのかということで、私、まとめた資料なども

いただきましたけれども、過去のデータが取れる

のが2015年からの分だということで、2015年、平

成27年からいろいろありますけど、廃止系統とし

て、トータルで95路線が廃止となりました。その

うち代替交通が実現しているのが、空沼線と、そ

れから栄町篠路線、それから手稲区のデマンド交

通でやっている部分、この三つだけ代替交通が導

入できていると。 

 95路線が廃止になって、３路線のみ代替が実現

されているということについて、どうお考えなの

か伺いたいと思います。 

●飯田公共交通担当部長  導入済みの代替交通

が３路線のみであることの認識についてお答えい

たします。 

 バス路線の廃止は、基本的にはバス事業者の経

営判断に委ねられておりますけれども、各バス事

業者におきましては、地域の移動の足を支える公

共交通としての役割を踏まえまして、利用者への

影響を最小限に抑えることを考慮して、運行効率

化を図ってきたところでございます。 

 そのような中で、路線廃止に伴い交通空白地域

の発生が見込まれ、代替交通導入基準を満たした

ものは、現状においては３路線となっているとこ

ろでございます。 

 路線が廃止されたとしても、必ずしも即座に交

通空白が生じるとは限らないことから、廃止路線

と代替交通の数には差異が生じるものと認識して

おります。 

●小形香織委員  それは要綱にも明示されてい

ることなんだろうというふうに思いますけれども、

空白が見込まれないというのは、なかなかその判

断としては難しいところあるんじゃないでしょう

かね。この要綱には、確かにそういうことも書い

てあるのだろうというふうに読み取れましたけれ

ども、今は高齢化も進んでいる。とりわけバス路

線というのは、乗客数がそもそもそんなにたくさ

んいないわけですから、郊外地のほうが先に廃止

になるわけですよ。しかし、その人たちにとって

みれば、その路線に頼るしかないわけなんだけれ

ども、代替交通を出すほどの空白ではないんだと

いうのが判断なんだろうと思いますけども、その

辺の考え方というのを改める必要があるのではな

いかなというふうに思うんですよね。 

 この要綱は平成21年に作られていますが、しか

し、先ほどもお伝えしましたが、95路線のうち僅

か３路線しか代替交通が導入できていないという、

この現状そのものが、今の現実には対応できてい

ないということを表しているのではないかと、私

は思っております。 

 それで、代表質問で私たち、代替交通の導入の

ことでお聞きしたときに、ご答弁で、運輸に関す

る研究機関の調査結果などを踏まえて、代替交通

の導入基準を設定しているというふうにお答えに

なったと思います。 

 それで、その調査結果というのは具体的にどん

なもので、どんな内容だったのか、お示しくださ

い。 

●飯田公共交通担当部長  運輸に関する研究機

関の調査結果の内容についてお答えいたします。 

 この調査は、自家用車利用者を対象としまして、

歩行に抵抗を感じる距離を都心部や郊外部など、
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地域ごとに分けて調査されたものでございます。 

 その結果につきましては、調査対象者のうち、

約半数以上が抵抗を感じる距離として、都心部の

場合は230メートル、郊外部の場合は488メートル

と示されているところでございます。 

●小形香織委員  代替交通を出すかどうかとい

うところの要件がいろいろ書いてあるわけですけ

ども、その全ての要件を満たさなければならない

ということで、具体的に、次のア、イのいずれか

を満たすことということで、アの中には、さらに

細かく（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）と書いてあるわ

けですけど、その中には、半径750メートルの範

囲内に軌道系交通機関の駅がない。つまりＪＲと

か地下鉄の駅がないこと。あるいは、半径300メ

ートルの範囲内に路面電車の停留所がないこと。

それから、半径500メートルの範囲内に廃止など

の路線以外のバス路線のバス停留所がないことな

どというふうに具体的に書いてあります。 

 とりわけ、札幌の場合の今廃止になっている路

線というのは、軌道系とか、路面電車とかが近く

にあるところはほとんどなくて、大体が半径500

メートルの範囲内に廃止等路線以外のバス路線の

バス停留場がないというところに該当するかどう

かというところで、いやいや、バス停留所は、例

えば半径450メートルのところにありますから、

500メートルになっていないので、これは該当し

ませんということになるわけですね。 

 それで、いただいた資料では、歩行者が抵抗を

感じる距離という事例が書いてあって、天気のい

いときに半分の人が、今ご答弁いただいたように

50％以上の人が不満を感じる距離というのは、ど

のくらいかということが書いてあるわけなんです

ね。 

 それで、例えば都心部の場合は、230メートル

を超えると抵抗を感じるとあって、次は区部、区

というのは、多分23区とか、何区という区ですけ

ど、区部というところは、329メートル以上歩く

と抵抗を感じるんだと。それから市部、札幌市の

市ですね。市部は334メートルを超えると不満、

抵抗を感じるんだと。そして、郡部というのが、

488メートル以上を超えると歩行者として抵抗を

感じる距離なんだということが書いてあるわけで

す。 

 それで、今このデータを見て、札幌市がどう見

ているかというと、ここに書いてある今のデータ

は、主に市街地を想定したものなので、郊外部に

おいては別の基準が必要なんだということで、こ

の今言った488というのを基準にして考えるんだ

というような、そういうことだったんだと思うん

ですけれども、要するに、普通はバス停などの勢

圏と言われている、利用者が自然に集まってくる

範囲というのはどのぐらいかというふうに考える

ということなんですが、これはあくまで天候良好

時ですよね。だから、札幌のような冬の降雪、積

雪の時期にどう捉えるのか。 

 あるいは今、高齢化が進んでいて、歩行速度と

いうのも、必ずしも元気な人が急いで歩く距離が

歩けるかというと、そうではないと思うんです。

一般的に、不動産などで駅から徒歩何分などと書

いてあるときというのは、基本的には、歩行速度

として時速４キロぐらいを計算して、徒歩何分と

いうふうに記されますけれども、高齢者の場合は、

やはり時速３キロぐらいで考えるというのが標準

だろうというふうに思うんです。 

 そうすると、札幌市がバス停から500メートル

以内だったらいいんだというふうにするけれども、

しかし、若者は500メートルという距離が７～８

分で行けるぐらいかもしれませんけれども、高齢

者にとってみると、やはり10分から12分ぐらいは

かかるだろうというふうに思いますし、なおかつ、

これが冬の積雪時に足元の悪いところで、バス停

まで向かおうと思ったときに、仮に市がバス停を

廃止し、バス代替路線を出す対象にはならないと

言っている半径500メートルの内にバス停があっ

たとしても、実際に高齢者の方々がそこまで歩け

るのかということを考える必要が今あるのではな
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いかというふうに私は思うので、こうした考え方

そのものを改めていく必要があるというふうに思

っております。 

 それで、改めて私、伺いたいんですけども、こ

の平成21年に作った要綱ではなくて、改めて現状

に沿って、代替交通の導入の基準というものを少

し見直すという考えがおありかどうか、伺いたい

と思います。 

●飯田公共交通担当部長  代替交通の導入基準

の見直しについてお答えいたします。 

 札幌市におきましては、バス路線の廃止により、

代替交通の導入を検討する地域は郊外部を想定し

ておりまして、運輸に関する研究機関の調査結果

を踏まえまして、この基準を設けたところでござ

います。 

 今後も生活交通確保対策パッケージによるバス

事業者への総合的な支援を継続するほか、やむを

得ず路線が廃止となる場合も、この基準の下、必

要に応じて代替交通の導入を検討し、バスネット

ワークの確保に努めてまいりたいというふうに考

えております。 

●小形香織委員  検討はしないということのお

答えだったんだろうと思うんですけども、そもそ

も札幌市乗合バス路線維持対策要綱と、今私がず

っと取り上げているこの要綱を作る目的というの

は、この要綱は、市民生活に欠かすことのできな

い市内バス路線について、その確保に係る基本的

な事項を定めるんだと、もって、バス路線の安定

的な維持を図るというふうに、最初に市民生活に

欠かすことができない、その市内バス路線という

ふうに、バス路線は欠かすことができないんだと

いうことがちゃんと明示されていますよね。その

目的がはっきり書いてあるにもかかわらず、あれ

これ要件をつけて、代替交通が出せない、要綱も

見直さないということ、その姿勢そのものが、も

う一度、私はなぜこの要綱を作っているのかとい

う目的に立ち返る必要があるのではないのかと思

うんです。 

 この要綱というのは、結局バス事業者が採算を

取りながら路線を走らせてもらうということ、そ

ういう考えの基になるものですから、どうしても

狭い範囲で出さざるを得ないというふうに発想が

いくんじゃないかと思うんですけれども、私は、

先ほども言いましたけれども、今そういう時期で

はない。地方のバス路線がなくなっていけば、そ

れはどんどんと地域が衰退していくということに

つながっていくわけですから、どうやって路線を

維持させるか。 

 もちろん今、運転手さんの確保のために札幌市

がお金を出していることはよく承知しています。

しかし、それだけではなくて、実際に走っていた

路線をどうやってそれそのもの、あるいは代替で

きるものというのを確保するかという考え方に立

って、もう一度この要綱を見直すように求めてい

きたいと思っております。 

 それで、どうしても事業者に、そうやって確保

してもらうという話になるのか、あるいは採算を

取れるようにするためには、料金を上げて、収入

を少し多くしてもらうという話になるのかという

ことになりがちだと思うんですけども、今回運賃

の改定を行うということが出されましたけど、そ

れによって、運転手というのは確保できる見通し

がおありでしょうか。あるいは廃止したバス路線

を復活するという可能性がおありなのでしょうか。

その点を伺いたいと思います。 

●飯田公共交通担当部長  運賃改定による路線

復活の可能性についてお答えいたします。 

 市内路線バス事業者各社から、運賃改定の申出

があったことを受けまして、今後住民の代表者、

行政及びバス事業者で構成する協議運賃部会で、

運賃改定に向けた議論がされる予定でございます。 

 仮に運賃が改定され、待遇改善によりまして、

バスの運転手が現状より増加した場合につきまし

ては、廃止されたバス路線の復活に関して、運転

手の確保状況や利用者数の見込みなどを踏まえて、

各バス事業者が個別に判断するというふうに認識
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しております。 

●小形香織委員  今のは、仮に運転手が確保で

きた場合はということでありますから、それが本

当に功を奏していくのかどうかということは、今

の段階では、はっきりしたことが分からないとい

うことなのだろうと思うんですけれども、私はや

はり2004年のときに、札幌市が市営バスを持って

いたものを民間に全て移譲をしました。その理由

は、市営バスは赤字だということで、採算が取れ

ないからということで、民間のバスに移譲したわ

けです。 

 ところが、その民間バスも今、路線が維持でき

ないという状態になって、札幌市は補助金を出し

て、何とか運転手を確保してもらおう、あるいは

代替交通というのも、できるだけ要件を厳しくし

ながらも、可能だったら出しましょうという、そ

ういう枠で収まっているのではないかというふう

に思うんですけど、やはり私はそもそも公共交通、

札幌市が持っていたバスを民間に移譲したそのと

きに、市民の皆さんにはご迷惑をかけないという

ことを、はっきり言いながら移譲したという経緯

があるわけですから、やはり市民の皆さんに迷惑

をかけない。つまり市民生活にとって、欠かすこ

とができないバス路線なんだということを中心に

据えなければならないのではないかというふうに

思っておりますので、引き続きこのことについて、

ご検討していただくように求めていきたいと思っ

ております。 

 それで、次に大きな二つ目の質問をしたいと思

います。 

 公共交通システム検討費というのが１億9,800

万円、予算案として提示されております。これは

新たな公共交通システムにおける、とりわけ連節

バスの導入ということで、私は注目しているわけ

ですけれども、ご承知のとおり、私は札幌にある

路面電車、市電を今のルートから、さらにＪＲ札

幌駅、桑園駅、苗穂駅につないで、そして市電を

もっと生かしたまちをつくるべきだという立場で、

ずっと議会で質疑をしてまいりました。 

 ところが、この市電は、いわゆる採算性がない

という見通しの下で、延伸は断念したと。そして、

その代わりに新たな公共交通システムを導入する

んだというのが、市の説明でありました。私は、

新しい公共交通システムが路面電車の代わりには

ならないと思っておりますけれども、しかし、札

幌市は代わりに入れるんだというふうに進めてお

りますから、注視しているところであります。 

 それで、この冬にテスト走行を行ったというこ

とを報道などでも書かれておりましたので、この

冬に冬季テスト走行、これを行った内容や、その

結果についてどのようなものだったのか、お示し

ください。 

●飯田公共交通担当部長  冬季テスト走行の内

容と結果についてお答えいたします。 

 積雪寒冷地である札幌市において、連節車両を

導入するためには、冬季の安全で安定的な運行が

可能かどうかを確認する必要があります。そのた

め、１月下旬に実施したテスト走行では、交通量

の少ない夜間に、都心部及び郊外部で雪道及び凍

結路面における走行性や操作性を検証したところ

でございます。 

 その結果、走行路面の一部に圧雪やアイスバー

ンがあり、路肩には雪山があったものの、今回の

路面環境下での発進や停止、右左折や車線変更な

どは問題なく走行できたことを確認したところで

ございます。 

●小形香織委員  夜に実験をされたということ

であります。そして、その走行テストで使った連

節バスというのは、実は札幌で導入しようとして

いる水素で走る連節バスではなくて、ディーゼル

とのハイブリッドで走る連節バスだということも

伺っております。 

 冬の夜は、割と車の走行はそこまで深刻ではな

いんです。何といっても、冬の通勤時間など、人

がいっぱい出ている時間にどういうふうに走れる

かというところが大事な部分だということと、本
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来であれば、私は水素が本当に安心して走れるの

かというところも実験してもらわないと分からな

いなというふうに思っているんですけれども、そ

もそも日本の国内には水素の連節バスはないとい

うことで、実験がなされないでいるということで

すから、私は冬の状態で、定時性がどこまで保て

るのかということについては、まだ分からないな

というふうに思っております。 

 アイスバーンや圧雪で走れるということは、そ

れはそうだろうと思うんですけど、公共交通で大

事なのは、その安全と安定ということの安定の部

分でいうと、やはり時間をどれだけの速度で走り、

ダイヤどおりに行けるかどうかという辺り、ある

いは車の渋滞との関係で、どういうふうに整理で

きるかというところは、まだ夜の実験ですから分

からないなというふうに思っております。 

 しかし、今度の予算の内容、先ほどの検討費１

億9,800万円という予算でありますから、今後、

本格運行というのを検討していくということにな

るんだろうと思います。 

 運行ダイヤをどう作るか。やはり走行速度が、

本当に実際の運行環境に近い形で検証しなければ

ならないということになると思いますし、また、

連節バスを導入するということに仮になった場合

には、今ある交通機関のほかに新しい車両、別の

形の車両が加わるということになるわけですから、

運行を担う人材だとか、あるいは連節バスを夜の

間、運行しない間、どこに休ませて、あるいはど

こで整備をしていくのかというようなことで言う

と、新たな投資をすることになるのではないのか

というふうに思ってはいるんですよね。 

 こうした課題にも対応する必要があるのではな

いかと思いますけども、来年度の予算の内容、そ

して今後の見通しというのはどのようになってい

るのか伺いたいと思います。 

●飯田公共交通担当部長  令和８年度予算の内

容と今後の見通しについてお答えいたします。 

 令和６年度と令和７年度は、交通量の少ない夜

間にテスト走行を実施したところではありますが、

本格運行に向けては、交通量がある環境下で、走

行速度の把握や停留所への停車状況確認、乗客の

乗り降りに要する時間計測など、実運行に近い形

で検証を進める必要があります。 

 令和８年度予算では、このような点を検証する

ため、連節車両を借り受ける費用や、実証実験を

実施する費用などを計上したところでございます。 

 今後は、実証実験の結果を検証しながら、事業

内容を具体化するとともに、交通事業者との協

議・調整を進め、運営体制や想定される事業費、

公共交通ネットワーク維持への貢献など、様々な

観点から検討内容を深めてまいりたいというふう

に考えております。 

●小形香織委員  実際の運行に近い形での実験

をやってみたいということで、私が先ほど言った

ような昼間の時間だとか、そういうところでどの

ぐらいの速度で走れるかという実験をされるとい

うことであります。 

 路面電車のときには、収支採算性が見通せない

んだと言って、延伸は困難だという結論を出しま

したけれども、新たな公共交通、連節バスが本当

にこの実験を通して、採算が取れるというところ

を見通せるのかどうかということは、私は同じよ

うに起こるのではないのかとすごく思うんですね。 

 先ほど言いましたけど、導入するよということ

になれば、車両は買わなければならない、整備す

る場所は確保しなければならない、運行事業者を

どうするかなどの話になる。そして、もし水素の

バスが走ることになれば、今度は燃料補給のため

に、今の北１条の水素のステーションに行くこと

になるのかというようなことなども、燃料補給は

場所が限られるということになるでしょうし、そ

うした一つ一つの、土地を買うとか車両を買うと

か、そういうことに対して今、市民の理解が得ら

れるのかなと。前段で、バス路線の話をしました

けれども、毎日使ったり、日常の買物で使うバス

路線がなくなって、代替交通すら出さない、出せ
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ないということになっているときに、新たな公共

交通を導入し、それには費用を投入していくとい

うことに対して、私は、市民理解を得るのは非常

に厳しいんじゃないかと思うんです。 

 それよりも、既存で走っている路面電車を延長

するというほうが、ずっと喜ばれるんじゃないの

かなというふうに思っております。 

 やはり、先ほども路線維持の対策要綱の件でお

話しましたけれども、やはり、結局要綱一つ見直

すことなく、路線を維持するためだと言って、市

民に料金の値上げ、さらに、これまで以上に値上

げをするか、あるいはバス事業者にもっと経営努

力をしなさいというようなことを迫るのかという

ふうな形になるということは、これは私、大本に

はやはりもう本当に、市長にも前にお会いしたと

きにお話ししたことありますけども、そもそも国

が、民間であろうと公営であろうと、独立採算で

やりなさいということを、全国の交通事業者に求

めるわけですよね。そして、それに対して、もう

応え切れなくて、既に北海道ではいろんな赤字ロ

ーカル線が廃止になっているということがありま

す。 

 そして、今、札幌市でこれだけの赤字問題だと

か、バスが維持できないという問題が起きていま

すから、200万人近い都市で、こういう交通問題

がある中で、全国でも、恐らく首都圏辺り以外は、

皆さん似たような事情を抱えているだろうと思う

ので、ベースがそういう採算を取らなければなら

ないというところに立たされているところに厳し

さがあるということは、私もよく分かります。 

 しかし、やはり実際には、市民の足として困っ

ているわけでありますから、そこに対して、今の

バス事業者の運転手確保のための施策というだけ

ではなくて、もう少し代替バスを出せるようにし

ていくというような形、あるいは市民に、これ以

上のバス料金の値上げを負担させないで支援して

いくという気持ちを持って、ぜひとも公共交通を

維持していただきたいということを求めまして、

私の質問を終わりたいと思います。 

●伴 良隆委員  私は、札幌らしい都心の在り

方、それから丘珠空港に関しまして、新ターミナ

ルビル整備を見据えた札幌丘珠空港ビル株式会社

の経営について、そして、そこからまた、札幌丘

珠空港と周辺地域の共生に関する基本構想の具現

化について伺ってまいります。 

 午前に引き続き、秋元市長に出席をいただきま

した。ありがとうございます。 

 それではまず、札幌らしい都心の在り方につい

てでございます。郊外に私は住んでおりますし、

郊外の皆さん方も、都心よりも郊外ということは

強くおっしゃいます。ただ、何とかこの都心とい

うものは、やはり札幌らしく盛り上げていきたい

というところで、私も踏みとどまっているところ

でございます。 

 そういう意味では、郊外の住みやすさというこ

とで、都心を高度利用ということでございますの

で、いかに暮らしやすさというものを実現してい

くかということが重要なことだというふうに思い

ます。 

 この札幌の都心について、皆さん方もこれまで

代表質問、いろんな委員会なんかで聞いておりま

したけれども、会派に限らず、今の札幌の都心の

状況を憂いている方々もいらっしゃるというふう

に思います。 

 そのうちの例えば一つが、高層マンションとい

うふうに言われるものでございます。これについ

ては、神戸市の久元市長、札幌市にもいらっしゃ

いましたけれども、私も久元市長ともいろいろ会

話をさせていただきました。神戸市にも行ってま

いりました。神戸市は神戸市独自のいろんな状況

がありますけれども、一般的に高層マンションと

呼ばれるものについては、一般的になりますけれ

ども、所有権が細分化されているということで、

将来の修繕等の問題が出てくる。これはマンショ

ン関係の都市局でも、質問が飛んでいます。 

 それから、居住実態がない空室が増加すること
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で、コミュニティの形成の問題も生じています。

これは市民自治推進室も認めているところで、町

内会の加入率が低いという状況があります。それ

から、今、申したマンション管理に関しては都市

局と。 

 そして、危機管理部門でありますが、危機管理

局のほうとしても、災害時にマンション特有の被

害が起こるということはお認めですが、これはど

うかなと思いますが、自主防災で頑張ってくれと

いう見解が出ていまして、いかがなものかなとい

うふうに思いますが、言ってみれば、マンション

は電気が止まったりするときの動力も含めて、孤

立化していく問題というものがございます。その

マンションが独自にやっていただくんであれば、

それにこしたことないわけですが、我々はそれを

黙って見ていいのかというふうなことになります。 

 また、税政部から言わせても、市外居住者及び

外国人非居住者に対する納税通知が課題となって

いるということで、滞納の場合、差し押さえると

いう状況だそうであります。 

 今日はマンションに関する質問ではございませ

ん。都心まちの高度利用がいかにされるべきかと

いうことだというふうに思います。 

 そんなことで、神戸市の事例もありますが、ち

ょっと時間も限られていますので、神戸市の事例

は少し割愛させていただきますけれども、いずれ

にしても、都心にマンションが多く立地すること

については、確かに様々な考えもございますし、

現に住んでいらっしゃる方々もいらっしゃいます

し、これはなかなか議論するのは難しいところで

はございますけれども、しかし、高度な都市機能

の集積を図るべき、我々の札幌の中心地、そして、

経済の中心であるところに、都心のマンション、

高層マンションが多く立地するということについ

ては、懸念があるわけでありまして、ここに、や

はり札幌市としても、民間開発に積極的に関わっ

ていくべきであるというふうに思っております。 

 そこで、順次質問してまいります。 

 まず質問は、都心のマンション立地に対する課

題認識について伺います。 

●小林都市計画部長  都心のマンション立地に

対する課題認識についてお答えいたします。 

 超高層といったマンションにつきましては、市

民の住まいに対する多様なニーズに応えるととも

に、その立地によって、にぎわい創出に寄与する

側面もある一方、住戸数が多い建物特有の維持管

理の難しさなどの様々な課題が内在すると認識し

ております。 

 また、都心部への立地におきましては、都心に

集積を図るべき、高次な商業・業務・集客交流・

宿泊等の都市機能の立地機会を阻害してしまうお

それがあることに加え、超高層のマンションが秩

序なく立ち並んだ場合、景観への影響も大きくな

るものと考えているところでございます。 

●伴 良隆委員  ありがとうございます。 

 見解はいろいろあるということなんですが、課

題もあるということで、小林部長のご答弁であり

ました。 

 札幌らしい都心の在り方というのは、我々郊外

の住民にとっても、非常に重要なところでありま

して、まち並みを含めたお話であります。 

 札幌の景観形成の総合的な指針である景観計画

の改定を進めるということで聞いておりますが、

新たな計画の中では、眺望、夜間景観、雪・冬季

の景観の三つを大事にする視点が追加されるとと

もに、景観プレ・アドバイス制度を活用した協議

の場を設けるということで、札幌らしい良好な景

観形成に向けた誘導を盛り込む予定というふうに

聞いているところでございます。 

 また、札幌駅周辺、大通駅周辺ということにつ

いては、言わずもがなまち並みの形成は重要であ

ります。そして、高度な土地の利用ということで

すね。都市機能ということ、ここの集積が極めて

重要ということであるというふうに思います。 

 これについては、札幌駅の北口についていかが

なものかということは、当初から私は警鐘を鳴ら



 

143 

させていただいておりますけれども、今日はそこ

のところはさておき、稲垣都市計画局長に伺いま

す。 

 今後の都市における居住機能の立地に対して、

どのように対応していくのか、お考えを伺います。 

●稲垣都市計画担当局長  都心における居住機

能の立地への今後の対応についてというお尋ねで

ございます。 

 ご質問にもありましたが、札幌市では現在、景

観計画の見直しのほか、都市づくりの基本的な指

針であります都市計画マスタープラン、そして都

心まちづくり計画、これらの計画の見直しを進め

ておりまして、この見直しの中におきまして、都

心における居住機能に関しては、重要な論点の一

つであると認識し、検討を進めてきたところでご

ざいます。 

 こうした検討の中で、今月策定予定の第３次都

市計画マスタープランにおきましては、エリアの

特性を踏まえ、高次な都市機能や居住機能等のバ

ランスの取れた立地を実現すべきことを位置づけ

ております。 

 また、第３次都心まちづくり計画、こちらの計

画におきましては、札幌駅周辺や大通駅周辺など、

都心の中心部を都心機能強化先導エリアとして設

定いたしまして、このエリアにおきましては高次

な都市機能の誘導を集中的に展開し、これら以外

の居住機能等につきましては、協議・調整を図る

べき、こうしたことを位置づけております。 

 今後はこうした計画に基づきまして、都心全体

で、エリア特性に応じた適切な居住機能の誘導を

図るために、用途地域や地区計画などの土地利用

計画制度の運用に関する方針ですとか、容積率の

緩和等による良好な民間開発の誘導に関する方針、

これらについて必要な見直しを進める考えでござ

います。 

●伴 良隆委員  どうもありがとうございます。 

 以来いろいろと質疑を積み重ねてきて、この都

市計画マスタープラン、稲垣さんが課長時代もそ

うであります。議論させていただきました。 

 今、ご答弁ありましたように、新たな都市計画

マスタープランにおいて、予定では都市機能強化

先導エリアということで、高次な都市機能の誘導

を集中的に展開し、これら以外の居住機能等につ

いては、協議・調整を図るべきことを位置づけて

いると。そして、様々な方針等については必要な

見直しを図りますといったお話でございました。 

 ここら辺から、どのように展開していくかは見

守りたいというふうに思っておりますが、ぜひよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、市長に質問をさせていただきます。

時間が限られておりますので、ちょっと単項目に

させていただきますが、札幌駅の南口の開発につ

いては、ご承知のとおり、たしか平成14年ぐらい

から組合を作っていただいて、各ビルのオーナー

さんが良好な景観等々も含め、セットバックも含

めて、いろいろな工夫をしていただいて、札幌市

もこれに積極的に関わって軸づくりということを

していただいて、整然としたまち並み、また地下

歩行空間との貫通といったことも成し得て、非常

にうまくいった事例なのかなというふうに思って

おります。 

 それから、大通公園に関しましては、私も危惧

しておりましたけども、本当に今、みどり部門も、

まちづくり部門も、道路部門も頑張っていただい

て、札幌らしい大通りの軸という、みどりの軸と

言いますが、これも頑張っていただいているとこ

ろでございまして、先ほど申し上げたように景観

部門も頑張っていただいているところでございま

す。 

 こういう札幌らしさというものは、やはりもと

もとあるものでもありますけれども、市がやはり

ここら辺を札幌らしいまち並みとか、まちという

ものをどうつくっていくかということについても

そうですし、市がそれに対してどう関わっていく

か。やはり日に日に建て変わっていく建物もあり

ますので、やはりここら辺というのは、まちがら
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しさも残しながら変わっていくということについ

ては、市の関わり方というのは非常に重要だし、

意義深いことであるし、効果が絶対にあるという

ふうに私は思っております。 

 そこで、市長にこの姿勢と札幌らしさというと

ころを伺いたいんですが、札幌市長として、この

都心における札幌らしさとはどういったものなの

かというふうな思いと、それから、市がどう関わ

っていくかという、この都心まちの話では特にそ

うでありますが、どう関わっていくかという、こ

の姿勢をいかがお考えか伺いたいと思います。 

●秋元市長  札幌らしさということについてと、

それから、市への関わり方という２点ご質問ござ

いました。 

 札幌は、やはり非常にコンパクトなまちの中で、

自然が周辺にありながら、都市機能との調和、こ

れがやはり札幌の特徴的なものだというふうに思

います。自然との調和、それから都市機能との融

合ということ。ですから、例えば、都心の中にお

いても空が広い。これはやはり、ほかの都市にな

かなかない、いいことだというふうに思っており

ますので、こういったことについてはしっかりと

大事にしていく必要があるかなというふうに思い

ます。 

 そういう意味では、空間の使い方、土地利用の

在り方についても、本来であれば、私の土地をど

う使うかということについて、ある意味では自由

であるべきことということなのかもしれませんが、

一定程度はやはりまち並み、景観、機能というよ

うなことについて、一定の制約、事業者との調整

ということを、理解を求めながら進めていくとい

うことが重要だというふうに思います。 

 そういう意味では、再開発事業のように、市が

法的に関与できること以外にも、やはりガイドラ

インなどの都市景観マスタープランですとか、こ

ういった様々な計画づくりの中で指針を作ってい

く。その中で、民間企業との共生・調和を図って

いくということについては、やはり市が主体的に、

積極的に関与していく必要があるのではないかと

いうふうに考えております。 

●伴 良隆委員  空が広い、青い、そういうこ

とをおっしゃっていただいて、ご示唆をいただい

たところであります。景観、ビルの高さというこ

ともありますけれども。そして、そういったもの

を含めて、らしさというものをどう守りながらも、

民地の話でもありますから、できることとできな

いことがあったときに、できることは、札幌市の

関わりとしてはあるといったお話でありました。 

 これについては引き続き、市長を含めて皆さん

方とも、それこそ共感を得ながら、共通の認識で

進んでまいりたいというふうに考えております。

ご答弁ありがとうございました。 

 それでは、空港に移りたいと思います。空港、

新ターミナルビル整備を見据えた札幌丘珠空港ビ

ルの経営について、まず伺います。 

 2030年の滑走路延長に向けて、今、動いており

ます。100万人が目標ということで見据えており

ます。しかし、このビルの機能拡充・拡張におい

ては、多額の事業費が必要ということでございま

す。 

 ちまたでも、丘珠空港がどんどん盛んに、そし

てビルも立派にという声がありますが、それはい

いことですけれども、しかし、本当にそれを実現

するために重要なのは経営ということでございま

す。 

 そこで、この辺は冷静に議論すべきだというこ

とでございます。過大な投資は将来的な空港経営

を圧迫し、大きなリスクになり得ます。 

 そこで質問でありますが、今後想定されている

ターミナルビル拡張に伴う事業費と札幌丘珠空港

ビル株式会社の経営について、筆頭株主である札

幌市は、現状どのような認識を持っているのか伺

います。 

●小澤空港活用推進室長  ターミナルビル拡張

に伴う事業費と札幌丘珠空港ビル株式会社の経営

につきまして、ターミナルビルの拡張に当たりま
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しては、滑走路延長に伴う旅客数の増加や、地域

のニーズ、これに応えるとともに、札幌丘珠空港

ビル株式会社の経営を健全に保っていくことが、

重要な課題であると認識しております。 

 そのため、ターミナルビルの拡張に多額の事業

費が見込まれる中でも、持続可能な経営となるよ

う、筆頭株主の札幌市といたしましても、積極的

に関与していく考えでございます。 

●伴 良隆委員  ありがとうございます。 

 それでは続けて質問でありますが、ターミナル

ビルの拡張に伴う事業費負担を見据えて、筆頭株

主である札幌市は、札幌丘珠空港ビル株式会社の

今後の経営については、どのように対応していく

おつもりか見解を伺います。 

●小澤空港活用推進室長  今後の経営に関する

札幌市の対応につきましては、将来の航空需要を

見据えた事業計画や、資材高騰なども考慮した資

金計画、さらには財務負担を軽減する効果的な資

金調達の手法など、札幌丘珠空港ビル株式会社と

密に連携し、今般のターミナルビルの拡張が経営

の過度な負担にならないよう、協議・調整してま

いりたいと考えております。 

●伴 良隆委員  ビルの拡張事業というふうに

言われる構想というか、そういう計画もあるよう

になっていますが、その辺り、本当に経営すると

いうこと、そして、事業費をどうするのか、誰が

負担するのかと、そういったところの手法も含め

て、慎重に検討していただきたいということを切

に伝えたいと思います。 

 それでは、基本構想の具現化についてでござい

ます。 

 この周辺の地域は、誠に重要であります。周辺

地域の皆さんのご理解、ご協力の下、これまでも

ＰＩも通じながら、いろいろと連携しながら、ご

意見を聞いてきたと思います。 

 令和７年３月に策定した基本構想がございます。

非常によくできたものでありますが、しかし、こ

の中に具現化に向けた動きというものは書かれて

いません。つまり、非常に重要なことが書いてあ

るんですが、一般論にとどまっているというふう

に思います。そして各部門も、まちづくり政策局

をはじめ、官民連携から、そして経済部門、農政

部門も含めて、きちんと連携しないとできないも

のと、私はそのように思っております。 

 さきの第３回定例会で、我が会派の代表質問で

取り上げさせていただきました。 

 そこで伺いますが、札幌丘珠空港と周辺地域と

の共生に関する基本構想の具現化に向けた現在の

取組状況について伺います。 

●小澤空港活用推進室長  基本構想の具現化に

向けた取組状況についてでございますが、滑走路

延長の検討状況や、地域からの意見、空港を取り

巻く状況などを踏まえまして、国や関係事業者な

どと連携し、情報収集を進めてきたところでござ

います。 

 そのような中、基本構想において位置づけた空

港周辺の産業振興、機能集積や、交通アクセスの

改善などの取組において課題等が見えてきたとこ

ろでございまして、現在、関係機関と協議し、今

後の取組について、整理を進めているところでご

ざいます。 

●伴 良隆委員   分かりました。 

 それでは、続けて、稲垣都市計画担当局長に質

問でありますが、基本構想の具現化に向けて、今

後どのように取り組んでいくお考えか伺います。 

●稲垣都市計画担当局長  基本構想の具現化に

向けた取組の進め方についてお答えをさせていた

だきます。 

 基本構想の内容ですけれども、これは空港を核

とした周辺地域のまちづくりの指針でありますの

で、ご質問にもあったとおり、幅広い観点で取組

の方向を位置づけております。 

 そのため、これらの取組を具現化する上では、

庁内の関係部局間の連携はもとより、国や地域と

の密接な連携、さらには民間のノウハウや活力も

適切に活用することが重要であると、このように
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認識しております。 

 そのため、現在、国や関係機関と設置しており

ます丘珠空港機能強化検討会や、周辺地域の連合

町内会で構成しております丘珠空港周辺地域連絡

協議会、こうした協議会等を継続いたしまして、

意見交換を重ねますとともに、今後、必要に応じ

て新たな検討体制の構築も検討しながら、取り組

んでいく考えでございます。 

 いずれにしましても、構想の具現化に向けまし

ては、札幌市が地元主体としての主体性を持って、

強くリーダーシップを取って、牽引してまいりた

いと考えております。 

●伴 良隆委員  局長、ありがとうございまし

た。主体となってリーダーシップを発揮してまい

りたいというお話であります。これは本当に、こ

の都市計画マスタープランもそうでありますし、

高度利用ということで、高次機能拠点というふう

なこともございます。ぜひお願いしたいというふ

うに思います。 

 今、リーダーシップ論がありましたので、ここ

で市長に、丘珠空港も含めた丘珠地区、東区、あ

るいは北区も一部そうでありますが、こういった

まちづくりにおける市長のリーダーシップについ

て、最後に伺いたいというふうに思います。 

 先ほども雪のときに、市民と同じ目線に立って

というお話がありまして、ふだんからそういった

ところに傾注されてきたというふうに、私も思い

ます。 

 私は東区出身ではありませんが、山田一郎委員

がいらっしゃいますけれども、東区の歴史をたど

れば、東区はこの丘珠空港とともにあったといっ

ても過言でもないところであります。農業は、玉

ねぎ農家もあって、諦めた方々もいるし、接収さ

れました。そういう中で、一つ一つ丁寧に積み上

げてきた歴史があります。つまり、東区の方々の

ご苦労というのはいっぱいあったというふうに思

います。 

 私は平成23年当選でありますが、この頃、人口

は20万人を切っていました。どうやってそのビル

を使うかということで、フラダンスをしていただ

いたり、それから、聞くところによると、某有名

お菓子メーカーさんは土産物を置いてくださいと

言っても置いてくれなかったというぐらい、その

お土産は今、たくさん置いてありますけれども、

丘珠というのはそれだけ非常に厳しい時期があっ

たんですね。 

 私はいろいろと議論を聞いていて、頭上も、

我々が誘致したＦＤＡも通ったりしていてうれし

いんですけれども、やはりうるさいなとか、不安

に思う方々もいるし、東区の方々は特に、ご自身

たちが積み上げてきた歴史というものがあるわけ

です。 

 しかし、これだけ盛んになりますと、今度は金

の成る木じゃないですけれども、一部の人たちに

よってまちを虫食い状態にするようなことがあっ

てはならないというふうに思います。やはり東区

の住民の方々の、特に北区もそうですが、市民の

暮らしやすさというものが重要だというふうに、

私は思っております。 

 そういう意味では、この構想の具現化というも

のは主体性を持ってというお話ありましたけれど

も、主体であり、また地域とともに協働していく。

そしてリードしたり、コーディネートしたり、フ

ァシリテーターになったりしていくことが重要だ

というふうに思いますが、現在のこのまちづくり

が進んでいく中においては、この空港の在り方、

延伸の関係というのは、それはお盛んにやってい

ただいているようであります。先ほど経営も言い

ましたけれども。 

 でも、本当は地域住民の方々と、空中権もあり

ますけれども、住民の方と共に向き合いながらと

いう中で、先ほどご答弁ありました、札幌市がこ

のまちづくりというものを、これから構想の具現

化、まさに市長がどこを見るかといえば、市民を

見てほしいというふうに思っています。国を見た

り、道を見たり、いろんなところを見るのも、そ
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れは必要だと思います。でも、やはり最初も最後

も市民ファーストでいてほしいというふうに思っ

ているところでございまして、今後のまちづくり

では、丘珠空港を含めた、丘珠を含む特に東区で

ありますが、一部航路直下に北区もあります。こ

ういったまちづくりにおける市長自らの、市長の

リーダーシップに、私は大変期待しているところ

でございます。 

 これからのフェーズはまちづくりであります。

空港の延伸がこうとかああとか、それから、この

土地をこう使いたいとか、そういうふうな狭隘な

話じゃなくて、やはりまちづくりとして、空港が

あるまちとしてどうなのか、これはやはり市長自

らが、都市計画担当局長もいらっしゃいますけれ

ども、市役所を挙げて、まちづくりの具現化に向

けて入っていただきたい。ここの市長のリーダー

シップに期待したいわけでありますが、ぜひお考

えを伺いたいと思います。 

●秋元市長  丘珠空港でありますけれども、市

の中心部から非常に近い距離にある空港という形

の中で、今後の札幌の、そして北海道との関係、

北海道のほかの地域との関係で言いましても、大

変重要な空港の役割を果たしていかなければいけ

ないというふうに思っております。 

 そういう意味では、今、冬季間、ジェットなど

が使えない中で、空港の滑走路延長などを含めた

空港の機能強化ということが、一つの必要性とい

うことで、これは国等と調整させていただいてい

るという状況です。 

 そのときに、空港をなぜ拡張、あるいは利用し

ていくのか。今ご質問にありましたように、札幌

にとって、どういう役割を果たしていくのか。空

港というものを核としながら、周辺のまちづくり

ということを両輪で考えていかなければいけない

のは当然であります。 

 そういう意味では、東区の空港周辺の住民の皆

さんの歴史的な思い、こういったようなことも踏

まえつつ、やはり未来に向けて、このエリアが発

展していくような形で進めていかなければいけな

いだろうというふうに思っております。 

 そのときに、やはり民間がどのように周辺の土

地を活用できていくのか。こういった土地利用の

観点というのは非常に重要だというふうに思って

おりますので、環境整備という意味では、民間を

含めた土地利用がしやすい環境などは、市として

主体的に考えていかなければいけないというふう

に思っておりますし、様々な規制の問題、こうい

ったようなことなどについても、しっかり全体の

まちづくりについて検討を進めていかなければい

けないというふうに思っております。 

 繰り返しになりますが、空港の活用と同時に、

やはりこの空港を核とした周辺のまちづくりとい

うことを両輪で考えていく。それは当然のことな

がら住民の皆さん、地域の皆さんと、それから民

間企業のいろんな投資動向、こういったものも両

目に見ながらということになろうかと思いますけ

れども、市として農業であったり、経済振興であ

ったり、様々な部局があります。こういったとこ

ろで全体のまちづくりをしっかり組み立てていき

たいと、このように思っております。 

●伴 良隆委員  すみません。市長も公務があ

るということでありますので、早口になって申し

訳なかったんですが、市長がおっしゃった両輪、

空港というものの発展とともに、もう一つの輪は、

やはり周辺のまちの発展ということがあるという

お話でありました。両方大事ということでありま

す。 

 我々が常に頼りにして見ているのは、市役所の

職員の皆さんであります。非常に信頼して期待も

している分、私もまだまだというふうに思ってい

るところもございます。 

 そして市役所の職員や我々が見ているのは、私

たちのリーダーの秋元克広市長でありますので、

今後も秋元克広市長が、今お話のあった両輪のリ

ードを、ぜひもっと頑張っていただきたいという

ふうに期待しまして、質問を終わります。ご公務
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のお忙しいところ、ありがとうございました。 

●森 基誉則委員  私からは、思いは熱いんで

すが、熱いんですがというか、熱いからこそシン

プルに１点だけ質問をさせていただきます。 

 ＪＲ札幌駅の駅舎拡大に伴う札幌駅北口駅前広

場の改修について、質問をさせていただきます。 

 札幌駅北口では、北海道新幹線延伸に伴う在来

線ホームの新設など、駅舎の改修工事がＪＲ北海

道によって進められています。 

 その工事用車両の搬出入路を確保するため、も

ともと広場中央部にあった噴水などが撤去されて

おり、工事終了後、札幌市において広場の改修工

事に入ると認識しています。 

 札幌駅北口は、ＪＲ在来線や地下鉄、北海道新

幹線の利用者だけでなく、路線バス、タクシー、

観光バスの乗り場もあり、交通結節点として人々

が集い、憩うことができる場所としての機能が備

わっているということが重要と考えます。 

 そのような認識に立ち、ちょっと昔になります

が、2020年の予算特別委員会において、我が会派

から、広場改修についての考え方や検討内容につ

いて質問を行い、単に現状に復旧するのではなく、

新たなデザインとなる駅舎との調和や、広場に求

められる機能を再検証し、その整備内容を決定す

るとの答弁がありました。 

 そこで質問です。広場改修に係るその後の検討

を踏まえ、現在予定している整備内容について伺

います。 

●松本総合交通計画部長  札幌駅北口駅前広場

の整備内容についてお答えいたします。 

 北口の駅前広場は、市民をはじめ国内外の観光

客など、様々な人が利用しており、多様な利用者

の利便性確保のため、歩行空間の快適性や滞留空

間の確保が大変重要と考えております。 

 具体的には、歩行空間の快適性を確保するため、

駅舎と接する東西方向の歩行者動線に上屋を新た

に設置するほか、西側改札からタクシー乗り場へ

向かう動線へのスロープの増設などを検討してい

ます。また、滞留空間を確保するため、広場中央

部は多用途に利用できるオープンスペースとして、

整備することを検討しております。 

●森 基誉則委員  上屋の新設、動線スロープ

の増設等、様々ありますが、札幌駅の駅前広場と

いいますと、札幌を訪れる方が最初に降り立つ札

幌市の顔とも言える場所だと思っています。つま

り、札幌の第一印象を決定づける非常に重要な場

所です。世界にも誇れる場所となるよう、その整

備内容の検討に当たっては、多様な意見を取り入

れるべきと考えています。 

 そこで質問です。整備内容の検討に当たり、市

民や観光客などの利用者や専門家の意見をどのよ

うに取り入れる考えなのか伺います。 

●松本総合交通計画部長  利用者などの意見の

反映についてお答えいたします。 

 整備内容の検討に当たっては、過去に利用者へ

のアンケート調査を実施し、スーツケースや車椅

子利用時にもスムーズに移動できる歩行者動線を

確保してほしいといった声や、イベントなどにも

利用できる滞留空間を確保してほしいなどの改善

要望があったため、先ほどお答えした整備内容に

ついては、これらの要望などを踏まえたものとし

たところです。 

 また、今後は景観面においても、上屋や広場空

間のデザインについて、新しい駅舎と調和が図ら

れるようなデザインとなるよう、専門家の意見も

伺った上で決定する考えでございます。 

●森 基誉則委員  札幌駅の南北の広場を比較

しますと、北口は南口に比べるとやはり人の流れ

が少なくて、少々寂しいという印象が拭えません。

そのため、北口にも人流を生むような仕掛けがで

きないかと考えています。 

 先ほどの答弁で、広場というお話がありました

けれども、その広場をいかにして活用するかが、

一つのポイントになるかなと考えております。 

 例えば、有名どころでいいますと、神戸市のＢ

Ｅ ＫＯＢＥのように、他都市でも都市名やその
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都市を象徴するようなモニュメント等を設置して

いる事例があります。 

 札幌にも、2027年１月に15周年を迎えるサッポ

ロスマイルがありますが、そうしたロゴ等を活用

したフォトスポットを設けることで、人の流れを

促し、札幌の魅力発信にもつながると考えていま

す。来札した方の札幌駅での初めの一歩としての

記念写真は、札幌を象徴するような場所で撮影し

たいと思う方が多いのではないでしょうか。 

 本市としては、予算編成上、なかなかお金をか

けられないという厳しい懐事情はあるでしょうが、

それこそ松本部長の後ろには白石財政部長もいら

っしゃいますけれども、ぜひともその懐事情もし

っかりと考慮した上で、これから検討する内容と

思いますので、一考していただきたいと要望しま

して、質問を終わります。 

●前川隆史委員  私からは丘珠空港について、

そして、北海道新幹線について、順次２項目伺っ

ていきたいと思います。 

 質問に入る前に、アメリカとイランの戦争が大

変激化してきておりまして、国際社会が大変混乱

してきております。長期化も懸念されておりまし

て、今朝の報道を見ていると、トランプ大統領は

もうすぐ終わると言ったり、先日は長期化すると

言ったり、日替わり定食でどうなるか全然読めな

い状況でございますけれども。同じ報道では、東

京では既にガソリンの給油制限を始めたスタンド

もあるということで、例えば20リットルまでとい

うようなところも出てきているそうでございます。

そういった業者さんに伺っているインタビューの

映像も流れていましたが、元請のほうからガソリ

ンが供給されないというような状況があると、そ

んなお話もございました。 

 また、数日来言われております、ガソリンが値

上がりするんじゃないかとそういった懸念も、実

際に札幌市内でも上がってきております。200円

を超えるんじゃないかというような声が大きくな

っていまして、最悪のケースでは300円台にもな

るんじゃないかと、こんなような見立てもあるそ

うでございます。 

 また、既にフィリピンでは、エネルギーの節約

のために勤務を週４日にすると、そのような動き

も出始めたそうでございます。 

 北国ならではの影響もあります。寒さのピーク

は越えましたけれども、灯油の価格も心配なとこ

ろでございます。どうか、まちづくり政策局とし

て、今後の市民生活に、また経済活動に様々な影

響が出ないか、しっかり注視していただきたいと

いうことを冒頭お願いしたいというふうに思いま

す。 

 それでは、質問させていただきます。 

 まず、丘珠空港について伺います。北海道エア

ポート株式会社（ＨＡＰ）との連携と、それから、

空港間アクセスの強化について伺いたいと思って

います。 

 １点目は、ＨＡＰとの連携協定に基づく取組に

ついて伺いたいと思います。 

 昨年、令和７年第１回定例会の予算特別委員会

で、私のほうから、札幌市とＨＡＰ及び札幌丘珠

空港ビル株式会社の３者で締結した航空ネットワ

ーク利用促進に関する連携協定に基づく取組状況

と成果について伺ったところでございます。 

 その際、関西圏での共同プロモーションですと

か、ビジネスジェットの受入れ対応などにおいて、

運営する空港の枠を超えた一体的な取組が進んで、

一定の成果が上がっていると、そんな答弁がござ

いました。航空事業の拡大に向けて、単独の空港

ではなく、発着地双方が連携して利用促進に取り

組む、そういった取組姿勢は非常に重要であると、

改めて感じたところもございます。 

 そこでまず伺いますが、昨年のやり取り以降、

この連携協定に基づく取組は、どのように発展し

ているのか伺いたいと思います。また、道内を中

心とした航空ネットワークの利用促進や北海道全

体の活力向上につなげていくために、今後ＨＡＰ

等との連携の下、どのような取組を進めていくお
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考えか伺いたいと思います。 

●小澤空港活用推進室長  北海道エアポート株

式会社との連携協定に基づく取組の進展と今後に

つきましてでございます。 

 この協定に基づく令和７年度の取組といたしま

しては、令和６年度と同様に、関西での誘客プロ

モーションを実施したほか、道内航空需要の拡大

に向けまして、新千歳空港でのＰＲ動画の放映な

どに取り組んでまいりました。 

 また、丘珠空港でのビジネスジェットを活用し

た取組におきましては、札幌圏と道東地区を空路

で結ぶツアーを連携して造成いたしまして、実際

に催行にも結びついたところでございます。 

 今後も、こうした連携の枠組みを最大限に活用

いたしまして、札幌・北海道への誘客や、年間を

通じた道内周遊の促進などに取り組みまして、航

空ネットワークのさらなる利用促進につなげてま

いりたいと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 ＨＡＰとの連携が着実に進められているとのこ

とでもございました。丘珠空港が道内周遊のハブ

空港的な機能も果たすのかなと、こんなふうに思

ったところでございます。大いに期待してござい

ます。 

 さて、連携の中でも特に重要となるのが、北海

道のメインゲートでございます新千歳空港と丘珠

空港の連携でございます。インバウンドの急増な

どによりまして、新千歳空港の旅客数は過去最多

を記録しておりまして、今後も北海道観光の需要

拡大が見込まれると言われております。 

 その一方で、先般の記録的な大雪の際にはＪＲ

が運休して、新千歳空港のアクセスが寸断され、

多くの方が足止めをされるという事態も生じたと

ころでございます。 

 こうした状況を目の当たりにして、札幌中心部

に近く、道内各地へのネットワークを持つ丘珠空

港の重要性はますます高まっていると実感してお

りますし、両空港が相互に補完し合うための連携

強化が不可欠ではないかと、このように思うとこ

ろでございます。 

 そこで伺いますが、連携協定の中では、空港間

のアクセスの検討も位置づけられておりますが、

札幌市として、丘珠空港と新千歳空港間のアクセ

スの現状をどのように捉えているのか。そしてま

た、その強化に向けて、今後どういった取組を進

めるお考えか伺います。 

●小澤空港活用推進室長  丘珠空港と新千歳空

港間のアクセスの現状と今後につきまして、お答

えいたします。 

 両空港間のアクセスにつきましては、ビジネス

や観光の移動で一定の需要が想定されるものの、

現在の丘珠空港の旅客規模では、空港間の連絡バ

スが必要となるような需要までは見込めないとい

うふうに考えております。 

 そのため、今後につきましては、両空港間での

レンタカー乗り捨て移動サービスの拡充など、需

要に応じた取組を検討するとともに、丘珠空港の

旅客動向を見ながら、両空港間のアクセスにつき

まして、北海道エアポート株式会社との協議を継

続してまいりたいと考えております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 丘珠の規模だと、なかなか連絡バスはちょっと

難しいんじゃないかというふうなお話でございま

した。だけれども、レンタカーの相互乗り捨てサ

ービスを行うことで、レンタカー等、小さなそう

いった乗り物をうまく活用しながら、それぞれ連

携を深めていきたいと、また、今後協議を進めて

いくというようなお話でもございました。 

 新千歳空港が、国内外にかかわらず、北海道の

ゲートウェイ、玄関口であるということは、今後

も変わらないと思います。 

 その上で、新千歳から道内各地へ向かう機会を

どんどんつくっていくことで、札幌・北海道の交

流人口を増やしていくということが重要でござい

ます。 

 こうした視点から、両空港間のアクセスも、新
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千歳空港から道内各地へ向かうルートとして、重

要なものとなるのだと思います。 

 答弁では、北海道エアポート（ＨＡＰ）と協議

していくというお話でございましたけれども、札

幌市は滑走路延長を2030年に目標設定しておりま

すので、やはりこのタイミング、つまり旅客数が

100万人程度になることを想定して、今後どうあ

るべきか、今からしっかりと検討していただきた

いと、このように思います。 

 その上で最後に伺いますが、レンタカーの乗り

捨てサービスの拡充を検討されているというお話

がございましたが、これはどのような利用を想定

して、どんな効果を期待しているのか伺いたいと

思います。 

●小澤空港活用推進室長  乗り捨て移動サービ

スの利用の想定と、その効果につきましてお答え

いたします。 

 利用につきましては、新千歳空港と丘珠空港間

を移動して航空機を乗り継ぐ場合や、往路で新千

歳空港、帰路で丘珠空港といった場合などを想定

しており、公共交通機関と比べまして、所要時間

の短縮や、手荷物の持ち運びの負担軽減といった

点で、ニーズがあると認識しております。 

 また、同サービスで移動の自由度が高まること

から、滞在期間中の観光地への立ち寄りなど、地

域消費の拡大にも寄与できるというふうに考えて

いるところでございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 より機動的な連携が進んで、観光事業の観光消

費、地域消費の拡大にも寄与するんじゃないかと、

このようなお話でございました。 

 両空港間のアクセス強化を図って、移動の選択

肢を増やすことは、潜在的な航空事業を掘り起こ

すことにもなりますし、交流人口の拡大にもつな

がります。しっかり観光や様々な消費拡大につな

がるように取り組んでいきたいと思います。 

 先ほど伴委員から、東区、北区のお話もござい

ました。私は白石なんですけども、私の家のそば

も毎日飛んでいくんですよ。厚別区も飛んでいま

すよね。大体着陸するパターンで来るんですが、

音がずっと聞こえてきまして、飛行機のプロペラ

音、空気を切り裂く音、なかなかいい響きでござ

いまして、結構町内会の会合では首をひねってい

る人いますけどね。結構評判いいんですよ。札幌

がいろんな世界とつながっていく、そういう発展

していくような印象を受けるということで、私の

部屋からもＦＤＡやらＨＡＰの飛行機が降りてい

くのがよく見られるんですけども、すばらしい。

音は悪いことばかりじゃありませんので、そうい

う心をわくわくさせる効果もありますので、伴委

員、すみません。ちょっと何か反対するような話

かもしれませんけども、様々な効果があるという

ことを最後に付け加えて、この質問は終わりたい

と思います。 

 次に、北海道新幹線について伺いたいと思いま

す。 

 完成開業が大幅に遅れる見込みとなったことで、

都心の再開発事業ですとか、民間投資の機運低下

につながるおそれもあると懸念されております。 

 開業時期に関連して、昨年10月の決算特別委員

会では、札幌市街地をシールド工法で掘削してい

る札樽トンネルの札幌工区の工事進捗について、

私から質問をさせていただきました。 

 それに対して、新幹線推進室からは、令和６年

10月以降に発生していた札幌工区の掘削の遅れに

ついては、粘性土がシールド機のカッタービット

へ付着したことが原因であって、高圧洗浄等の対

策を行いながら掘削を進めていると。地質状況は

徐々に改善傾向にあるとの答弁があったところで

ございます。 

 しかしながら、鉄道・運輸機構がホームページ

において公開している工事月報の掘削延長を確認

したところ、昨年10月から11月では200メートル

以上進んでおりましたが、11月下旬より掘削を停

止して、12月の掘削延長は０メートルとなってお

りました。その後、本年１月は44メートルと少し
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掘削が進んできているようでございますが、今後

の進捗について、ちょっと懸念しているところで

ございます。 

 そこで伺いますが、札幌工区も含めて、札幌市

内の工事進捗について伺いたいと思います。 

●上野新幹線推進室長  北海道新幹線の札幌市

内の工事進捗について、お答えいたします。 

 工事進捗につきましては、事業主体でございま

す鉄道・運輸機構から、主に工事月報を用いて報

告を受けておりまして、各工区等の状況を順次説

明させていただきます。 

 札幌市内につきましては、トンネル区間を星置

工区、富丘工区、札幌工区、桑園工区の四つの工

区に分けて工事を進めており、地上部においては、

新幹線札幌駅と札幌車両基地の工事を順次進めて

おります。 

 トンネル区間のうち、札幌工区につきましては、

11月下旬にシールド機による掘削を停止しており

ましたが、磨耗していたビットの交換完了後、１

月の下旬から掘削を再開しておりまして、２月１

日現在で総延長約8.4キロメートルに対し、掘削

延長約３キロメートルと、約36％の進捗となって

いるところでございます。 

 また、星置工区及び富丘工区につきましては、

今後トンネルの掘削が順調に進んだ場合、令和８

年中には、大半の掘削を終える見込みでございま

す。 

 一方、札幌駅周辺の地上部の工事につきまして

は、創成川通などに橋梁を架ける土木工事ととも

に、駅舎や車両基地の建築工事も順次進められて

おりまして、一部建物の外観が見て取れるように

なってきている状況でございます。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 札幌市内の工事については、一部遅れはあるも

のの、順次進んできているというようなお話でご

ざいました。引き続き、一日も早い開業を目指し

ていただきたいと思います。 

 また、昨年10月の決算特別委員会においては、

機運醸成についても質問しておりました。その際

に新幹線推進室から、新幹線札幌延伸に対する市

民の皆様の関心が低下しないように取り組むこと

が重要だと。新幹線の開業効果等を伝えて、札幌

延伸に向けて、継続して機運を醸成していきたい

と、そのようなご決意が述べられたところでござ

います。 

 そこで伺いますが、令和７年度における機運醸

成の成果についてお伺いしたいと思います。 

●上野新幹線推進室長  令和７年度におけます

機運醸成の成果についてお答えいたします。 

 令和７年度は、これまで複数のイベント会場へ

のＰＲブースの出展などによりまして、合計約１

万6,000個のグッズを配布したほか、ラジオ、情

報誌などによりまして、幅広い世代をターゲット

としたＰＲ活動を行いました。 

 また、１月下旬には、大和ハウスプレミストド

ームで開催されましたＪａｐａｎ Ｍｏｂｉｌｉ

ｔｙ Ｓｈｏｗ ＳａｐｐｏｒｏにてＰＲブース

を出展した際には、鉄道・運輸機構と連携いたし

まして、委員からご提案のありました実際のグラ

ンクラスのシートを設置いたしまして、子どもを

含む約1,400人の来場者に体感していただき、大

変好評いただいたところでございます。これらの

取組によりまして、一層の機運醸成が図られたも

のと認識しております。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。 

 様々なＰＲ活動を行って、私のほうからもいろ

いろ提案させていただきました。新幹線になかな

か乗れないけども、せめて新幹線のシートぐらい

持ってきて、新幹線の乗り心地はこんな雰囲気だ

ということを体験していただくようなことをやっ

たらどうかとお話ししていましたが、図らずもＪ

ａｐａｎ Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｓｈｏｗ Ｓａｐ

ｐｏｒｏにおいて、グランクラスですか。これは

私も座ったことがありませんが、ちょっと私は行

けなかったんですけど、行った人に聞きましたら、

もう大好評で、ドームの入口付近までずっと行列
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ができていたという、どこの有名ラーメン店より

も人気、好評だったというふうに伺って、実際に

乗ってみてどうでしたかと聞いたら、もうすばら

しいシートで、新幹線に乗っている気分になった

というお話も伺いました。ありがとうございます。 

 今月には、ＪＲ北海道が主催する北海道新幹線

開業10周年記念イベントが、新函館北斗駅で予定

されております。こういった大きなイベントに参

加することなども、継続して機運を醸成していく

という点で重要かなというふうに思うところでご

ざいます。 

 加えて、完成・開業が大幅に延期されることに

伴いまして、一層の負担が生じかねない工事周辺

地域の理解が得られる、そのための取組もまた必

要かと思います。 

 そこで、今後の機運醸成の取組についてお伺い

したいと思います。 

●上野新幹線推進室長  今後の機運醸成の取組

についてお答えいたします。 

 ＪＲ北海道主催の開業10周年記念イベントに合

わせまして、沿線自治体と連携して、ブースを出

展いたしまして、北海道新幹線の利便性や、札幌

市も含む沿線自治体の魅力、札幌延伸の効果など

をＰＲする予定でございます。 

 今後は、これまでの取組に加えまして、市内ト

ンネルの工事進捗に合わせた積極的なＰＲや、発

生土受入れ地である手稲山口地区におけるイベン

トの実施なども検討いたしまして、工事への理解

を得ることも含めて、機運醸成に努めてまいりま

す。 

●前川隆史委員  ありがとうございます。しっ

かりお願いしたいと思います。 

 最後に要望でございますけども、開業まで時間

があるわけで、財政的にも厳しいし、白石部長も

あんまり余計なことを言うなって、何か後ろから

サインが送られてきていますが、この間はやはり

有効に使って、いざ開業になったときに、ああし

ておけばよかったとか、こうしておけばよかった

というふうにならないように、今からこういった

地道な取組をしながら、いろんな気づきをたくさ

んぜひ得ていただきたいなと思います。 

 そして、いざ開業のときには、しっかり準備し

ておいて、本当にいいものに仕上がったというよ

うなことになるように、しっかり取り組んでいた

だきますことをお願いして、私の質問を終わりま

す。 

●山田一郎委員  私からは、丘珠空港における

安全運航の確保について、また、北海道新幹線札

幌延伸に関する市の対応について、また、北海道

新幹線建設工事の対策土についてという形で伺わ

せていただきます。 

 まず最初に、先ほど北区の伴委員と、また、白

石区の前川委員からもありました丘珠空港、今度

東区の山田から質問させていただきます。 

 まず最初に、丘珠空港における安全運航の確保

について伺いたいと思います。 

 安全運航といえば、やはり令和６年の１月、羽

田空港における民間航空機と海上保安庁の機体の

衝突事故、これは皆さんの記憶にも新しいと思い

ますし、あの飛行機自体は、民間飛行機のほうは

私の弟夫婦とめいっ子も乗っていたということも

ありまして、ちょうど１月２日、テレビを見なが

ら、飛行機が燃えているのを見ながら、うちの父

から電話があって、あれに乗っていたんだよとい

うのは、やはりかなり今でも覚えている状況であ

ります。 

 やはり飛行機事故というのは、ひとたび発生す

れば社会に大きな衝撃を与えるものであり、だか

らこそ、安全運航の確保、これは何よりも優先さ

れるべき課題であると感じたところであります。 

 民間航空機と自衛隊機の共用空港である丘珠空

港におきましても、今後の丘珠空港の機能強化に

よって便数が増える一方で、万が一の事態がない

よう、安全運航の徹底が急務であると認識してお

ります。 

 現在、丘珠空港の民間航空機の発着便数は、最
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大で１日50便に達するなど、ダイヤの過密化が進

む中、本市が令和７年３月に策定した札幌丘珠空

港と周辺地域の共生に関する基本構想においては、

安全運航の取組として、民間航空機と自衛隊機の

物理的な距離を確保するべく、丘珠空港緑地の北

東地区を活用した空港用地の拡張を想定し、防衛

省をはじめとした国との調整を進めている旨が記

載されております。 

 そこでお伺いしますが、丘珠空港の安全運航の

確保に向けた空港用地の拡張について、これまで

国との調整状況は、どのようになっているのか伺

います。 

●小澤空港活用推進室長  安全運航の確保に向

けました国との調整状況につきましてお答えいた

します。 

 丘珠空港における民間航空機の運用と自衛隊機

の訓練、これを両立させるための空港用地の拡張

につきましては、将来の増便はもとより、現在に

おきましても、安全運航をより確保していくため

に重要な取組であると認識しております。 

 これを実現するために、丘珠空港緑地の北東地

区を活用いたしました空港用地の拡張につきまし

て、現在、その規模やスケジュールなど、国など

の関係機関と認識を共有し、協議を深めていると

ころでございます。 

●山田一郎委員  国との間で、北東地区を活用

した空港用地の拡張については、規模やスケジュ

ールについて、協議を深めているというようなと

ころでありました。 

 今回の拡張対象となる丘珠空港緑地、今後の在

り方については先日の第二部予算特別委員会で、

二部ですので我が会派の和田委員から質問して、

建設局からは、緑地機能の維持にとどまらず、周

辺施設と連携したにぎわいの創出等も検討してい

くとの前向きな答弁がありましたので、これは私

としても、今後の展開に大いに期待しているとこ

ろではあります。 

 その上で、この用地拡張の本来の目的である安

全運航の徹底という観点について、もう１点お伺

いいたします。 

 現在、国による滑走路延長の計画・検討が進め

られておりますが、それに伴い、民間航空機が増

便されることに対して、周辺のお住まいの皆様、

つまりは東区に住んでいる住民の皆様ですけれど

も、事故の危険性が高まるのではないかといった

安全面への不安の声があることも事実であります。 

 今回、丘珠空港緑地の北東地区に空港用地を拡

張することは、そうした懸念に対する安全対策と

して、周辺住民の皆様の不安解消につながるもの

と考えます。 

 そこでお伺いしますが、周辺地域の安全・安心

を確保するという観点から、今回の用地拡張の意

義について、札幌市として、どのように認識して

いるのか、確認の意味も込めて伺います。 

●小澤空港活用推進室長  空港用地拡張の意義

につきましてお答えいたします。 

 丘珠空港の機能強化を進めるに当たりましては、

周辺地域の皆様の安全・安心の確保も、同時に進

めることが、極めて重要だと認識しております。 

 今般協議しています空港用地の拡張につきまし

ては、民間航空機や自衛隊機などの運用時におけ

る物理的な距離を確保することで、運航の安全性

をより高めるものであり、地域住民の皆様の不安

解消にも寄与するものであると認識しております。 

●山田一郎委員  空港用地拡張ですが、物理的

な距離を確保するだけで、地域の皆様の不安を解

消させていくというような答弁でございました。 

 先日の建設局の答弁でも、来年度に行う緑地の

基本計画策定において、地域の声を反映させてい

くということでありましたので、緑地の再整備も

含めて、引き続き地域に寄り添った丁寧な対応を

お願いしたいと思います。 

 さて、安全運航の確保は、一日も早く実現すべ

き急務の課題であり、国との協議と並行して、本

市が先行して担うべき役割については、遅滞なく

進めていく必要があると考えます。 
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 そこでお伺いしますが、用地確保に向け、本市

として、今後どのような役割を果たしていくお考

えか伺います。 

●小澤空港活用推進室長  用地確保に向けまし

た札幌市の役割についてお答えいたします。 

 できる限り早期に空港用地を拡張し、安全運航

を確保するためにも、札幌市が担うべき役割とい

たしまして、まずは国との協議を整えまして、そ

の後、速やかに丘珠空港緑地の都市計画変更の手

続など、進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 引き続き、国や関係機関と適切に役割分担し、

丘珠空港の機能強化とともに、安全運航の確保に

つきましても、しっかり取り組んでまいりたいと

考えております。 

●山田一郎委員  速やかに、丘珠空港緑地の都

市計画変更の手続を進めていきたいと考えている

ところでありました。 

 丘珠空港は、道内航空ネットワークを支える重

要な拠点であり、今後の機能強化には、もう本当

にるるいろいろと委員からの質問あったように、

期待を寄せられているところであります。 

 ただ一方で、その前提となるのは何より安全運

航の確保であり、地域にお住まいの皆様の安全と

安心がしっかりと守られてこそ、この空港の発展

が地域から理解されるものになると考えておりま

す。 

 今回の空港用地の拡張につきましては、民間航

空機と自衛隊機の運用における安全性をより高め

るために重要な取組であり、丘珠空港の機能強化

と安全運航を両立させる上でも、着実に進めてい

く必要があると考えます。 

 そして、この北東地域の活用でございますけれ

ども、先ほど伴良隆委員の質問に市長から、土地

利用については市として主体的に考えていかなき

ゃいけないという答弁もありましたし、建設局か

らも答弁として、地域の声を反映させていくとい

うような形もありました。私も本当に地元とかな

り深くつながっておりまして、信頼も厚いところ

でありますが、地域の声を聞きながら、市として

主体的に動いていただきたいというふうにお願い

しておきます。 

 本市として担うべき都市計画、手続などについ

ても、これまた遅滞なく取り組んで、丘珠空港の

機能強化と安全運航の確保の両立に向けて、着実

に進めていただくことを求めて、次の質問に移り

ます。 

 次に、北海道新幹線札幌延伸に関する本市の対

応について伺います。先ほどの前川委員に続いて、

丘珠空港、新幹線と同じ並びではございますが、

こちらもしっかりやっていきたいと思います。 

 北海道新幹線の札幌延伸、こちらは札幌のまち

づくりや観光振興、さらには道内外との交流拡大

など、本市の将来に大きな影響を与える重要な国

家プロジェクトであり、市民の期待も非常に大き

いものがあると認識しております。 

 しかしながら、先ほどもありましたが、昨年３

月には、札幌開業については完成・開業が大幅に

遅れる見通しが示され、また、札幌のまちづくり

や、経済への影響を懸念する声も出ているところ

であります。 

 そのような中で、昨年の12月には、鉄道・運輸

機構より、最大で1.2兆円の事業費の増加のおそ

れがあることが公表されました。 

 北海道新幹線は、国が主体となって進める国家

的プロジェクトでありますが、整備新幹線の制度

上、地方自治体にも一定の負担が求められる仕組

みとなっております。札幌市の将来負担という観

点からも、その動向には強い関心を持っておりま

す。 

 この公表を受けて、本年１月には札幌市内にお

いて、与党整備新幹線建設推進プロジェクトチー

ム意見交換会及び北海道新幹線札幌延伸推進会議

が開催されたところであります。 

 そこで質問ですが、これらの会議等において、

事業費の増嵩について、国や鉄道・運輸機構から
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はどのような説明を受け、また札幌市として、ど

のような要望を行ったのか伺います。 

●上野新幹線推進室長  北海道新幹線札幌延伸

に関する事業費の増嵩についてお答えいたします。 

 ご質問の会議等におきまして、鉄道・運輸機構

からは、2038年度末の開業を前提に精査を進めて

きた事業費の内容について、説明がございました。 

 具体的には、想定を上回る工事資材価格等の上

昇で最大5,500億円、地質不良等の予期せぬ自然

条件への対応で最大2,500億円、その他関係法令

の改正等により最大4,000億円、合計で最大1.2兆

円の増加のおそれがあることが示されました。 

 また、国からは、鉄道・運輸機構の報告を受け

た対応といたしまして、有識者の知見をいただき

ながら、事業費の精査を行っているところとの説

明があったところでございます。 

 なお、これらの説明におきましても、鉄道・運

輸機構と国のいずれからも、沿線自治体への地方

負担額は示されない状況でございました。 

 次に、これらの会議等に出席いたしました札幌

市長からは、開業時期が大幅に遅れることが公表

され、新たな開業時期も示されていない中で、さ

らに地方負担増額の可能性が生じていることは誠

に遺憾であるということを述べた上で、さらなる

建設財源の確保も含めて、新たな地方負担が生じ

ないよう、適切な措置を講じることを強く要望し

たところでございます。 

●山田一郎委員  今の答弁でも、国からの有識

者の知見をいただきながらも事業費の精査を行っ

て、札幌市の負担額については示されていない状

況ということでありました。 

 また、市長からは、これはもう引き続きであり

ますが、地方負担が生じないよう要望したという

ことが、今までの流れであるかなと思います。 

 こちらは先日の財政局との質疑でもいろいろ本

市の厳しい財政状況が明らかになったところであ

りますが、仮に札幌市の負担が増えるということ

となれば、本市の厳しい財政状況へ与える影響と

いうのは、非常に大きいものになると考えます。 

 また昨今、金利が上昇局面にも入っており、仮

に将来の負担が増えるようなものがあれば、資金

調達などについてももう準備していかなきゃいけ

ない、こういった可能性があるとも考えておりま

す。 

 そこで質問ですが、地方負担増額の可能性につ

いて、札幌市として、どのように考えているのか

伺います。 

●上野新幹線推進室長  地方負担の増額につい

てお答えいたします。 

 北海道新幹線札幌延伸の大幅な遅れに加えまし

て、新たな開業時期も示されていない中で、地方

負担増額の可能性が生じていることは、沿線自治

体への影響が非常に大きいものになると認識して

おります。 

 一方で、国においては、有識者の知見をいただ

きながら、事業費の精査を進めていくことに加え

まして、今後の整備新幹線の貸付の在り方につい

ての議論を進めているところでございます。 

 札幌市といたしましては、地方負担の軽減だけ

でなく、貸付料等のさらなる建設財源の確保も含

めて、新たな地方負担が生じないよう、適切な措

置を講じることを国へ要望し、各議論の動向を注

視していく考えでございます。 

●山田一郎委員  貸付料のさらなる建設財源の

確保を含めて、注視して考えていくという形でご

ざいました。 

 しかしながら、地方負担の増額というのは財政

的な負担だけにとどまるものではなくて、開業の

遅れとも重なり、札幌のまちづくりにも大きな影

響を及ぼすことが懸念されるところであります。 

 また、これまで札幌開業を前提として進められ

た様々な取組についても、今後の状況を踏まえな

がら、検討していく必要があるのではないかとも

感じております。 

 開業の遅れによって生じる影響については札幌

市としてもしっかりと把握して、国に対して伝え
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ていくことが重要であります。 

 そこで質問ですが、開業の遅れや事業費の増加

を受けて、札幌市として、今後どのように取り組

んでいくのか伺います。 

●上野新幹線推進室長 今後の取組についてお答

えいたします。 

 １月の北海道新幹線札幌延伸推進会議において

は、北海道から、札幌開業の遅れに伴う影響につ

きまして各沿線自治体の意見を聴取した上で、報

告がありました。 

 この報告では、札幌市から提示いたしました観

光や交通、都心の再開発などへの影響が懸念され

ることが盛り込まれておりまして、これに対し、

国からは早期に対応を要する事項から順次議論を

深める旨の回答があったところでございます。 

 このため、札幌市といたしましては、今後も国

の対応を注視するとともに、庁内連携を図りなが

ら、幅広い包括的な支援を国に求めていく考えで

ございます。 

 具体的には、札幌市独自要望であります札幌市

重点要望や、札幌市を含む沿線自治体により構成

しております北海道新幹線建設促進関係自治体連

絡協議会での要望活動など、様々な機会を捉えま

して、要望を行ってまいります。 

●山田一郎委員  国からは、早期に対応を要す

る事項から順次議論を進める回答というような形

で、札幌市は様々な機会を通じて、国への要望を

行っていくというようなところでありました。 

 ただ、この北海道新幹線の建設費なんですけれ

ども、これまでも工事費の増嵩というのはもう起

きておりまして、既におよそ6,500億円弱が上が

っておりまして、その中で、さらに今回1.2兆円

という大幅な増嵩の可能性が示されたという形で

ございます。 

 後ろに白石部長もいますが、10年推計は6,500

億円に上がる前の推計でございますので、やはり

これ、何が必要か。もちろん今からすぐにお金が

必要かというのは分からないんですが、やはりこ

ういった状況を考えて準備していくというのも、

本当に必要になってくるのかなというふうには思

っております。 

 ですので、札幌市においても、国の動向をただ

注視するだけでなく、札幌市としての考えをしっ

かりと国に伝えながら、地方負担がこれ以上増え

ることのないように、引き続き強く働きかけてい

ただきたいと思いますし、また、これはずっと言

っているんですが、開業の遅れによって生じる

様々な影響についても、札幌市としてもしっかり

意見を申し上げていただくことを申し述べまして、

次の質問に移ります。 

 最後に、北海道新幹線工事の対策土について伺

います。 

 まず、手稲山口受入れ地の搬入状況及び今後の

見通しについて伺います。 

 発生土の受入れ地が、新幹線工事の工程に影響

を及ぼすものであり、札幌市内で発生した自然由

来の重金属等が含まれる対策土については、手稲

山口受入れ地に運搬している状況であります。 

 そこで質問ですが、手稲山口受入れ地における

現在の搬入状況について伺います。また、満杯に

なる時期については、これまでの見通しと変わら

ないか、併せて伺います。 

●上野新幹線推進室長  手稲山口受入れ地の搬

入状況及び今後の見通しについてお答えいたしま

す。 

 令和８年２月１日現在で、受入れ容量につきま

しては、約90万㎥に対しまして、約70万㎥を搬入

済みでございます。 

 また、受入れ容量に達し搬入完了となる時期は、

現時点では令和９年中の見込みであると、鉄道・

運輸機構より聞いているところでございます。 

 なお、市内の対策土は約115万㎥発生するとい

う想定でありますが、この量はあくまでも想定で

ございまして、どの程度発生するか、掘削の状況

を引き続き注視する必要があると考えております。 

●山田一郎委員  掘削状況を引き続き注視して
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いくというところでありました。 

 新たな受入れ地が必要となれば、工事に遅れが

生じないよう、速やかに検討し、整備が必要だと

思います。 

 そこで質問ですが、新たな受入れ地整備の検討

状況について伺います。 

●上野新幹線推進室長  新たな受入れ地整備の

検討状況についてお答えいたします。 

 鉄道・運輸機構からは、新たな受入れ地の要否

については、掘削状況を注視している状況でござ

いまして、現時点では未定でございますが、令和

８年中には判断する予定であるというふうに聞い

ております。 

 札幌市といたしましては、新たな受入れ地が確

保されないことで、工事進捗に影響が生じること

のないよう、今後も鉄道・運輸機構から随時情報

提供を受け、必要な支援を実施していく所存でご

ざいます。 

●山田一郎委員  最後に要望を申して質問を終

わらせていただきますが、対策土の受入れ、これ

は単なる用地確保の問題ではなく、地域の皆様の

理解と信頼の上に成り立つものであります。 

 手稲山口地区においても、受入れ地の跡地活用

や、受入れ地に限らない地域振興策について、地

域との調整が現在も続いており、受入れに伴う地

域負担への対応が十分とは言えない状況にあると

受け止めております。 

 こうした経過を踏まえれば、新たな受入れ地が

必要となる場合には、直前になって対応するので

はなく、あらかじめ複数の選択肢を視野に入れた

検討を進めておくことが極めて重要であります。 

 新幹線工事の円滑な推進の観点からも、札幌市

に限らず、受入れの検討や、そのほかの処理、方

法等、引き続き様々な視点から検討を実施するよ

う、鉄道・運輸機構にも求めることを要望させて

いただいて、私からの質問を終わります。 

●わたなべ泰行副委員長  ここで、およそ20分

間、委員会を休憩いたします。 

―――――――――――――― 
休 憩 午後２時47分 

再 開 午後３時10分 

―――――――――――――― 
●かんの太一委員長  委員会を再開します。 

 休憩前に引き続き質疑を行います。 

●うるしはら直子委員  私からは大きく２項目、

バスネットワークの確保に向けた交通確保対策パ

ッケージについて、そして、リーディングプロジ

ェクトにおけるほこみち制度の指定について伺い

ます。 

 最初に、バスネットワークの確保に向けまして、

今年度から始まりました生活交通確保対策パッケ

ージについて、４点ほど伺います。 

 我が会派は、さきの代表質問でも述べたとおり、

現在、本市が進めている本事業の取組によって、

運転手の待遇改善が進み、また、採用者数が増加

傾向に転じるなど、一定の効果が現れ始めている

と認識しております。そして、そのことから、今

後も継続していくべきであると訴えてまいりまし

た。 

 そうしたことからも、次年度、令和８年度予算

においても、このパッケージが基本的に維持され

たことについては、会派としても高く評価してい

るところです。 

 来年度の生活交通確保対策パッケージの予算を

見ますと、総額約36億4,000万円で、今年度より

も約６億4,000万円増となっており、その主な要

因は、ＩＣカード車載器更新補助が本年度よりも

約５億円増額したことが大きいと理解しておりま

す。 

 そこで質問ですが、2026年度、令和８年度ＩＣ

カード車載器更新補助が、2025年度に比べて大き

く増額された要因について伺います。 

●飯田公共交通担当部長  ＩＣカード車載器更

新補助の増額理由についてお答えいたします。 

 本事業は、現在バス車内に設置されているＩＣ

カード車載器が保守期限を迎えましたことから、
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その更新費用としまして、市内バス事業者３社に

対して、令和７年度から９年度の３年間で、総額

約31億円を補助するものでございます。 

 補助対象は３社合計で1,316台の車載器の更新

及び関連サーバーの構築であり、令和７年度には、

主に車載器のソフトウェア開発と関連サーバーの

構築、令和８年度及び９年度には、車載器本体の

交換作業等を実施予定でございます。 

 このうち、令和８年度は、更新対象となる車載

器全体の半数を超える759台の更新を行う予定で

ありまして、車載器本体の購入や取付けに要する

経費の割合が増えることから、令和７年度よりも

増額となったものでございます。 

●うるしはら直子委員  増額に関しまして、ま

ず今回の更新で、バス事業者３社の約半数以上が

この台数の更新に当たるということで、また、こ

のＩＣカード車載器更新は、事業者にとっても大

変負担の大きいものであると私も聞いておりまし

たので、本市がこの支援をする意義は大変大きい

と理解いたしました。 

 車載器は一定程度の年数が経過しますと更新が

必要となりますので、更新する際には、新たな機

能を追加していくなど、さらなる利便性の向上を

図るための検討も進めていただきたいと思います。 

 次に、公共交通案内表示等の多言語化対応につ

いて伺います。 

 札幌市内の外国人宿泊客は2025年度の上半期で

は約94万人と、前年度の同期と比較しまして、

17.2％増加しており、通年ではさらなる増加が見

込まれております。 

 海外からの観光客が増加し、かつ、多様な国か

らの来訪が増えている状況の中、運転手ですとか、

また窓口で案内する方々の負担が大きくなってお

り、現場の負担軽減に向けた対策が必要とされて

います。 

 また、昨今はＳＮＳの影響がありまして、都心

部だけではなく、観光客の足が郊外にも広がって

います。 

 例えばですが、南区の滝野霊園にあります頭大

仏、これは年間の外国人来訪者が約15万人にも達

しておりまして、昨年の春には、最寄りのバス停

が頭大仏前と変更されるほどの人気スポットとな

っております。 

 一方で、都心部と異なりまして、郊外部は全般

的に案内の多言語対応が大変遅れており、これは

早急な対応が必要です。 

 そこで質問ですが、来年度行う公共交通案内表

示等の多言語化対応支援の具体の内容について伺

います。 

●飯田公共交通担当部長  多言語化対応支援の

内容につきましてお答えいたします。 

 令和８年度におきましては、外国人観光客が増

加している真駒内駅など、郊外部のバスターミナ

ルや停留所におきまして、多言語に対応した行き

先表示板を設置する費用に補助金を交付する制度

を設ける予定でございます。 

 また、札幌駅などの都心部のチケット購入窓口

等におきまして、外国人観光客へのスムーズな対

応が行えるよう、多言語に対応した翻訳機を導入

する費用についても、同様の制度を設ける予定で

ございます。 

●うるしはら直子委員  ありがとうございます。 

 最近は国際情勢も、先ほどの質問にもありまし

たけど、大変不透明でありますけれども、それで

も海外からの観光客など、インバウンドの需要は

今後も増加基調が続くものと思いますので、引き

続き、こういった工夫のある取組を推進していた

だきますようお願いいたします。 

 次に、外国人バス運転手の養成支援についても

伺います。 

 外国人バス運転手の養成支援につきましては、

2025年度はモデル事業として、本市でスタートし

ております。 

 現在、バスの事業者等とも連携しまして、ミャ

ンマーからの留学生を３名受け入れていまして、

バス運転手を目指した日本語の習得、あるいは大



 

160 

型二種免許取得に向けた準備等が進められている

と承知しております。 

 近年では、全国でも外国人のバス運転手が誕生

しておりますけれども、行政が積極的に関与して

いるといった事例はほとんどなく、この点は全国

からも注目されている事例であると聞いています。 

 今回、初めての外国人バス運転手の育成に取り

組む中では、浮かび上がってきた様々な課題とと

もに、今後取り組むべき方向性も見えてきたので

はないかと思います。 

 そこで質問ですが、今年度のモデル事業の状況

を踏まえて、来年度はどのような事業を実施する

のか伺います。 

●飯田公共交通担当部長  外国人材受入れ事業

の方向性についてでございます。 

 令和７年度から開始したモデル事業は、将来的

にバス運転手を目指す語学留学生を、バス事業者

でアルバイト雇用しつつ、バス運転手として養成

する事業でございますけれども、養成期間が長期

にわたることや、受入先のバス事業者での負担も

大きいことが課題となっております。 

 これらの課題に対応すべく、令和８年度から始

める新たな事業では、先に母国で日本語能力や運

転に関わる教育を行い、日本へ入国してから運転

免許の取得や日本語能力の向上等を図ることとし

て、この一連の支援を外国人材の養成経験がある

事業者に委託して、実施する予定でございます。 

 また、モデル事業では１社の受入れでありまし

たが、令和８年度事業からの新規事業では、令和

９年秋頃に３社、合計で10名を受け入れる予定で

ありまして、運転手不足への対応の一助となるこ

とから、しっかりと取り組んでまいりたいという

ふうに考えております。 

●うるしはら直子委員  様々な取組をしながら、

令和９年度秋には３社合計で10名、受け入れる予

定ということでした。 

 バス運転手を確保する上では、外国人人材の活

用も非常に重要であることから、少し時間をかけ

ても、着実に継続して取り組んでいただくよう求

めます。 

 また、今回、人数も増えるということですので、

その際には外国人バス運転手を目指す方々、こう

した皆様の思いですとか、声も聞いていただくよ

うよろしくお願いいたします。 

 ここまではパッケージの内容を具体的に聞いて

きたんですけれども、今後の札幌市とバス事業者

との協働の取組について伺いたいと思います。 

 持続可能なバスネットワークを構築するために

は、短期的な人材確保策にとどまらず、路線の見

直しや運行の効率化に加えて、事業者間の連携の

在り方などについて、これは中長期的な視点で検

討を進めていくことが必要不可欠です。 

 この点につきましては、どのような課題がある

のか、先日の代表質問でもただしたところです。 

 その際、市長からは、札幌市と各バス事業者が

一丸となってネットワーク全体の最適化を検討し、

いかに実現していくかが大きな課題であり、今後

は協働して取り組むための方策について、先進事

例を参考に検討を進める旨との答弁がありました。 

 協働の在り方は、地域の特性によって様々であ

り、本市における協働の在り方についても他都市

の事例を参考にしつつ、本市特有の事情等を考慮

しながら議論を進めていく必要があると考えます。 

 そこで質問ですが、札幌市とバス事業者が協働

して取り組むための方策について、どのように検

討を進めていくのか伺います。 

●飯田公共交通担当部長  バス事業者との協働

の取組についてお答えいたします。 

 バス事業者と協働して取り組むための方策を検

討する上では、札幌市とバス事業者が連携し、中

長期的な視点で、協働する内容を整理する必要が

あるというふうに認識しております。 

 協働の内容としましては、路線の再編や運転手

の確保などが考えられますが、他都市における事

例や札幌市の状況などを踏まえながら、今後、具

体的に洗い出していく考えでございます。 
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 その上で、実際に協働する上での課題や、その

解決策などにつきまして、バス事業者と共に検討

を掘り下げてまいりたいというふうに考えており

ます。 

●うるしはら直子委員  ぜひ他都市の先行事例、

これをバスの事業者とも共有しながら、協働して

いく内容の整理、そして課題については時間をか

けずに、しっかり検討するようにお願いしたいと

思います。 

 特に以前にも指摘しましたが、このバス事業者

が不足していると言っている共通の認識の部分に、

整備の面というのもあったと思います。こうした

ことは全体で協働して取り組んでいくことも必要

と思いますので、こうした検討も加えていただく

ことを再度求めておきます。 

 最後に要望です。 

 まず、この生活交通確保対策パッケージは、バ

ス事業の課題を抜本的に解決する特効薬ではあり

ませんが、運転手確保と路線維持に向けては、着

実に効果が現れ始めています。 

 このパッケージによる支援を今後も継続し、次

年度は２年目でもありますので、さらに効果につ

いて検証をするよう求めておきます。 

 また、このバスネットワークは市民の足を守る

不可欠な都市インフラであり、特に郊外部の暮ら

しを支える、いわば札幌というまちの大動脈です。 

 人の移動を確保することは、商店街や商業施設

など、地域での消費を促すだけでなく、環境負荷

の低減、そして持続可能な都市づくりを支える上

でも、極めて重要な役割を担っています。 

 先日３日に開かれました公共交通協議会を傍聴

させていただきましたが、バス事業者から運賃改

定の提案がなされました。 

 今後の議論の核心は、その負担が運転手不足、

ひいては減便や廃止の足止めに直結するかという

点にあるのではないかと感じたところです。 

 また、働く環境の改善や環境の対策について、

質問・意見も出されておりまして、この全ては持

続可能な路線の維持のために不可欠な視点だと考

えます。将来的に持続可能なネットワーク構築を

不退転の決意で加速させることを強く求めます。 

 そしてまた、市民への説明なんですが、これは

先ほどもお話にありました白石区の川下のほうで

もいろんな議論がありましたけれども、まず、市

民への説明は、市民の不安を払拭すること、これ

が何より重要です。 

 こうした市民の説明に関しましても、バス事業

者の様々な皆様と協働を図りながら、市民に納得

がいただけるよう進めること、これは行政の責任

であると申し上げ、この質問を終え、次の質問に

移ります。 

 次に、リーディングプロジェクトにおけるほこ

みち制度の指定について伺います。 

 昨年、本市が示したＷｅｌｌ－Ｍｏｖｉｎｇ 

Ｃｉｔｙ ＳＡＰＰＯＲＯ 2045ビジョン案では、

その実現に向けて、都心、そして地域交流拠点、

また、住宅市街地の三つのエリアで、それぞれリ

ーディングプロジェクトを定めています。 

 このうち、住宅市街地のリーディングプロジェ

クトでは、地元であります白石区の本郷商店街の

メインストリートであります札幌市道本郷中央線

を歩行者利便増進道路、いわゆるほこみちに指定

することを見据え、検討を進めるとしています。 

 このほこみち制度につきましては、2025年、第

４回定例市議会の総務委員会、我が会派の質問へ

の答弁では、道路を単なる通行の場としてだけで

はなく、人々が滞留し交流する場として、柔軟に

活用できるようにする仕組みであるとのことでし

た。私としましても、魅力と活力ある都市空間を

創出していく上で、大変有益な制度であると考え

ています。 

 そこで最初の質問ですが、市道本郷中央線のほ

こみち指定に向けて、どのような調整や検討を行

ってきたのか伺います。 

●小林都市計画部長  ほこみち指定に向けた、

これまでの検討状況についてお答えいたします。 
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 このたびの取組は、地域の活性化のために、本

郷中央線の魅力向上を目指す本郷商店街振興組合

を札幌市が支援し、地元の町内会や関係機関とも

協議を重ねながら、検討を進めてきたものでござ

います。 

 検討の過程においては、沿道の土地利用の状況

や道路の幅員等を具体的に把握し、道路管理者な

ど庁内の関係部局と、法令等の基準への適合を確

認した上で、本郷中央線における適切な指定区間

を絞り込んできたところでございます。 

 こうした経緯を経て、現在はほこみち指定に向

けた庁内外の関係者との協議が調った状況となっ

ております。 

●うるしはら直子委員  これまでの検討状況に

ついては承知いたしました。 

 商店街からの相談から始まり、また様々な法令

上の基準であったり、課題もあったと思いますが、

先月には商店街振興組合と、また連合町内会の

方々と行政とで、前向きな話合いがされたという

ことも聞いております。 

 私は、この商店街のエリアで生まれまして、学

生時代も過ごした経験がありますから、昔からこ

の地域には特別な思いですとか、愛着を持って見

守ってまいりました。 

 本郷商店街は、古くから様々な商店、飲食店な

どが集積しまして、特に萬蔵祭という地域に根づ

いたお祭りを開催するなど、地元に大変親しまれ

ている商店街です。 

 一方で、近年では店舗からマンションに建て替

わるところもあって、新たなコミュニティーが発

生しているものの、商店街としての魅力の維持が

一つの課題となっているという声も聞いておりま

す。 

 そのような状況の中、このほこみち制度を活用

することで、商店街活性化の可能性について期待

する声も大変増している状況と承知しております。 

 そのため、これまで本郷商店街が守ってきた商

店街の魅力を高めるためにも、ほこみちの指定は

スピード感を持って取り組むことが重要と考えま

す。 

 そこで次の質問ですが、これまでの検討状況を

踏まえ、今後のほこみち指定の見通しについて伺

います。 

●小林都市計画部長  今後のほこみち指定の見

通しについてお答えいたします。 

 関係者との協議が調ったことから、今後速やか

に手続を進め、来月、令和８年４月中にも、札幌

市で初となるほこみちの指定を行える見込みとな

っております。 

 その上で、制度上は指定した道路内に特例区域

を定めることで、道路占用の許可基準が緩和され、

ベンチやテーブル等の設置の自由度が高まること

から、引き続き検討を深めて、令和９年度中の特

例区域の指定を目指す考えでございます。 

 そのため、令和８年度におきましては、ベンチ

やテーブル等の効果的な配置等を検討するための

実証実験を行う予定でございます。 

●うるしはら直子委員  令和８年、2026年、今

年の４月ですね。札幌初となるほこみち指定を行

う予定ということで、また、特例区域の指定は令

和９年、2027年度中に行う予定とのことでした。

これによりまして、商店街の魅力がさらに高まる

ことを大いに期待しています。 

 ただいまの答弁では、札幌市初の指定であり、

ベンチやテーブル等のいわゆる歩行者利便増進施

設、この効果的な配置を検討するための実証実験

を行うとのことでした。 

 先ほどからも触れておりますけれども、地域の

期待が大変大きくなっているときだからこそ、こ

の熱量に応えるといった意味でも、できるだけ早

期にこの実証実験を開始することは、非常に重要

だと考えます。 

 そこで最後の質問です。今後、どのような形で

実証実験を行っていくのか伺います。 

●小林都市計画部長  ほこみち指定後の実証実

験についてお答えいたします。 
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 実証実験は、本郷商店街振興組合が主体となっ

て行う予定でございまして、詳細は今後の検討と

なりますが、実際に、現地にベンチやテーブル等

を試行的に設置しまして、効果的な配置や通行へ

の影響、維持管理上の課題などの検証を目的とし

ております。 

 札幌市としましては、この実証実験がほこみち

制度を活用した地域のにぎわいづくりの優れた先

行事例となるよう、引き続き地域と連携を図りな

がら、必要な支援を行ってまいる考えでございま

す。 

●うるしはら直子委員  本郷商店街の振興組合

と本市が主体となって実証実験を行い、それを支

援していくとのことだったと思います。 

 これまでほこみち指定に向けた事務的な調整や

構造基準の確認など、官民連携で着実に取り組ま

れてきたこと、ここは評価したいと思います。 

 私も、今回の商店街のほこみちの件について、

最初にお話をお聞きしましたのは、コロナが明け

て、ようやく商店街も活気を取り戻し始めたとい

う頃でした。小林部長も白石の土木にいらした頃

だと思います。 

 この間、この時期は、その時々の制度によって、

特例的な許可という形で歩行者空間を進めてきた

んですけれども、これを法に基づいた安定的かつ

継続的な活用へと歩みを進める経緯、これは３年

かかりましたけれども、共に見守ってまいりまし

た。 

 本事業は単なる一商店街への支援策ではなく、

本市ビジョンにおける住宅市街地のリーディング

プロジェクトです。この認識に立ち、本市の主導

的な役割を期待して、最後に２点要望いたします。 

 まず、令和８年度、2026年度に行う実証実験の

運用につきましては、ほこみちの許可要件である

バリアフリー工事も必要と認識しておりますが、

昨今は資材や人手の問題による工期の変動も予想

されます。このプロジェクトを遅延なく推進する

ためには、ハードの完了に左右されずに、実証実

験や研修をしっかり進めるなどの弾力的な対応を

求めます。 

 また、今後の推進体制につきましては、地域計

画課がコーディネーターとなって、建設局をはじ

めとする関係部局はもとより、今後は例えば経済

観光局など、さらに連携の裾野を広げまして、多

角的な支援体制を構築することを求めたいと思い

ます。 

 本郷商店街でのほこみち制度の取組が、今後、

札幌市全体の新たな道路活用のモデルになること

を強く強く期待しまして、私の質問を終わります。 

●丸山秀樹委員  私からは、３点質問させてい

ただきたいと思います。 

 １点目は都市再開発方針について、２点目は厚

別ふれあい循環バスの持続可能な運行の実現につ

いて、３項目めは、旧青葉小学校等の跡活用につ

いて、この３点を伺わせていただきたいと思いま

す。 

 最初に、札幌市都市再開発方針について質問を

いたします。 

 札幌市都市計画マスタープラン、札幌市立地適

正化計画とともに、２か年間にわたって検討して

きた本方針案も、今月末には策定・公表される見

込みと聞いております。 

 本方針は、札幌の再開発のマスタープランとし

て、今後のまちづくりを左右する重要な指針であ

りますが、重要なのは策定された後、いかに計画

を実行に移し、都市の魅力向上につなげていくか

であります。 

 これまで我が会派は、市民や企業への再開発に

関する実績や、支援策等の効果的な情報発信の必

要性など、施策の実効性を高めるための要請も行

ってまいりました。 

 中でも着目している点として、今回の方針では、

再開発を通じたまちづくりに貢献する取組、いわ

ゆる公共貢献を誘導していく必要性が示されてお

りますが、これまでのこうした取組をもっと積極

的にアピールすると具体的にイメージしやすく、
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市が期待していることも分かるので、大変重要と

考えるところであります。 

 例えば、北海道胆振東部地震の際は、再開発に

より整備されたさっぽろ創世スクエアの市民交流

プラザの空間を開放し、多くの観光客や帰宅困難

者を受け入れるなど、防災拠点として大きな役割

を果たしたと記憶しております。 

 ほかにも補助金を活用して整備したｓｉｔａｔ

ｔｅ ｓａｐｐｏｒｏ、北２西３北地区の優良建

築物等の整備事業や、大同生命札幌ビルｍｉｒｅ

ｄｏ、北３西３南地区優良建築物等整備事業では

チ・カ・ホと開放的な広場で直結し、新たなバリ

アフリー動線を確保して、回遊性を向上させると

ともに、地下と地上の双方に新たなにぎわいを創

出しております。 

 このように、再開発によって生まれるまちの新

しい魅力や、市民生活を支える目に見える実績が

十分に周知されていない現状は、極めてもったい

ないと感じるところであります。 

 こうした目に見える実績を戦略的に発信してい

くことで、市民の理解を深め、民間企業の投資意

欲をさらに喚起するなど、再開発の機運をより一

層高めていくことにつながるものと考えます。 

 そのためには、市が求める公共貢献の姿を正し

く理解していくことが重要であるとともに、いか

に実際の事業へと結びつけて誘導していくのか、

その具体性が問われているものと思います。 

 そこで質問ですが、再開発方針策定後、再開発

の促進に向けて、情報発信を具体的にどのように

進めていくのか、市の考えを伺います。 

●林事業推進担当部長  再開発の促進に向けた

情報発信の進め方についてお答えいたします。 

 再開発の情報を効果的に発信するため、現在、

札幌市公式ホームページ内の再開発関連部分の大

幅な見直しを進めているところでありまして、再

開発への市民理解の促進と、民間投資の促進を重

視した内容に再構成する予定でございます。 

 具体的には、札幌市が求める公共貢献の姿を、

写真やイラストを用いて視覚的に分かりやすく提

示するとともに、活用が可能な補助制度や容積緩

和を行う制度の紹介を、広場や一時滞在施設など

の整備実績と併せて、同一ページで情報発信を行

っていくことを考えております。 

 このような情報発信を通じて、具体的な効果、

メリットを明確化し、官民連携による再開発を促

進してまいりたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  公共貢献の姿や活用可能な制

度の情報発信の強化について、前向きな答弁をい

ただくことができました。 

 ついては、まずは広く周知し、開発の機運を高

めることが全ての土台となるものであり、その取

組をしっかり進めていただきたいと思います。 

 その上で、再開発を通じて市民の利便性や安全

性をどのように高めていくのか。その柱となるの

が、本方針で掲げられている重点公共貢献の取組

であります。 

 特に、重点的に誘導すべき公共貢献の一つに位

置づけられている交通環境の整備は、本市の高齢

化が進む中で、市民の安全・安心な移動を支える

待ったなしの取組と言えると思います。 

 誰もが安心して外出して楽しめる、歩いて暮ら

せるまちづくりの実現に向けては、本方針でも示

している地下鉄駅周辺のバリアフリー動線や、バ

ス待合環境の確保など、公共交通の利便性向上が

不可欠と考えます。 

 交通環境の整備において、民間開発を確実に誘

導していくためには、先ほどの情報発信に加え、

民間事業者の決断を力強く後押しする、もう一押

しの具体的な施策が求められると考えます。 

 今回の再開発方針では、行政からも能動的に働

きかける姿勢が示されたことは評価しております

が、民間事業者の決断を引き出し、事業化を後押

しするためには、市がより踏み込んだ役割を果た

すべきと考えます。 

 そこで質問ですが、民間活力を活用した交通環

境の整備に向けて、取組を確実に具体化するため
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に、次年度以降、どのように進めていくのか、市

の考えを伺います。 

●林事業推進担当部長  民間活力を活用した交

通環境の整備に向けて、次年度以降、どのように

取り組んでいくのかについてお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、民間事業者の決断を後押

しするためには、札幌市がより能動的に関与して

いくべきと認識しております。そのために、まず

は個別の建物についての再開発の可能性や効果を

検証し、優先度を整理していきたいと考えており

ます。 

 具体的には、次年度において、まずはエレベー

ターを新設いただくことにより、地下鉄駅との高

い接続効果が見込まれる建物を洗い出し、さらに

個々の建物の老朽度等を勘案して、優先順位を整

理していくことを予定しております。 

 その上で、優先順位の高い建物から所有者に働

きかけ、バリアフリー動線やバスの待合環境など

が確保された良好な再開発を誘導してまいりたい

と考えております。 

●丸山秀樹委員  ありがとうございました。 

 本事業は相手方のある取組であり、相応の期間

を要するものということは理解しております。し

かしながら、積雪寒冷地の札幌市において、地下

接続によるバリアフリー化は、冬期間の移動環境

改善に極めて大きな効果を発揮するものであると

考えます。 

 まずは来年度実施する調査において、単なる机

上の調査に終わらせることなく、現場の実態をし

っかりと把握していただきたい。その上で、その

結果を最大限に活用し、公共交通の利便性向上は

もとより、何よりも市民の移動の安全確保へと着

実に進めていただくことを強く求めたいと思いま

す。 

 そして、ユニバーサルや回遊性は人に優しいま

ちづくりと評価をされ、にぎわいや活力を生み出

す経済効果ももたらす取組となることから、まち

の姿勢を示すことにもなります。 

 ついては必要な財源はしっかりと確保して、担

当部局が自信と責任を持って地権者との交渉に臨

める体制を整えることを強く要望させていただい

て、次の質問に移らせていただきます。 

 次は、厚別ふれあい循環バスの持続可能な運行

の実現についてお伺いをいたします。 

 札幌市内の公共交通ネットワークは、深刻な運

転手不足を背景とした減便や路線の廃止が相次ぎ、

昨年４月に、バス路線の廃止を受皿として、札幌

市による代替交通の運行が開始されております。 

 こうした状況が現在も続いており、市民生活の

足を守る施策は、喫緊の課題となっております。 

 厚別区においても、昨年４月に、北海道中央バ

スが運行しておりました厚別ふれあい循環線の路

線廃止に伴い、札幌市の地域交通支援制度を活用

した厚別ふれあい循環バスの実証運行が、昨年４

月より開始されております。 

 地域交通支援制度の性質上、一定の収支率の達

成が必要となるため、運賃や運行ダイヤは従来の

バスよりも不便になったものの、地域がこのバス

路線の維持を自分事として捉え、運行事業者や札

幌市と共に周辺住民への利用の呼びかけや、運行

時間の延長を行うなど、利用促進策を実施してき

たことに加え、沿線住民もバスに乗ることにより

運行を支えるという非常に前向きな取組がなされ

ており、その結果として、令和８年４月から本格

運行へと移行することになったと承知しておりま

す。 

 そこでまず質問ですが、厚別ふれあい循環バス

の実証運行における利用状況についてお伺いをい

たします。 

●飯田公共交通担当部長  厚別ふれあい循環バ

スの利用状況についてお答えいたします。 

 実証運行を開始した令和７年４月は、１日当た

りの平均利用者は約170人となっておりまして、

最新の集計結果のある令和８年１月は、利用者が

増える冬季ということもありまして、約200人と

なっております。また、運行開始から令和８年１
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月までの平均としましては、約180人が利用され

ているというところでございます。 

 なお、北海道中央バスが運行していた令和６年

度の実績としましては、１日当たりの平均利用者

が約380人でありましたことから、令和６年度と

比べると利用者が約半分となった状況でございま

す。 

●丸山秀樹委員  次に、利用促進策についても

伺ってまいりますが、今のご答弁で、北海道中央

バスが運行していた令和６年度と比較すると利用

者が大きく減少しており、利用者を増やしていく

ためには、利便性の向上が必須であると考えます。 

 現在の運行ダイヤから、主たる利用者である高

齢者の買物や通院での利用が多いということが考

えられますが、厚別ふれあい循環バスの運賃は

300円であり、近隣の既存のバス路線と比べると

割高で、地域住民からも、なぜこのバスは敬老優

待乗車証などのＩＣカードが使えないのか、敬老

優待乗車証を使えるのなら利用するといった声も、

私のほうにもかなり多くの数でいただいていると

ころであります。 

 このようなことから、ＳＡＰＩＣＡや敬老パス

などのＩＣ乗車券が使用できるようになれば、利

便性が向上し、その結果、利用者も増えていくと

いうことが考えられますが、このような課題に対

して、札幌市としてどのような対応を考えている

のかお伺いしたいと思います。 

●飯田公共交通担当部長  利用促進策について

お答えいたします。 

 ＳＡＰＩＣＡや敬老パスなどのＩＣ乗車券が使

用できないことは、運行主体でもある地域としま

しても大きな課題と認識していたものの、ＩＣ乗

車券の導入には高額な初期投資等が必要となるた

め、対応が難しいと判断されたものでございます。 

 一方で、敬老優待乗車証制度につきましては、

担当部局との協議の結果、令和８年４月の本格運

行移行に合わせて、紙の回数券方式により利用が

可能となりました。これにより、高齢者について

は利便性が一定程度向上し、今後、さらなる利用

拡大が図られると見込まれまして、安定した運行

にも寄与するものというふうに考えております。 

●丸山秀樹委員  この件についての要望を申し

上げたいと思います。 

 ＩＣカードを導入するということは、今の答弁

にもありましたように多額の費用が必要というこ

とで、すぐに対応することが難しいということ。

また、当面の対応といたしまして、紙の回数券に

よる敬老優待乗車証の制度の適用を、本当に保健

福祉局などとも連携をしていただいたと思います。

大変にありがとうございます。制度の恩恵が受け

られることになりましたことに、心から感謝を申

し上げたいと思います。 

 しかしながら、厚別ふれあい循環バスに限らず、

代替交通として導入された路線ではＩＣカードが

利用できません。また、乗り継ぎ割引などのサー

ビスが受けられない状況にありまして、利用者の

利便性という観点からは、依然として課題が残っ

ているものと認識しております。 

 私は、第４回の定例市議会の代表質問におきま

して、地域交通をいかに持続可能な形で守ってい

くのかという視点から、地域主体の交通の重要性

について取り上げてまいりました。 

 人口減少や運転手不足が進む中で、地域交通を

守ることは、まさに地域の暮らしそのものも守る

ことだというふうに考えます。 

 厚別ふれあい循環バスは、単なる交通手段とい

うだけではなくて、地域の皆さんが自分たちの足

を自分たちで守るという強い意志の下、行政や運

行事業者と連携しながら支えてきた、大変意義深

い取組であると感じておりますし、これは他の地

域にもたくさん学ぶべきところがあるのではない

かというようにも思うところであります。 

 今後においても地域運行事業者、そして札幌市

が、それぞれの役割を果たしながら連携を深め、

利用者の声を丁寧に受け止めつつ、より使いやす

く、そして、将来にわたって持続可能な地域交通
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へと育てていっていただきますことを強く要望さ

せていただいて、次の質問に移りたいと思います。 

 次は、旧青葉小学校等の跡活用についてお伺い

をいたします。 

 学校の再編などにより閉校となりました小学校

については、民間事業者への条件付売却による跡

活用を通じて、地域コミュニティの拠点機能など

を確保していく方針であると伺っております。 

 小学校は長年地域に親しまれてきた場所であり

ますから、こうした方向で跡活用が進められるこ

とは、地域の活力を維持していく上でも大変重要

なことだと、私も思うところであります。 

 その対象の一つとなっております旧青葉小学校

につきましては、閉校から既に長期間が経過して

おります。現在、校舎などの建物も解体され、更

地となっており、冬場には除雪車両置場として、

暫定的に活用されている状況にあります。 

 昨年には、跡活用に向けて、民間事業者へのサ

ウンディング調査も実施されたと伺っておりまし

て、札幌市としても検討を進めていただいている

ことは承知しているところですが、いまだ跡活用

には至っておりません。 

 地域の方々からは、長年親しまれてきた学校の

跡地が、今後どのようになっていくのかという期

待とともに、その行く末を気にかけている声も数

多く伺っているところでもあります。 

 そこで１点目の質問ですが、旧青葉小学校の跡

活用に関する検討状況についてお伺いをいたしま

す。 

●小林都市計画部長  旧青葉小学校の跡活用に

関する検討状況についてお答えいたします。 

 旧青葉小学校の跡活用については、地域の意向

はもとより、民間事業としての実現可能性につい

ても考慮しながら検討を進めるため、昨年行った

サウンディング調査の結果も踏まえて、民間事業

者にどのような条件をつけて売却するか、地域と

ともに跡活用検討部会で議論を重ねてきたところ

でございます。 

 その結果、地域コミュニティの維持・活性化に

資するよう、地域住民が集える場や地域活動を行

える場、若い世代を含む他世代が交流する取組、

災害時における地域住民の避難についての配慮、

この３点について提案することを公募条件とする

ことといたしました。 

 現在は、公募に向けて不動産鑑定の実施や、募

集要項の検討を行っているところでありまして、

令和８年度の前半には募集を開始できるよう、準

備を進めているところでございます。 

●丸山秀樹委員  地域の住民が集える場所、ま

た災害時の避難への配慮など、３点が公募条件と

して合意に至り、令和８年度前半の募集開始に向

けて、準備が進められているということでござい

ました。 

 先ほど申し上げましたが、旧青葉小学校は既に

校舎等の建物が解体されておりまして、地域の交

流の場や避難所としての機能が今後どのようにな

っていくのか、地域では懸念する声もありました

ので、今回、その点が配慮された公募条件が示さ

れたことについては、まずは安心したところであ

ります。 

 また地域としては、かねてから、旧青葉小学校

の跡活用に加え、小学校の近隣に位置し、令和10

年に機能移転する予定の青葉児童会館についても、

地域のために活用できないかという意向を持って

いたというように承知をしているところでありま

す。 

 そこで２点目の質問ですが、青葉児童会館の跡

活用についてはどのように進めていくのか、お考

えをお伺いいたします。 

●小林都市計画部長  青葉児童会館の跡活用に

ついてお答えいたします。 

 跡活用検討部会では、地域コミュニティの維

持・活性化につなげるための三つの公募条件につ

きまして、旧青葉小学校だけではなく、青葉児童

会館も含めて事業計画の対象とすることで検討の

幅が広がり、事業者が提案しやすくなるのではな
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いかという意見がございました。 

 このような意見を踏まえ、青葉児童会館につき

ましては、旧青葉小学校と同一の事業者による一

体的な跡活用の公募を行うことといたしました。 

 また、現在の青葉児童会館の建物は、そのまま

活用することを前提とせず、提案の自由度を高め

た公募とすることで、民間事業者の創意工夫を生

かし、よりよい取組となるように進めてまいる考

えでございます。 

●丸山秀樹委員  最後に要望を終えて、質問を

終わりたいと思います。 

 青葉児童会館につきまして、旧青葉小学校と一

体で公募するとの答弁でございました。ただ単に、

それぞれ売却するのではなくて、両所有地を一体

的に公募することは、民間事業者のノウハウや創

意工夫を生かし、地域が求める取組の実現性を高

める有効な手法であるというふうに、私も受け止

めております。 

 旧青葉小学校の閉校から長期間が経過している

ことも踏まえ、今後は、このたび合意が至った公

募条件の下、地域の皆様が期待する跡活用の早期

実現に向けて、令和８年度前半の募集開始に向け

た準備を、しっかり進めていただくことを要望さ

せていただいて、私からの全ての質問を終わらせ

ていただきます。 

●松井隆文委員  私からは、令和８年度予算に

計上されております持続可能な公共交通の在り方

検討について、２点お伺いをいたします。 

 私の地元である手稲区は、清田区と同様に地下

鉄が通っていない地域でありまして、これまで地

下鉄延伸の期成会などを通じまして、手稲区への

地下鉄延伸の要望を行ってきております。 

 昨年の第４回定例市議会における我が会派から

の代表質問を含め、これまで手稲方面への地下鉄

延伸についての質問に対して、市からは延伸しま

すとの前向きな答弁は得られなかったところであ

りました。 

 しかしながら、本年１月の手稲区の新年交礼会

では、秋元市長から公共交通の在り方について、

抜本的に見直さなければならない時期に来ている

という前向きな発言があり、地域としても、今後

の公共交通の方向性に大きな関心を持ったところ

であります。 

 さらに、新年度予算案では、持続可能な公共交

通の在り方について検討を行うための調査費が計

上されました。 

 本定例市議会での代表質問において、我が会派

から、札幌市が目指すべき公共交通体系への考え

について質問したところ、札幌市からは、地下鉄

を含めた全市的な公共交通体系の現状と課題を整

理し、将来にわたって持続可能な公共交通の在り

方について検討していくとの答弁があったところ

であります。 

 地下鉄延伸は手稲区民の悲願であり、持続可能

な公共交通として、ぜひとも実現に向けた検討を

始めていただきたいと思うところであります。 

 そこで１点目の質問ですが、手稲区の地下鉄延

伸に関する現状認識について、改めてお伺いいた

します。 

●松本総合交通計画部長  地下鉄の手稲方面延

伸に関する現状認識についてお答えいたします。 

 地下鉄の延伸には、事業採算性の確保が必要で

ありますが、平成30年度に行った交通需要推計で

は、地下鉄などの大量輸送機関の導入が必要な区

間は、市内全域において将来的に発生しないとい

う結果であったことから、これまで手稲区への地

下鉄延伸について、採算性の検証などは行ってお

りません。 

 一方で、地域の皆様からは、冬期間においても

定時性の高い地下鉄の延伸を望む声を多くいただ

いているほか、昨今の運転手不足によるバス路線

の廃止など、昨今の公共交通を取り巻く環境は大

きく変化してきているところでございます。 

 こうしたことから、まずは令和８年度に全市的

な公共交通体系の現状と課題の整理を行い、地下

鉄を含めた公共交通の在り方について検討してい
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く考えでございます。 

●松井隆文委員  ただいまの答弁では、令和８

年度に、地下鉄を含めた公共交通の在り方を検討

するということにつきまして、これは地下鉄延伸

の実現に向けて一歩進んだのかなというふうに前

向きに受け止めております。 

 今冬の大雪によりまして、手稲区内でもＪＲや

路線バスの運休や遅延といった交通障害が数多く

発生しまして、目的地への移動に、地下鉄宮の沢

駅から長時間歩かざるを得なかった方もたくさん

いたと聞いております。地域住民の生活にも大変

大きな影響を受けてきております。 

 このような状況では、地下鉄が持つ定時性の高

さが強みとなり、市民の移動を確実に支えるもの

であると改めて痛感しております。 

 地下鉄がない手稲区では特に大きな問題であり、

公共交通体系の現状と課題の整理をするに当たっ

ては、こうした点も踏まえて検討していただきた

いと思います。 

 また、公共交通には移動手段という役割に加え、

地域のまちづくりを支える重要な役割もあります。

手稲区にはＪＲや路線バス、タクシーのほかにデ

マンド交通もあり、公共交通全体の在り方を検討

する際には、こうした現状の公共交通とまちづく

りとの関連性についても検討していくことが必要

でありまして、こうした検討が、今後の公共交通

政策を考える上で極めて重要なものになると考え

ます。 

 そこで質問ですが、令和８年度に実施する持続

可能な公共交通の在り方検討では、どのような内

容の調査を行うのかお伺いいたします。 

●松本総合交通計画部長  令和８年度の主な調

査内容についてお答えいたします。 

 令和８年度に予定している調査は、今後の公共

交通の在り方を検討する上で重要なものと認識し

ており、できるだけ早期に着手できるよう準備を

進めているところです。 

 調査の内容としては、骨格公共交通ネットワー

クとバスネットワークによる公共交通体系の現状

や、市内の地域交流拠点におけるアクセス性など

について、整理を行う予定です。 

 また、将来的な人口動態やまちづくりの方向性、

持続可能な公共交通体系の構築といった観点を踏

まえ、札幌市が抱える公共交通体系の課題につい

ても整備を行う考えでございます。 

●松井隆文委員  秋元市長からの発言にもござ

いましたとおり、札幌市の交通体系というものは、

地下鉄という幹の部分と、その先の充実したバス

ネットワークというものがセットで構築されてき

たものであります。しかしながら、バス運転手の

確保、今後の担い手の減少といった喫緊の課題を

前にしまして、抜本的な見直しが必要であるとい

う認識につきましては、私も同じ考えであります。 

 特にＪＲ手稲駅は、北海道内でもトップクラス

に乗降客数が多く、地下鉄に乗り換えたい市民を

東西線宮の沢駅へ運ぶために、多くの便数のバス

が一度ＪＲ手稲駅南口を経由して、そこから宮の

沢まで乗せております。そのため、それだけ便数

が多いということは、運転手の数もそれだけ必要

としている現状がございます。 

 これは、例えば東西線の反対側、新さっぽろで

言えば、ＪＲ新さっぽろの手前の大谷地辺りで地

下鉄が止まっていて、大谷地から新さっぽろまで、

大量のバスで運んでいるというような状況なので

あります。 

 やはり、せっかく手前まで来ていても、地下鉄

とＪＲが乗り換えできないというのでは大変効率

も悪く、全市的なバスネットワークへの影響を考

えても、接続することが望ましいというふうに考

えるところであります。 

 そうした観点からも、このたび地下鉄を含めた

公共交通の在り方を検討するということについて

は、地下鉄延伸が持つ効果を十分に活用しつつ、

市民生活を支える交通インフラの整備を進めるべ

きであると申し添えまして、私の質問を終わりま

す。 
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●ふじわら広昭委員  私は、２項目質問いたし

ます。 

 １項目は、札幌駅バスターミナルについて、２

項目は、都市計画マスタープランにおける工業団

地の考え方についてです。 

 初めは、１項目、札幌駅バスターミナルについ

てです。最初の質問は、バス事業者との協議につ

いてです。 

 私は2025年10月の決算特別委員会において、北

５西１・西２地区市街地再開発事業において整備

される新たな札幌駅バスターミナルについて質問

し、先行して開業する西２街区バスターミナルの

運用検討に当たっては、バス事業者の意見をしっ

かりと聞くよう要望したところであります。 

 バス事業者とは継続的な意見交換を行い、適宜

バス事業者の意見を反映していくことが重要であ

ると認識しています。 

 そこで質問ですが、先行して開業する西２街区

のバスターミナルについて、バス事業者とどのよ

うな協議を行っているのか伺いたいと思います。 

●松本総合交通計画部長  バス事業者との協議

の状況についてお答えいたします。 

 北海道バス協会が主催する札幌駅バスターミナ

ル連絡調整会議の場において、札幌市からは部長

職が出席し、バス会社の経営者などと意見交換を

行っております。 

 令和７年度は４月と11月に開催されており、直

近の11月の会議では、西２街区のバスターミナル

が先行して開業した際に、優先的に利用する路線

の考え方などについて議論したところです。今後

も継続的にバス事業者と意見交換を行い、検討を

進めていく考えでございます。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、西２街区バ

スターミナルで、優先的に利用する路線の考え方

などについてです。 

 西２街区バスターミナルを優先的に利用する路

線の考え方について協議をしているという答弁で

ありました。 

 札幌駅交通ターミナル事業計画では、西１及び

西２の両街区のバスターミナルで、札幌駅周辺を

発着するバス路線を集約する計画ですが、先行し

て開業する西２街区のバスターミナルのみでは、

全てを集約しきれないと思います。 

 そこで質問ですが、西２街区バスターミナルを

優先的に利用する路線や、集約できずバスターミ

ナルを利用できない路線への対応について、どの

ように考えているのか伺います。 

●松本総合交通計画部長  西２街区バスターミ

ナルを優先的に利用する路線の考え方などについ

てお答えいたします。 

 西１街区のバスターミナルが完成するまでの間、

西２街区のバスターミナルでは、旧エスタ１階に

あった札幌駅バスターミナルを発着していた都市

間バスと路線バスの乗車を優先的に行う考えでご

ざいます。 

 一方で、降車については、２街区はバスターミ

ナルに集約しきれないと思われることから、現在

路上に設置されている仮設バス乗降場も活用しな

がら、可能な限り、ＪＲ札幌駅に近い場所に再配

置し、対応することを検討しております。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、西２街区バ

スターミナルの運用に向けた課題についてであり

ます。 

 2025年10月の決算特別委員会では、西２街区バ

スターミナルの運用に向けた課題についての質問

に対して、松本総合交通計画部長より、最新のバ

スダイヤも踏まえるとともに、バス事業者の意見

も聞きながら、精度の高いシミュレーションを行

う旨の答弁がありました。 

 そこで２点質問ですが、１点目は、精度の高い

シミュレーションを行うとのことでありますが、

具体的にどのような内容で、いつ頃、誰が行うの

か伺います。 

 ２点目は、最新のバスダイヤを踏まえるとのこ

とでしたが、その時期はいつ頃を想定しているの

か伺います。 
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●松本総合交通計画部長  西２街区バスターミ

ナル運用に向けた課題についてお答えいたします。 

 １点目の精度の高いシミュレーションについて

は、発車時刻のみならず、バス事業者からの意見

も踏まえて、実態に即した降車時間・乗車時間な

どのプロセスを適切に反映したシミュレーション

を行います。 

 現在、札幌市と再開発組合等で連携して行って

いるところでして、今後もバスターミナルの開業

まで、随時更新を行ってまいります。 

 ２点目のバスダイヤについては、現在のシミュ

レーションでは、2025年冬時点のダイヤを用いて

おります。ただし、今後も路線の変更やバスダイ

ヤの改正が見込まれることから、シミュレーショ

ンを更新するごとに、その時点での最新のバスダ

イヤを用いる予定でございます。 

●ふじわら広昭委員  降車については、先ほど

の答弁の中で、ＪＲ札幌駅周辺を降車場に活用し

たいという旨の答弁がありました。 

 しかし、西２街区のターミナルの建設とともに、

少し時間の差はありますけれども、西１街区のほ

うについても工事が本格的に始まり、さらには北

４条西４丁目でしょうかね。民間のビルの再開発

などで、その周辺は大きく工事用の車両が通るこ

とになります。 

 そしてまた、地下鉄の札幌駅のホームの増設と

いうか、変更に伴って、駅前の南進をする道路が

しばらくの間、通行止めになるという状況に、今

あるわけであります。 

 そういう意味では、もう少ししっかりとした精

密な検討をしていかなければ、あの周辺で車両が

あふれて、バスが予定どおりにバスターミナルに

到着をしていかないという、そうした問題があり

ます。そうしたことを、まずしっかりと今後対応

していただきたいと思います。 

 この項目の最後の質問でありますけれども、今

後の検討スケジュールについてです。 

 西２街区バスターミナルが入る再開発ビルは、

2030年度の竣工を目指していると聞いており、こ

こから約５年間で、バスターミナルの運用に向け

た検討を計画的に進める必要があります。 

 また、バスターミナルの運用について、バス事

業者と合意を得ることが重要と考えるところであ

ります。 

 そこで質問ですが、今後札幌市として、バス事

業各社とどのような形で、西２街区バスターミナ

ルの運用に向けた協議を進めていくのか伺います。 

 また、最新のバスダイヤを用いたシミュレーシ

ョンについては、いつ頃からバス事業者と協議を

行う想定か伺いたいと思います。 

●松本総合交通計画部長  今後の検討スケジュ

ールについてお答えいたします。 

 今後のバス事業者との協議については、引き続

き、札幌駅バスターミナル連絡調整会議の場で、

協議を進めていくことを想定しています。 

 バスダイヤを用いたシミュレーションについて

も、この会議の場で説明させていただくことを想

定しておりまして、現在進めているシミュレーシ

ョンの結果については、次年度以降、できる限り

早い時期に、協議・調整に着手してまいりたいと

考えております。 

●ふじわら広昭委員  この項目の要望を申し上

げて、次の質問に移りたいと思います。 

 昨年の決算特別委員会の中で、松本部長から、

現在の札幌駅のバスの発着状況については、2020

年４月の発着数から見て、2025年４月では、路線

バスがマイナス300台の600台。そして都市間バス

は200台減の500台という状況で、全体として

1,100台のバスが現状として運行しているという

ようなことでありました。 

 先ほどの答弁の中から、連絡調整会議とか、検

討をこれから協議していくということであります

けれども、まず、今までの閉鎖されたエスタのバ

スターミナルは３レーンあったわけでありますけ

れども、新しく作るバスは２レーンとなっている

わけであります。確かにバスの発着台数は、今後
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も増減があると思いますけれども、やはり、しっ

かりとした発着の時間帯を組んでいかなければな

りません。 

 先日、担当者から、某コンサルタント会社に委

託して作成した発着の考え方について説明を受け

たわけでありますけれども、やはりどうしても無

理があるというか、機械的に発着を、朝の始発か

ら最終の出発便・到着便まで決めたという、そう

したことが否めないような状況でありました。 

 例えば、今までの３レーンの場合には、多少バ

ス会社によって、一部のバスベイを共用するとこ

ろもありました。 

 しかし、今度は、先ほど申し上げたように３レ

ーンを２レーンにするわけですから、例えば、同

じ発車のバスベイを他社と使い分けるということ

になるわけですね。そうすると、出発する便が何

らかの都合で到着が遅れた場合に、既にその後の

同じバスベイを使う別の会社のバスが来た場合の

調整など、これは連絡調整会議でも議論にはなる

んでしょうけども、やはり余裕を持った、しっか

りとしたシミュレーションをしていかないと、連

絡調整会議の中でも十分なバス事業者の理解が得

られないというふうに思いますので、そのところ

をしっかりと対応していただきたいというふうに

思います。 

 また、バスターミナルの運用に当たっては、円

滑なバス運用のみならず、使用料も決めていかな

ければなりません。使用料は、バスターミナル事

業者とバス事業者とで協議・決定されるものと認

識していますが、バス事業者の経営にも影響のあ

る要素であります。 

 札幌駅バスターミナルは、重要な交通結節点機

能を担うものであり、その安定的な運営のために、

札幌市も総合的な調整役として事業推進に関わっ

ていくことを求めて、次の質問に移ります。 

 次は２項目、都市計画マスタープランにおける

工業団地の考え方についてです。 

 最初の質問は、これまでの都市計画マスタープ

ランにおける工業地の考え方についてです。 

 札幌市では、2004年、第１次の都市計画マスタ

ープランを策定し、2016年には第２次のマスター

プランへと見直しが行われ、産業構造の変化や企

業ニーズに対応してきたものと認識しております。 

 しかし、札幌市内の工場数は、ここ数年、

3,000件程度でほぼ横ばいとなっており、頭打ち

の状態にあります。これは札幌市の工業用地不足

が、具体的な数字として表れている結果とも言え

ます。 

 また、既存の工業団地内では、建物の老朽化が

進んでおりますが、建て替えや拡張のための土地

を市内に見つけることができず、やむを得ず市外

に移転せざるを得なかった事例も聞き及んでおり

ます。 

 そこで質問ですが、これまでの都市計画マスタ

ープランでは、工業地について、どのような考え

方を示してきたのか伺いたいと思います。 

●小林都市計画部長  これまでの都市計画マス

タープランにおける工業団地の考え方についてお

答えいたします。 

 平成16年、当初の都市計画マスタープランを作

成した当時は、既存の工業地等において、工業系

以外への土地利用転換が進む動向が見られており

ました。 

 そこで、こうした動向を踏まえ、集約的な工業

地等については、業務の利便の確保と周辺市街地

環境との調和を図ること。また、工業系からの土

地利用転換に対しては、周辺市街地との調和と都

市構造の秩序の確保を前提として対応すること。

以上、二つの基本方針を掲げたところでございま

す。 

 次に、平成28年に策定した第２次都市計画マス

タープランにおいては、１次マスタープランの二

つの基本方針を継続した上で、工業地等における

建物の老朽化が進行する状況を踏まえ、工業系土

地利用の再編や高度化を支えることを加えたとこ

ろでございます。 
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●ふじわら広昭委員  今、第１次、第２次の都

市計画マスタープランでの工業地の考え方が示さ

れました。１次から２次にかけて、工業用地確保

の考え方が若干強化された印象ですが、結果とし

て、工業用地の不足という課題の解消には至って

いないのが実情です。 

 現在、札幌の産業を取り巻く環境は大きく変化

しており、ラピダス社の進出に伴う半導体関連産

業の集積に加え、ＧＸ、グリーントランスフォー

メーションやＡＩ関連といった新たな産業の需要

が急速に高まっています。当然、これらの新たな

産業の受皿だけではなく、長年札幌を支えてきた

既存の工場もしっかりと守っていかなければなり

ません。 

 今月、10年ぶりに改定される第３次都市計画マ

スタープランでは、工業地・流通業務地の将来像

として、工業系用地が確保され、企業の立地や集

積が進むことにより、札幌の成長を後押しする産

業振興や新たなビジネスの創出が図られますと書

かれております。 

 そこで質問ですが、第３次都市計画マスタープ

ランにおける工業地の考え方は、これまでのマス

タープランとどのような点が違うのか、伺いたい

と思います。 

●小林都市計画部長  第３次都市計画マスター

プランでの工業地の考え方についてお答えいたし

ます。 

 第３次都市計画マスタープランでは、２次マス

タープランの考え方に加え、工業系用地の確保や、

ＧＸ、ＡＩなどの新たな産業の立地への対応を都

市づくりの重点における、主要なテーマの一つに

設定したところでございます。 

 その上で、市街化区域については２次マスター

プランの考え方を継続し、市街化調整区域につい

ては、幹線道路沿道などの高い交通利便性を有す

る地区において、工場等の立地を検討するととも

に、新たな産業の振興を促すため、適正かつ合理

的な範囲内での立地を許容するなど、土地利用へ

の対応の方向性を示したところでございます。 

●ふじわら広昭委員  次の質問は、札幌市が造

成した新川工業団地についてです。 

 本日は、出席要請をいたしました経済観光局の

片岡経済戦略推進部長に伺いたいと思います。質

問は、過去の工業団地と造成に当たっての課題に

ついてです。 

 第３次都市計画マスタープランでは、工業地の

考え方について、これまで以上に踏み込んだ内容

となっていることは、一定の評価をしたいと思い

ます。しかし、計画に考えが示されただけでは、

現実に工業用地が生まれるわけではありません。 

 札幌市では、1997年、平成９年に分譲を開始し

た新川地区工業団地を最後に、工業団地としての

造成を長らく行っておりません。新たな工業団地

の造成には、相当な期間を要すると思われ、農地

の場合は、その転用の法的な手続も大きな壁とな

るわけであります。 

 こうした対策を講じている間にも、産業振興の

チャンスを逃し、市内の企業が市外に流出する事

態は、何としても避けなければなりません。 

 札幌市として、工業団地を造成するのか、しな

いのか。造成するとした場合、どのようなプロセ

スで、どれくらいの期間をかけて検討を進めるの

か。具体的なことを即座に示すことは難しいのか

もしれませんが、過去の事例に照らせば、おおよ

その時間軸は見えてくるはずです。 

 仮に、今すぐ工業団地造成の検討に着手したと

しても、実際に企業の手元に、進出などの判断を

するための資料が届くのが５年先なのか、あるい

は10年先なのか、その目安が示されるだけでも、

札幌へ進出や、事業拡張を検討している企業にと

って、重要な判断材料になると思います。 

 そこで質問ですが、札幌市として、最後に工業

団地として造成した新川地区工業団地では、事業

開始から分譲までに、どれくらいの期間を要した

のか。また、新たな工業団地の造成を決定するた

めには、どういった視点からの検討が必要なのか
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伺いたいと思います。 

●片岡経済観光局経済戦略推進部長  新川地区

工業団地と新たな造成に当たってのご質問でござ

いました。 

 札幌市の工業団地として最後に造成した新川地

区工業団地では、事業化してから分譲開始までに

６年を要し、この期間で用地取得や農地転用の手

続、造成工事などが行われたところでございます。 

 工業団地の開発には、用地取得費や造成工事費

などに多額の費用がかかりますが、資材や人件費

の高騰といった昨今の経済情勢を鑑みれば、当該

団地を造成した当時に比べて、大幅に増えること

が予想されるところでございます。 

 これらの費用を分譲価格に転嫁する場合には、

土地の価格が近隣自治体と比べて高くなることが

想定され、こうした価格を中心とした条件下にお

ける企業ニーズの有無や、用地の取得の容易性な

どを詳細に把握する必要がございます。 

 委員のご指摘にもありますとおり、市内企業の

事業拡大への対応はもとより、新たな産業の需要

を取り込むことは、札幌経済の成長のために必要

であると認識しており、新たな工業団地の実現可

能性も含めた有効な方策を検討してまいりたいと

考えております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、質問

を終わりたいと思います。 

 片岡部長から、新川工業団地に関する経過等が

答弁としてありました。今後、こうした新たな工

業用地を具体的にしていくためには、まず、今ま

での経済観光局の調査では、中間報告ということ

で議会にも示されておりましたけれども、企業の

設備投資動向調査では2,000社に回答を求めて、

約半数の1,014社から回答があって、そのうち76

社が札幌市内に用地を求めているという将来的な

可能性を含めたことが明らかになっております。 

 その土地の広さとしては、おおむね20ヘクター

ルというようなことも出されているわけでありま

す。 

 そしてまた、既存の工業団地においての調査で

は、空き地とか、使われていない工場の施設など

については、約６ヘクタール程度しかないという

ことであります。 

 こうしたことから、前段申し上げた20ヘクター

ルという一つの仮定の面積を確保するために、や

はり場所の選定というものが大きな課題になると

思います。 

 経済観光局では、８か所程度の用地の選定をし

ているわけでありますけれども、そこから一つに

するのか、複数にするのか、絞り込んでいく作業

がまず発生すると思います。 

 そして、二つ目には事業の選択ということで、

一つには土地区画整理事業で行うのか、二つ目に

は団地造成事業で行うのかという判断が求められ

るわけであります。 

 後段の団地造成事業は、民間企業が参入しやす

いわけでありますけれども、やはり、こうした最

近の状況を踏まえると、非常に難しい先行きの問

題があります。 

 また、農地が一部そこに関わる場合においては、

国の地域未来投資促進法を活用して、特例措置の

適用が可能となるわけでありますけれども、これ

らについても、ある程度の時間がかかると思いま

す。 

 造成費用により、分譲価格が近隣自治体より高

額になるという懸念があります。民間の開発業者

が造成する際には、やはり開発が早いという面は

ありますけれども、道路や上下水道の整備に問題

もあります。 

 札幌市としては、こうした民間が開発していく

場合には、インフラ設備についても、しっかりと

した支援策というものも検討すべきではないかと

いうふうに思います。 

 最後になりますけれども、一日も早く、札幌市

の工業用地に関わるメッセージを札幌市内外に発

信することを強く求めて、質問を終わります。 

●福田浩太郎委員  私のほうからは、北海道新
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幹線に関わる手稲山口受入れ地に関しまして、活

用に焦点を当てて、端的に質問させていただきた

いと思います。 

 １点目は、手稲山口地域協議会における意見交

換等の現状についてお尋ねをさせていただきたい

というふうに思います。 

 北海道新幹線の札幌延伸に向けた工事に伴い発

生する要対策土について、札幌市内で発生する分

の受入れが、令和３年12月から手稲山口地区にお

いて開始され、現在も続いております。 

 手稲山口地域は、これまで下水道、水再生プラ

ザやスラッジセンター、ごみ最終処分場、さらに

は火葬場など、都市機能を支える施設を受け入れ

てきた地域であり、今回の新幹線工事に伴う要対

策土の受入れについても、地域としてご協力をい

ただいていると認識しております。 

 この受入れに先立ち、札幌市が事務局となり、

地域住民や農業・事業を営む方々を構成員とする

手稲山口地域協議会が設置され、地域振興の観点

から、幅広く課題共有や意見交換が行われてきま

した。 

 協議会に関する議論として、手稲山口地区が持

つ都市近郊農業の魅力や、石狩湾や手稲山を望む

自然環境、さらには、国道337号線を通じた物流

交通の多さなど、地域の特性を生かした交流拠点

づくりの必要についても、多様な意見が出されて

いると承知しております。 

 そこで質問ですが、手稲山口地域協議会におけ

る意見交換等の現状について、お尋ねをいたしま

す。 

●上野新幹線推進室長  手稲山口地域協議会に

おける意見交換等の現状についてお答えいたしま

す。 

 手稲山口地区におきましては、協議会を今年度

３回を含めて計15回、地域振興の取組を実践する

ための地域づくり部会を、今年度３回を含め、計

８回それぞれ開催しております。 

 協議会では、受入れが完了した後の利活用の検

討のほか、受入れ地以外の地域振興策について、

課題の共有や意見交換、対応可能な取組を実施し

てまいりました。 

 今年度は、受入れ地の活用検討について重点的

に議論を深めており、ゾーニングやイメージパー

スを作成して意見交換を行い、協議会としての受

入れ地活用構想案を取りまとめたところでござい

ます。 

●福田浩太郎委員  ただいまのご答弁によりま

して、手稲山口地域協議会において、様々な観点

から議論が行われ、そして、受入れ地活用構想案

という案でございますけれども、まとめるに至っ

たということでございます。 

 本当にいろんなご意見がある中で、丁寧に進め

てきたことについては、一定の評価をするところ

でございます。 

 次に、手稲山口受入れ地の活用に関する来年度

以降の取組予定についても、確認させていただき

たいというふうに思います。 

 この受入れ地の活用に当たっては、先ほど来申

し上げている地域農業の振興や、交流人口の増加、

さらには観光振興や防災拠点としての機能などを

期待し、交流拠点の整備に関する構想についても、

その意を汲む必要があるというふうに申し上げる

ところでございます。 

 例えば、こういうような話がございます。道の

駅の整備などを含めた交流拠点の可能性について

も、地域から声が上がっております。近隣では、

石狩市のＪＡさっぽろが運営をする農産物直売所

とれのさとにおいては、年間約５億円の売上げを

上げるなど、都市近郊農業を生かした施設には、

一定の需要があるというふうに考えられます。 

 また、国道337号線は、小樽・石狩・苫小牧を

結ぶ道内有数の物流ルートであり、今後は337号

線の接続、まだ時間がかかるようでございますが、

これがつながったことを考えますと、また、いわ

ゆる物流の2024年問題への対応としても、ドライ

バーさんが休憩できる拠点の整備、これは社会的
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にも重要な課題となっております。 

 こうしたことを踏まえると、地域の魅力を高め

る受入れ地活用に当たっては、民間事業者の参入

やパークＰＦＩなど、民間活力を活用した整備手

法、さらには持続可能な維持管理の在り方につい

ても検討していく必要があると考えます。 

 そこで質問ですが、手稲山口受入れ地の活用に

ついて、民間の知見も取り入れながら、どのよう

に検討を進めていくのか、来年度以降の取組予定

についてお尋ねをいたします。 

●上野新幹線推進室長  手稲山口受入れ地の活

用に関する来年度以降の取組予定についてお答え

いたします。 

 委員ご指摘のとおり、より有効な受入れ地の活

用を図るためには、民間の知見を取り入れるとと

もに、民間事業者の参入について十分に検討する

必要があると認識しております。 

 そのために、来年度はサウンディング調査を実

施し、受入れ地の活用について、民間事業者の参

入が可能かを検討していく予定でございます。 

 さらに、民間事業者参入の可能性があると判断

した場合には、事業者の公募に向けまして、令和

９年度に民間事業者の参入条件を確定させる想定

しております。 

 全体の整備スケジュールといたしましては、令

和９年中には対策土の受入れが終了し、令和10年

度に鉄道・運輸機構による覆土工事等を経て、令

和11年度から受入れ地の整備を実施していく考え

でございます。 

●福田浩太郎委員  ありがとうございました。 

 ただいまご答弁をいただきまして、来年度以降

の取組の方向性、サウンディング調査を実施して

いくということ、また、スケジュールについても

お示しがございました。 

 最後に要望でございますが、手稲山口地区は、

これまで都市機能を支える様々な施設を受け入れ

てきた地域であり、今回の要対策土の受入れにつ

いても、新幹線整備という国家的プロジェクトに

対して、ご協力をいただいている地域でございま

す。 

 その地域が、将来に向けて希望を持てる形で、

土地活用が進められることは極めて重要であり、

受入れを了承した地域の皆さんが落胆するような

ことがあってはならないと考えるところでござい

ます。 

 ぜひ、負のイメージを払拭し、この土地を地域

の誇りとなる交流拠点へと転換していくという視

点で、検討を進めていただきたいというふうに思

います。 

 あわせて、今後の議論の状況については手稲区

民はもとより、広く札幌市民にも情報を共有しな

がら、多くの人に愛され、利用される場所となる

よう、引き続き、丁寧な検討を進めていただくこ

とを要望して、私の質問を終わります。 

●こじまゆみ委員  私からは、公共交通ネット

ワーク確保対策費のうち、地域交通に係る厚別ふ

れあい循環バスの収入確保策について伺います。 

 先ほど丸山委員からも同様の質問がございまし

たので、端的に質問をさせていただきたいと思い

ます。 

 まず、協賛金の確保について伺います。 

 厚別区において、現在、実証運行中の厚別ふれ

あい循環バスは、地域全体が連携して運行継続に

向けた取組を推進し、地域住民の移動手段を確保

した画期的な事例として注目をされています。 

 厚別ふれあい循環バスの特徴的な取組として、

協賛金の確保が挙げられます。地域として、運行

継続のため、運賃収入以外の収入源の確保に努め

ていらっしゃり、協賛金の獲得に尽力しており、

学校法人札幌学院大学の特別協賛72万円をはじめ、

10社を超える企業・団体からの協賛金獲得が見込

まれております。私も共に地元の企業、病院、団

体を回りまして、一緒にお願いして回ったところ

でございます。 

 これらの取組の成果により、令和７年度の収支

率は、年間運行経費約2,400万円に対し、運賃収
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入のみで約47％を見込んでおりましたが、令和８

年度においては協賛金収入も加わることから、収

支率は約56％となり、目標収支率である50％を超

える見通しとなりました。この結果、地域の長年

の念願であった令和８年４月からの本格運行への

移行が決定いたしました。 

 持続的な運行を実施するためには、まず安定的

な収入源として利用促進を徹底し、運賃収入の確

保を図ることが不可欠と考えられます。 

 加えて、協賛金を継続的に確保することで、天

候変動や社会情勢の変化といった突発的な利用状

況の変化にも柔軟に対応することが可能となりま

す。 

 そこで質問いたしますが、札幌市は協賛金の継

続的な確保に向けて、どのような支援策を講じて

いらっしゃるのかお伺いいたします。 

●飯田公共交通担当部長  協賛金の確保につい

てお答えいたします。 

 札幌市としましては、運行主体である地域がよ

り多くの企業や団体から協賛を得られやすくする

ため、協賛企業等のイメージ向上や地域貢献のア

ピールの機会となるような仕組みを提案したとこ

ろでございます。 

 具体的には、少額からでもご協力いただけるよ

う、協賛金額の区分を細かく設定することに加え

まして、車両ラッピングや、バスの車内に協賛企

業等の名称を掲示するなどの一定のインセンティ

ブを付与することについて、助言を行ったところ

でございます。 

●こじまゆみ委員  今、白い循環バスが走って

いるんですけれども、令和８年度からは、札幌学

院大学さんのロゴの入ったラッピングバスが走る

ことになる予定だそうです。非常に期待している

ところではあります。 

 札幌市が積極的に助言や提案を行い、関係者が

一丸となった体制を構築することにより、取組が

好循環していると考えられます。地域交通に限ら

ず、地域活動としても非常に参考になりますので、

ぜひほかの地区の支援の際にも参考として活用し

ていただきたく存じます。 

 厚別ふれあい循環バスは、地域として真に必要

な移動手段として、地域が一体となって利用促進

や協賛金の確保を行いながら、前向きに運行継続

に向けた取組を進めた好事例だと考えられます。 

 しかしながら、本格運行後の札幌市の補助上限

は収支率の50％であることから、持続的な運行と

するためには、収入の柱となる運賃収入の確保も

重要であると考えられています。 

 協賛金は、不測の事態への備えとして重要な役

割を果たすものでありますが、運行の安定性を確

保するためには、まず、収入の柱である運賃収入

による収支率50％以上を達成することが不可欠で

あると認識しております。 

 そこで質問いたしますが、地域及び運行事業者

と札幌市が今後どのように連携し、収支率の向上

を図っていくのか伺います。 

●飯田公共交通担当部長  今後の収支率向上策

についてでございます。 

 安定的な運行に向けて、地域が利用促進として

行うバス停の掲示物や、回覧板の作成などをサポ

ートしつつ、札幌市としても、厚別区役所での館

内放送や、沿線商業施設等へのポスター掲示など

の支援に引き続き取り組んでまいります。 

 その上で、さらなる収支率向上のため、ダイヤ

の見直しなどの運行効率化や、経費削減の方策に

ついて、地域に対し、運行事業者と共に必要な助

言をしてまいりたいというふうに考えております。 

●こじまゆみ委員  ありがとうございます。 

 最後にご要望を申し上げて、私の質問を終わら

せていただきたいと思います。 

 地域交通支援制度を活用したバスの運行は、必

ずしも容易に実施できるものではありませんが、

厚別ふれあい循環バスは、運行主体である地域組

織、運行事業者、札幌市に加え、地域の住民もバ

スを利用するという形で運行を支えており、地域

活動として理想的な形態であると考えております。 
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 厚別ふれあい循環バスは、ＪＲ函館本線の厚別

駅と千歳線の新札幌駅、そして、地下鉄の東西線

のひばりが丘駅と新さっぽろ駅を経由して、運行

しております。 

 今年の大雪のように、例えばＪＲなどにおいて

運休が発生した場合には、厚別ふれあい循環バス

がハブとなって、札幌都心へのアクセスを可能と

する重要な役割を果たします。 

 したがって、先ほど答弁をいただきましたとお

り、本格運行移行後も運行が継続できるように、

今後とも札幌市として、しっかりサポートを継続

していただけますよう求めて、私の質問を終わり

ます。ありがとうございました。 

●成田祐樹委員  私からは、将来交通体系の調

査等に関連して質問したいと思います。 

 近年はバスの急速な便数削減や、大雪時におけ

る利用への安定感から、地下鉄への注目が非常に

高くなってきていると感じております。 

 特に、地下鉄延伸については、さきの衆議院議

員選挙においても政策的な発信がされていたこと

もあり、市民の関心は非常に高いと思っていると

ころです。 

 私もこれまでに、東豊線の栄町駅からターミナ

ルビルを移転させた場合の丘珠空港への直結延伸

乗り入れについて触れてきたところではあります

が、いずれにせよ、一定程度の利用客のめどが立

たないうちに、延伸だけを実施するということに

はならないと思いますので、まずはその調査方法

についてお伺いしていきたいと思います。 

 今回、新年度についた交通体系の見直しに関す

る調査について、約1,000万円ほどの調査費だと

いう報道が出ていましたが、この金額だと本格的

な調査ではなく、どちらかというと、かなり基本

的な情報収集に収まるものではないかと考えてお

ります。市民に対して過剰な期待を持たせるもの

でもあってはならないですし、また、全く見当外

れの調査であっても困るわけです。 

 そこでまずお伺いしますが、令和８年度予算に

計上された持続可能な公共交通の在り方の検討に

ついては、どのような意図で検討を実施するのか、

見解をお聞かせください。 

●松本総合交通計画部長  持続可能な公共交通

の在り方検討を実施する意図についてお答えいた

します。 

 札幌市の公共交通は地下鉄やＪＲを基軸とし、

後背圏からのバスネットワークが接続する体系を

基本としておりますが、運転手不足による路線バ

スの減便や廃止が続いておりまして、公共交通を

取り巻く環境は大きく変化している状況です。 

 今後も人口減少が進み、現在の公共交通体系を

維持していくことは一層困難になると懸念されま

すが、将来的にも、公共交通によって市民の生活

の足を守る必要があることから、公共交通体系全

体の現状と課題を整理し、将来にわたって持続可

能な公共交通の在り方について、検討することと

したものでございます。 

●成田祐樹委員  今のお答えですと、具体的に

需要の数を出すとかといったような調査ではなく、

まだ初期の段階の調査なのかなというふうに思っ

ております。 

 なので、今のお答えいただいたような調査をも

って、まだ延伸の材料にするといったレベルの調

査までは行っていないのではないかなというふう

に思っているところであります。 

 これまでも当該調査に限らず、様々な調査を行

っておりまして、そういった過去の調査も材料に

しながら、今後詳しい調査をするかどうかの判断

につなげていくものだと思うのですが、昨年の秋

には、19年ぶりにパーソントリップ調査が行われ

たというふうに聞いております。 

 パーソントリップ調査では、移動の目的や方法、

時間帯などの情報収集が行われ、全国各地の都市

圏でも実施されており、道路整備や鉄道整備をは

じめとした様々な都市交通政策の検討材料にもな

っていると聞いております。 

 これも、将来的な公共交通利用の調査や、地下
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鉄利用の将来予測にも一部つながるのではないか

なと思っておりますが、今回の交通体系の見直し

調査とどのようにリンクしていくのか、そこが気

になるところです。 

 ここでお伺いしますが、今回実施された道央都

市圏パーソントリップ調査の結果は、いつ頃公表

される見込みなのか。また、公共交通の在り方検

討とどのように関連させていく考えか、見解をお

伺いしたいと思います。 

●松本総合交通計画部長  パーソントリップ調

査の結果の公表時期及び公共交通の在り方検討と

の関連性についてお答えいたします。 

 パーソントリップ調査については、北海道と札

幌市が事務局となり、道央都市圏の他市町村や有

識者、交通事業者で構成される協議会において、

昨年秋に実態調査を行いまして、現在は集計を進

めているところです。 

 今後、データの整理や実態把握などの現況分析、

将来の交通需要の予測などを多角的に進め、調査

結果については、道央都市圏における望ましい都

市交通の在り方と併せて、令和10年度末の公表を

目指しております。 

 一方で、令和８年度予算で実施する公共交通の

在り方の検討に当たっては、地域の移動実態や将

来の交通需要を的確に把握することが重要であり、

パーソントリップ調査で取得したデータの活用も

見据えながら、検討を進めてまいります。 

●成田祐樹委員  令和10年末ということで、非

常にこれはサンプルが多い調査、項目、いわゆる

タスクも多い調査だと思っていますので、それな

りに時間を要するということは理解できるところ

です。 

 このパーソントリップ調査ですが、非常に多く

の情報を得られる重要な調査であるというふうに

は認識しておりますが、一方で、現時点での移動

先や方法を収集しているだけで、これをもってし

てもまだ、需要予測の情報としては全く足りてい

ないんじゃないかなというふうに思っております。

いわゆる時間軸がない、現時点という平面だけで

の調査ではないかというふうに考えるわけです。 

 よく公共交通機関の利用予測に関しては、４段

階交通需要予測やエージェントを軸としたシミュ

レーションが行われていますが、最近ではＩＣカ

ードが普及しているので、それを材料としたビッ

グデータを含めた調査なども行われています。 

 しかし、そのいずれも将来の人口動態を加味し

たものではありません。郊外から市中心部のバス

の乗入れ便が減り、バスのほとんどが近くの地下

鉄駅に接続された場合の予測や、年数がたつとそ

の地域の人口動態がどうなっていくのか。いわゆ

る時間軸も設けた人口動態調査をかけていかなけ

れば、正確な需要予測というものは出てこないと

いうふうに思っております。 

 もう少し簡潔に言いますと、移動手段・移動時

間・料金・人口動態、そして、その住民が所有し

ている移動手段、それぞれ何層にも重ねた調査を

行って、そこから利用者数の長期的な予測を立て

て、採算が取れるかどうかの判断を行うことにな

るわけですから、単に勢いだけに任せず、これは

きっちり調査したほうがよいと思っております。 

 ただ、先ほども申し上げたとおり、時間軸を用

いて人口の増減や、年齢による利用交通の変遷な

ども加味しなければならないことを考えると非常

にタスクが増えますし、それらをシミュレーショ

ンにかけて回した場合、結果を出すまでには大変

多くの時間がかかると思っております。 

 また、延伸によって交通体系が変わる地域だけ

の情報でシミュレーションをかけるのか。逆に、

他の地域から延伸可能性のある地域に移動してく

る人の情報も加味してシミュレーションをかける

のか。それによっても大分調査費用と時間もかか

りますし、このシミュレーション自体がそもそも

相当なコストを要すると思っております。 

 首都圏などと違い、既に人口が頭打ちになって

いる札幌市ということを考えると、将来的なまち

の人口動態を含めた詳細な調査なしに延伸決定を
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行うというわけには簡単にいかないと思っており

ますし、持続可能な公共交通機関として成立する

のか、それは市民の誰もが気になるところです。 

 ここでお伺いしますが、公共交通の在り方の検

討を進めるに当たって、パーソントリップ調査な

どを踏まえた詳細な検討の必要性をどのように考

えているのか、見解をお聞かせ願いたいと思いま

す。 

●松本総合交通計画部長  詳細な検討の必要性

についてお答えいたします。 

 今回の調査については、持続可能な公共交通の

在り方の検討を進める上で、まずは全市的な公共

交通体系の現状を整理し、幅広く課題を把握する

ものです。 

 そこで整理された課題は、将来にわたる札幌市

全体の公共交通体系を考える重要な視点になるこ

とから、それぞれの課題特性に応じた詳細な検討

を行う必要があるものと認識しております。 

 そのため、パーソントリップ調査で得られた各

種データや、将来のまちづくりの方向性などを考

慮し、課題解決に向けたケーススタディを実施す

るなど、その後も段階的に検討を進めていく考え

でございます。 

●成田祐樹委員  全市的な調査を行うというと

ころで、当然ながら地下鉄の延伸の可能性ある地

域以外のことも考えなければならないと思うので、

ぜひそういった形で、課題がある地域に後から深

掘りしていくというような調査をかけていくのが、

今言っていただいたとおりなのかなと思っている

んですが、私から最後に要望として申し上げたい

のは、全国的にもバスを含めた交通機関が非常に

難しくなっている。そのような中で、今後、国が

軌道系の交通機関に対して、どのような支援を行

っていくのか。もしかすると拡充をしていくかも

しれない。そうなったときに、札幌市としてしっ

かり柔軟に対応できるような、いわゆる調査等々

含めて、事前に需要の予測をすぐできるような体

制ができていないと、なかなかそれに対して、ま

た時間がかかってしまうかなというふうに思うわ

けです。 

 ぜひこういった調査については、私は非常に大

切だと思っていますので、今後、国の動向の変化

や、また支援の拡充などを見据えて、調査を進め

ていただくことを要望しまして、質問を終わりま

す。 

●丸岡守幸委員 私からは、路線バス運転手の確

保に向けた仕組みづくりについて伺います。 

 私は東区の地下鉄駅周辺で朝街頭をしていた際

に、バス発車前に時間まで待機しているバスの運

転手さんから、運転手不足などの切実な思いを直

接伺ったことがあります。公休日に運転手不足の

ために出勤したり、時間外の勤務をすることも時

折あるようでございました。やはり運転手さんに

は、休日にしっかり休んでいただき、体に無理な

く勤務をしていただくことは、安全運転の面にも、

大変重要なことであると考えております。 

 運転手の健全な労働環境を整えるためには、待

遇改善を図ることで、不足している運転手を確保

していくことが重要なことであります。運転手の

確保に向けた取組を実施する上では、札幌市と同

様に運転手確保に取り組んでいる国や、ほかの自

治体との連携が重要になると考えます。 

 例えば、北海道運輸局では、冬の観光シーズン

に人手が足りなくなる道内のバス会社へ、冬に需

要が落ち着く道外のバス会社などから、運転手を

出向の形で受け入れる実証実験を行うなど、ユニ

ークな取組を行っております。 

 そこで最初の質問です。運転手の確保に向けた

取組について、今後、国やほかの自治体などと連

携して取り組んでいくべきと考えますが、いかが

かお考えを伺います。 

●飯田公共交通担当部長  国や他の自治体と連

携したバス運転手確保の取組についてお答えいた

します。 

 バスの運転手不足は、全国において共通の課題

でありまして、日頃から国、北海道や他自治体と
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情報交換等を行うとともに、北海道運輸局主催の

運転手確保に係るセミナーなどにも協力し、様々

な取組事例について共有しております。 

 引き続き、国や北海道との連携はもとより、同

様の課題を抱えている他の自治体とも情報共有を

図りながら、運転手の確保に取り組んでまいりま

す。 

●丸岡守幸委員  今、答弁いただきまして、運

輸局や国との連携に努めておりまして、今後も一

層強化していくということを確認させていただき

ましたので、ぜひ積極的な情報交換をお願いいた

します。 

 次に、外国人のバス運転手の養成支援について

伺います。 

 全国的には、インドネシアやフィリピンなどで

日本式の事前教育を受けた人材が大型二種免許を

取得し、2025年から26年にかけて、沖縄や東海地

方で、順次バス運転手として現場デビューしてい

るとのことであります。 

 これらの取組の多くは、大手バス会社が主体と

なって実施していると承知しておりますが、札幌

市においては行政も積極的に関与しながら、外国

人のバス運転手の養成に取り組んでおり、令和７

年に、ミャンマー人の留学生３人がバス会社でア

ルバイトしながら、バス運転手としての就業を目

指しているというふうに伺っております。 

 外国人のバス運転手の導入は、言語の高いハー

ドルに加え、積雪寒冷地である札幌市では冬の特

性から、一層時間もかかることであるというふう

に思われます。 

 そこで、二つ目の質問といたしまして、札幌市

での外国人運転手の就業開始は、いつ頃を目指し

ているのか。また、留学生を対象とした事業に続

く、今後の札幌市の外国人バス運転手養成の支援

に係る取組について、いかがか伺います。 

●飯田公共交通担当部長  外国人運転手の養成

支援についてお答えいたします。 

 ミャンマー人留学生につきましては、札幌市、

バス事業者、登録支援機関の三者連携により、国

内でバス運転手として養成する事業に参加してい

るものでございまして、令和10年４月の就業開始

に向けて、取り組んでいるところでございます。 

 また、現在の事業に並行しまして、新たに開始

する令和８年度事業では、母国で一定程度の運転

技術などを養成した人材を受け入れる予定であり

まして、令和10年11月に就業開始の見込みとなっ

ております。 

●丸岡守幸委員  今、現地でしっかりと十分な

教育をして、こうやってまた日本に来るという教

育方法もあるということをお聞きしまして、令和

10年４月という時期ではございますけれども、札

幌市においての外国人バス運転手の導入はちょっ

と時間がかかるということを、今、確認させてい

ただきました。 

 次に、私が今回確認させていただきたいことは、

自衛隊など大型二種免許を保有している職員が多

く在籍する団体への働きかけの現状について、確

認させてください。 

 自衛隊には、大型自動車の運転免許を取得・保

有している職員が多く、退職後にバス運転手とし

て再就職するケースもあるというふうに聞いてお

ります。 

 自衛隊以外にも、消防や警察なども大型自動車

の運転免許を保有している職員は多くいらっしゃ

ると思いますし、札幌市の職員の方にも、2004年

まで市営バスだったということもあって、大型免

許を保有している人も一定数いるのではないかと

思われます。 

 また、他都市に目を向けますと、三重県の桑名

市では、定年後の消防職員が大型二種免許を取得

して、バスの運転手として転籍する協定が、市と

地元のバス事業者との間で締結されております。 

 そこで、最後の質問でございます。自衛隊など

大型免許保有者が多い団体への働きかけについて、

今後どのように取り組んでいくお考えなのか伺い

ます。 
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●飯田公共交通担当部長  大型免許保有者が多

い団体への働きかけにつきましてお答えいたしま

す。 

 自衛官は、50代で定年を迎える方が多く、バス

会社に就職した場合、即戦力としての活躍が期待

されるため、他都市におきましても、再就職に向

けた働きかけが行われております。 

 今年度、札幌運輸支局が開催した自衛官向け運

転体験会・合同就職相談会では、札幌市も市内バ

ス事業者と共に、バス運転手の魅力を紹介したと

ころでございます。 

 引き続き、大型免許取得者が多い団体へのアプ

ローチにつきまして、国や関連団体バス事業者な

どと連携・情報交換しながら、実効性のある取組

を進めてまいりたいというふうに考えております。 

●丸岡守幸委員  さらなる運輸局の取組、そし

て、札幌市に期待するところであります。 

 今回、バスの運転手不足の解消に少しでもつな

がればと、提案を含めてバスの運転手確保に関す

る質問を３点させていただきました。 

 免許取得の補助を受けて、大型二種の免許を取

得し、バスの運転手になろう、札幌市民が不安な

くバスを利用できるようになるために、札幌市の

バス路線維持に貢献しようと考える人材が少しで

も増えるためにも、バスの運転手の魅力向上の取

組が重要であるというふうに考えます。 

 そのためには、運賃改定の件も含めて、市民の

皆さんから理解を得られることは、大変重要なこ

とでありますので、丁寧にしっかりと説明をして

いただきまして、さらなる一層の札幌市の取組を

強く要望しまして、私の質問を終わらせていただ

きます。 

●かんの太一委員長  以上で、第４項 都市計

画費等の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月12日木曜日午前10時

から、総務局及びデジタル戦略推進局関係の質疑

を行いますので、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

―――――――――――――― 

散 会 午後５時２分 


